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1．序論
1．1研究の背景と目的
　近年、グローバリゼーションの進行に伴い、開発途
ヒ国では都市開発が盛んである。このことは都市空間
の急速な更新をもたらし、この制御・誘導について既
存の空間構造との関係で都市計画の有効目三が問われる
局面も散見される，．国連人間／淵1三計nhl（UN－HABITAT）
の推計によれば、2005年時点で世界の都市人口31億7
U∫人のうち約3割、約10億人がスラム地域に居住し
ており、しかも、その数は年率22％の割合で増加して
いる（城所哲夫、2007），こうした都市貧困層の拡大は、
都市の発展にとって大きな謝題であろ，．都rf∫化の過程
で地方分権化や市場の拡大、民1：化を背景に、さまざ
まな開発の局面においてガバナンスの確hi／1など多様な
i体の参加が求められ、都市貧困層を対象こした開発
政策も、従来の限られた財源をもとにした政府主導の
トップダウン型からコミュニティの自立的な開発を支
援する参加型の事業方式へ、施策の展開もみられるよ
うになってきた、
　本研究で対象としたタイでも開発が進む他の諸国と
同様の経過を辿っている。1990年代、従来の都市貧困
政策を見直す中で、イネーブリング・エンパワーメン
ト施策が第7次国家経済社会開発計画（92－96年）の
もとに打ち出された。これに伴い92年にUCDO（Urban
Community　Development　Office）がNHA（National
Housing　Authorit］y’）の管理下で設置され、都市貧困層コ
ミュニティ内で組織化された貯蓄グループを対象にマ
イクロクレジット融資事業（低利融資事業）が開始さ
れた。その後2000年、UCDOはCODI（Commumity
Organizations　Development　l　nstitute）へと発展1］勺に改組さ
れ、貯蓄グループを対象に住宅、上地開発や生活自立
支援などに向けた資金の貸付を拡大し、これらグルー
フ間のネットワークの組織化支援を行っている。第9
次国家経済社会開発計［llif（2002D6）では、新たに「足
るを知る経済」、「人間・社会・経済・環境資源のバラ
ンスの取れた開発」が提唱され、特に「持続可能な都
市・農村開発戦略の改拘の推進に際して、参加に重
点を置き、地域のコミュニティの可能性を重視して、
安定した持続的な社会を築いていこうというリバブル
シティ／コミュニティ　（Livable　Cities／Communities）
戦略が打ち出されている。そして、2003年には
X
CODI（Community　O㎎anizations　Development　InstitUte）の
支援を受け、タイ全国の都市貧困層コミュニティ2千
地区の住環境改善を行うことを目的に、Baan　Mankong
Program（以ド、　BMP）が開始されたrJこの大規模な
参加型の開発事業ではオンサイトからリロケーション
までこれまでに蓄積された開発方式の中から個別に選
択することになっているが、これらに新たな開発方式
として、タイ全国のBMP実施地区のうち約4割の地
区で小規模な住民組織を紅織化して再開発や修復型の
事業を遂行していく方式が加わっている．
　こうしたコミュニティを対象にした再開発、修復型
開発のいずれにおいても、従来はコミュニティ全体を
ひとまとまりとした開発がなされることが多いcこの
場合、全体の合意をどのように形成するかが課題であ
り、ともすれば行政機関やリーダーシソプによるトッ
プダウンが先行しがちである。また、これまでの都市
部にみられる開発では、事業に同意しない住民や参加
しない住民は住んでいた地域から強制撤去されている
現状がある。
　これに対し、住民の小規模な組織化によりアブm一
チするボトムアップ型の開発方式は、計画・立案段階
から事業後の維持管理段階までの一連のプUセスにお
いて住民の発意や意思を組み込んでおり、住民の有効
なエンパワーメント手段となりうる。本研究の対象事
例の一つであるソンクラー県・ガオセン地区では、路
地などの公共スペースのデザインを小規模住民組織で
計画実施しているが、住宅改善に参加しない住民も当
該の開発区域に居住しており、結果として地域全体の
底上げに繋がる可能性がある。今日、コミュニティ開
発はソフトからハードまでさまざまな広がりを持つに
至っているが、こうしたボトムアップ型の、しかもプ
ロセスでの変更を組み込むことが可能な開発方式は、
マイクロクレジットから共同建替え、そしてオープン
スペースや路地などの公共的な居住空間のデザインま
で包含しており、持続的なまちづくりという観点から
も注目すべきものと考える。
　そこで本研究では、2003年にCODIによりBMPの
IOバイロットプロジェクトに選定された地域のうち、
それぞれで異なる開発の特徴が見られたバンコク都・
ボンガイ地区とガオセン地区を対象とし、小規模住民
組織を単位とした住環境整備における計画及び事業の
柑生を明らかにし、都rlf貧困層にとって計画実施の実
現性を高める開発手法であることを提示する。
1．2研究の方法
　llな研究の調査方法｛ま、文献調査（第1章から第3
句、聞き取り調査（第3章から第5章）、質問紙調査
（第4章、第5章）、参り観察（第2章から第5章）が
1であり、質問紙調査で得られたデータについては、
Statistic　Progrdln　ibr　Social　Science（SPSS）を使用して統
計分析を行った。
　ボンガイ地区でBMPの対象になっている202　iUr帯
の［Iiで、すでに第1フェーズのBMPに参加している
73世帯を対象に、聞き取り調査や参与観察により定1生
データ収集及び、質問紙調査（61項ll）を2004年6
月、9月、2005年3月、5月から7月ヒ旬、8月、2006
年9JJ、2007年6J］、2008年3月に実施した。サンプ
リング方法は、聞き取り調査で得られた世帯構成から、
成人を対象とすることで一’世帯あたり’Ftl均3票とした。
　　一方、ガオセン地区では、BMPの住宅改善へ参加し
た127世帯（以ド、参加住民）とインフラ整備には参
加したが住宅改善には参加していない住民（以下、不
参加住民）を対象に、関係住民や協同組合り一ダー、
ブロックリーダー、小規模住民組織リーダー、ソンク
ラー市役所、CODI職員（ガオセン地区担当者）への
聞き取り調査と参与観察及び、面接方式による質問紙
調査（114項［Dを現地住民6名の協力のもと2007年
6月、10月、2008年9月に実施した、
1．3既往研究の整理と本研究の位置づけ
　相隣関係に基礎づけられた小規模住民組織を対象と
した開発整備に関する既往研究は、延藤安弘ら（1979）
のまちづくりの理論・手法としてミニ開発を対象とし
た計画的小集Lこfl開発に関するもの、恩田守雄（2001）
や坪井ひろみ（2003）グラミン銀行にみられる小グル
ープでのマイクロクレジットを対象にしたもの、など
があるが、小規模住民組織’（小グループ）からコミュ
ニティ全体へといった開発プロセスを含む住環境整備
を対象とする研究は、路地単位の住民糸f織を形成し下
水・衛ノじ施設の整備を行い、その活動が地域全体に広
がっていったパキスタンのオランギー・パイロット・
プロジェクトを対象としたもの（穂坂光彦、200Dを
Xl
除くと見当たらない。
2．タイの都市貧困政策の歴史的背景
　タイの都市貧困層コミュニティにおける都市貧困政
策の変遷は、開発途EIttjの典型的なケースといえる。
1990年代には、インフラや住宅などのハード整備を行
ってきたNHAに加え、都市コミュニティ開発事務局
（UCDO）による貯蓄グノレープを対象とした小規模融
資事業が開始された。その後2000年、UCDOは農村
コミュニティの開発基金と併合しCODIへと発展的に
改組され、個々の貯蓄グループ形成やコミュニティ支
援から、ネットワークへの支援に活動を拡大しており、
住宅建設や住環境整備、生活自立支援などに向けた資
金の貸イ寸を行い、各種の情報の提供、訓練プログラム
への参加の促進を支援している。近年、タイの国家経
済社会開発庁（NESDB）の第9次国家経済社会開発計
画（2002－06）では、従来の経済中心の開発からコミ
ュニティを基盤にした社会開発への展開が見られる。
これを受けてCODIでは、政府と協調しつつ2003年か
ら5年間の期間に、全国の2百の都市における都市貧
困層30万世帯、2千のコミュニティを文橡に、現存す
る土地所有問題を解決し、住宅、基盤施設の整備、福
祉・経済状況等の改善等を目的とした「BMP（バーン・
マンコン・プログラム）」事業を打ち出している。
3．CODIにおける住民を主体とする住環境整備計画及
び事業
　BMPは、経済開発のみならず社会開発にわたる包括
的な都市貧困問題を解消していくために、住民プロセ
スを重視し、コミュニティを強化することも一一一つの狙
いである。最終的には、開発プロセスにおいて、住民
を中心として様々な関係者との間でパートナーシップ
を構築して問題解決を図り、持続可能な新しい都市開
発のモデルをつくることを目的としている。また、
BMPにおいて注目すべき点は、いくつかのコミュニテ
ィで小規模住民組織を組織化して事業を実施している
という点である。具体的なBMPの事業形態について、
CODIは主に次の5つあげている。①文豫地区でハ・一一一一
ド面の環境を段階的に改善していく改・善型開発と再開
発　（upgrading）、②既存の社会構造を残しつつ、複雑
に入り組んだ地区の区画を整え、道路、上下水道、電
気等のインフラを整備する川1区1耐釧初∫エk（改停朝
（r（｝bl㏄king）、③ll地所イゴ者に所有地の・部のlliイ1利
川を認め、それ以外の部分をスラム住民のために開発
する」：地分イr方式　（1and　sharing）、④自然発生的に形
成された住宅群を撤去し、オンサイトによって新たな
住宅地を形成する再建築　（内：開発）（re－construction）、
＠汎替地へ移転させ、そこに新たな居住地を形成する
移転方式　（re－1㏄ation）などである，、
4．小規模住民組織を単位とした住環境整備の計画と実
践一ボンガイ地区の事例より一
　住環境整備’1礫において、内部で小規模な住民グル
ープを組織して実施していくボンガイ地区の事例から
次のkうな点が指摘できる，第・に、小規模住民組織
メンバー間における相隣関係の構築によって、開発情
報などが身近に」鮪’され、これによって、コミュニテ
ィの環境整備がより実効性を増す結果につながってい
る．第：に、BMPはタイの都市貧困層30万世帯を対
象に5年間の期限を限った大規模なプロジェクトであ
るが、この事※を円滑に推進するために、経験と実績
のある小グルーフを対象にした都市貧困者の生活向ヒ
のためのマイクロクレジットの方法を重ね合わせてい
る、第＝1に、小規模住民組織を通したコミュニティ活
動への参加機会によって、住民がエンパワーメントさ
れ、コミュニティ全体としても改善活動の展開が可能
になった。第四に、開発プロセスにおいて小規模住民
組織がi：体的な衡割を担うことで、計画の確実な実践
と連続的な活動を実施していくことが可能である、
5．重層的な開発アクター設定による住環境整備計画及
び事業一ガオセン地区の事例より一
　ガオセン地区における事業実施までの開発プロセス
は、①協同組合による日1民の特定→②財務省（地主）、
ソンクラー県庁・市役所、CODIによるBMP実施の承
認→③ブロックグループリーダーを中心とした小規
模な区分一◎ブロック内の貯蓄グループ住民や相隣関
係の小規模住民組織として組織化→⑤小規模住L忌組
織を単位としたワークショップ形式により戸べつの住
宅建設・改善計画の立案→⑥各ブロックの住民会議に
おいて計画方針が決定一⑰コミュニティ全体の住民会
議で計画決定→⑧住宅建設及びインフラ整備の実施、
となるftガオセン地区の事例から、小規模住民紅織を
i酢ヒとした住環境整備における計画及び事業について
ド記の四点が明らかになった。
　第一に、小規模住民組織が開発の単位となるに際し
て、そこには次のような様々な要因が関係している、
①CODIの支援するセービング活動に参加している住
民であること。このセービング活動の目的は多様であ
るが、この場合は住宅改善・インフラ整備に参加する
目的でセービング活動を行っている住民が対象となる．
②日常的な相隣関係が成立している集団であるc．当地
区は、移住等の歴史的な過程や宗教的（ムスリム：仏
教＝6：4）にもまとまっていることが多い。③計画の
単位として、あるいは実施の容易さから意見のまとま
りやすい小規模住民組織が求められたこと。
　第二に、改・漸1⑰開発は既存のストソクや住民の意
向が反映されることから、①大規模な集落をブロック
（街区）に分割してそれぞれに住環境整備の方針を設
定し、さらにそのブロック内に小規模な住民組織を形
成していること、②小規模住民組織はセービング活動
の基本単位であるが、この場合は改善型であるので、
基本的に一体としての強制力はないこと、などが特色
となっている。
　第三に、小規模住民組織がコミュニティ開発の単位
として機能することで、コミュニティ全体の合意を取
り付けなくとも、事業の実施が容易になり、街路など
の共的空間の整備においては住民にとっても小規模単
位でまとまることで住民の意向を反映させやすくなる。
一方で、この場合、個別の意見の反映はコミュニティ
としての全体的なまとまりを損なうことになる可能性
もある。
　第四に、この開発方式は住宅改善へ参加しない住民
も開発区域の中に包含する方式であり、そのプロセス
により地域全体の底上げに繋がる可能性がある。
6．結論：小規模住民組織を単位としたコミュニティ開発
の有効性
6－1住環境整備における小規模住民組織の特性
　本研究の事例からみた住環境整備における小規模住
民紅臓の特性を表1に示す。
　2つの対象地域からみる小規模住民組織の共通の特
性は、①相隣関係をもとに組織化されていること、②
Xl1
マイクロクレジットを基調とした事業参加であること、
③・h業参加の満旭隻が高い、◎1－｝業以前よりも事業実
施後のノ∫が住環境に対する満足度が高くなっている、
⑤小規模住民糸1織を1□した匡｝操実施の満足度カミ高い、
⑥’1］1業実施以前はインフラ整備などのハード面の環境
整備問題について指摘する住民が多かったが、事業実
方｛亘後は1イ禾薬問是璽、瑳tj寛川提自などの村．：会問是亘／＼の‡旨｝商が
多くなっており、住環境問題へ対する，意識が高くなっ
ている、⑦小規模住民細哉をコミュニティの中で組織
化するといった重層的な開発アクターの設定がみられ
ること、などであるf、
　　・」∫、相違点については、基本的に開発形態による
ところが大きいが次の通りである．
　第・に、小規模住民糸1織の形成について、ボンガイ
地区は路地ilWI・1こ形成されているが、ガオセン地区は
既存のブロックごとに形成されたため小規模住民組織
の糸1職化が複雑になっている．
　第：に、小規模住民細織による事業計1由iとこれを単
位とした開発プロセスについて、ボンガイ地区では火
災からの復興というとP情や経済的制約から画一的な住
↑頼己置が選択され、準備できた住民から．事業をフェー
ズに分けて部分的に開発が進められた。一方、ガオセ
ン地区では、改善型の場合に見られるケースであるが、
肇｝業実施以前にすでに個人でリフォームしていた世帯
もあり、こうしたBMPのセービングによる住宅改善
に参加しない住民も小規模住民組織のメンバーに組み
込むことで、インフラ整備に関しての共同作業をn∫能
にするとともに、住戸建設でも、各世帯が経済事情に
合わせ個別にマイクロクレジソトによるローンを組み
込むことで対応している。プロソクごとでも、インフ
ラ整備に関してそれぞれ違う糊敦が指摘できる。
　第三に、事業への住民の参加形態について、ボンガ
イ地区では事業に参加しない住民や合意しない住民は、
他の地域に移転するといった排他されるという課題が
あったが、参加した住民は組織的にまとまっており、
事業後も小規模住民組織が機能している，ボンガイ地
区ではすべての小規模住民糸［織で住宅建設やインフラ
整備に参加しているが一方、ガオセン地区は、①イン
フラ整備／住宅改善、②インフラ整備のみ、③全く参
加していない、の三つの類型に住民を分けることがで
きる，このことは、小規模住民組織導入の動機の一つ
として挙げられるマイクロクレジットへの参加が、修
復型の開発ではメンバー個々の事情による開発の選択
に委ねられることを示している、
　第四に、事業後における小規模住民組織の活動展開
であるが、ボンガイ地区では、①一日5バーツのセー
表1事例からみた住環境整備における小規模住民組織の特性
No．　　　　　　　　　項目　　　　　　　　　　　　　　ポンガイ（BMP第1フェーズ）　　　　　　　　　　　ガオセン
【共通の特性】
○相隣関係をもとに組織化されていること
}イクロクレジットを基調とした事業参加であること
幕ﾆ参加の満足度が高い
幕ﾆ前後で住環境に対する満足度が高くなっている
ｬ規模住民組織を通した事業の満足度が高い
①②③④．⑤⑥ ○○○○○○
○○○○○
住環境に対する問題意識が高くなっている
【相違点がみられる特性】
⑦ 路地ごと 戸ごと
②
小規模住民組織の形成
X区単位 路地ごとに一つのまとまりとして対応
既存のブロックの戸ごとに対応一小規模住民
g織の組織化が複雑になっている
③ 小規模住民組織による事業計画
①インフラ整備（下水道、路地）
A住戸計画
①地区図作成
Aインフラ整備（路地、花壇計画）
B住戸計画
⑥ 小規模住民組織を単位とした關発プロセス 準備できた住民からフェーズに分けて部分的ﾉ開発が進められた
⑤事業以前に個人でリフォームしていた世帯
?ｬ規模住民組織のメンバーにすることでイン
tラ整備に関して共同作業が可能となった
A住戸建設各世帯が経済事情に合わせた住
蘒fザインの計画がされた
インフラ整備・住宅改善のどちらにも参加して
｢る
①インフラ整備／住宅改善
Aインフラ整備のみ．③全く参加していない
⑤　⑥　⑦
事業への住民の参加形態
Z宅ローン返済の運営システム
幕ﾆ後の活動展開
世帯→協同組合　　　小規模住民組織一協同組合
Zービング活動、住宅ローン返済における徴　　　　　＼収・グルーフ内での信用貸し、路地の安全管
揩ﾈどを行っている
芟ﾋ端会議、定例会議による
i住民一小規模住民組織一小規模住民組織
梶[ダー一協同組合ノコミュニティリーダー）
戸べつ対応なので組織的な対応が難しく、
Q008年9月現在、活動はない
⑧ 事業計画の決定までの合意形成
コミュニティの定例会議による
i住民一小規模住民組織→ブロックグルーブ
梶[ダー一協同組合）
⑨ 柔軟な開発プロセス
装飾など独自のデザインをしている世帯もある
ｪ、復興計画として画一的な計画がされた
i再開発、re－developmen之）
メンバー個々の事惰による開発の選択に委ね
轤黷ﾄおり、戸ごとの計画がされた
i改善型開発、re－blocklng）
xiii
ビング活動が住宅ローン返済と並行して開始、②路地
の安全について2つのグノレープでそれぞれ街灯を設置、
③住宅ローンの返済に際して、それぞれの小規模住民
組織内に集金係りを設けて、グノレープごとに協同組合
へ返済、など新たな活動の展開が見られた。一方、ガ
オセン地区では、個別の返済システムを切り替えて小
規模住民組織に組み込もうとする動きはみられるが、
2008年9月現在、小規模住民組織の活動はない。
　第五に、合意形成について、ボンガイ地区は小規模
住民組織リーダーを中心に井戸端会議で情報を共有し
た。決定事項や議題に不満を持っている住民に対して
は、まず小規模住民組織リーダーが対応するが、ここ
でも話しがまとまらない場合は、協同組合リーダーや
コミュニティリーダーが対応し全体の合意をしている。
ガオセン地区は、コミュニティの定例会議で合意形成
をしているが、まず小規模住民組織リーダーやメンバ
ーで話し合いや情報を共有している点は共通である。
　第六に、開発方式の相異であるが、ボンガイ地区は
再開発であり、ガオセン地区は改善型開発であった。
どちらの事例もコミュニティの中で小規模住民組織を
形成し、住宅改善やインフラ整備が実施できた。再開
発は全体で行っていくため小規模住民組織のまとまり
が維持され、事業後においても新たな展開が見られた。
　一方、改善型開発は既存のコミュニティの社会構造
を基盤として開発を進めていくため個別に対応しなけ
ればならず、事業参加への形態も様々であったが、こ
うした選択を住民がそれぞれに行うためにも相隣での
フェイスツーフェイスでの話し合いが担保された小規
模住民組織が有効であった。
6．2　小i騒莫｛主民組織噸づけ
　上記に示した通り、それぞれの事例で異なる小規模
住民組織の特性が見られた（図1）。小規模住民組織は、
小さな単位で話し合いが行われ最終的に協同組合に提
案していくことで住民の意向がコミュニティの形成に
おいても反映しやすいシステムである。特にガオセン
地区のような改善型開発は、メンバー個々の事情によ
る開発の選択に委ねられるため、小規模住民組織を形
成し柔軟な開発プロセスで住環境整備を実施していく
必要があった。
　本研究では、タイのCODIが実施する住環境整備事
業を研撒像として、コミュニティの開発プロセスに
おいて小規模住民組織が主体的な役割を担うことで、
計画の確実な実践と連続的な活動を実施していくこと
が可能であることを示した。
　小規模住民組織を単位とした住環境謹備計画及び事
業の特性は、①コミュニティ全体の計画と整合性があ
ること、②相隣関係による組織化と日常において関係
性が構築されていること、③マイクロクレジットを基
調とした事業参加であること、④準備できた住民から
段階的に開発を推進するといった部分的な開発から始
められること、⑤開発プロセスにおける重層的な開発
アクターの設定につながる単位であること、⑥柔軟な
計画プロセスにより地域全体の底上げを図れる可能性
がみられることなどである。
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図1開発単位としての小規模住民組織の位置づけ
　こうした小規模住民組織を単位とした開発手法は、
住民の多様な意向を組み込みこむことで、事業への参
加形態を選択することを可能とする柔軟な開発プロセ
スであり、都市貧困層にとって住環境整備の実現性を
高める開発手法として有効な示唆を与えている。
　一方、小規模住民細織による住環境整備の課題は、
次の通りである。①インフラ整備などハード面の住環
境整備において、意見がうまくまとまらない場合もあ
る。②ワークショップ形式の定例会において、計画す
る段階で問題点を把握するために、外部からのアドバ
イザーを確保するなど支援体制の整備が必要である。
③コミュニティ全体ではなく一一一・［部の選択的な展開で開
発が終了してしまう可能性もある。
XIV
第1章　序論
1．1研究の背景と目的
1．1．1研究の背景
　近年、グローバリゼーションの進行に伴い、開発途」二国では都市開発が盛んである。こ
のことは都市空間の急速な更新をもたらし、この制御・誘導について既存の空間構造との
関係で都市計画の有効1生が問われる局面も散見される。国連人間居住計画（UN－HABITAT）
の推計によれば、2005年時点で世界の都市人口31億7千万人のうち約3割、約10億人が
スラム地域に居住しており、しかも、その数は年率2．2％の割合で増加している1・1。こうし
た都市貧困層の拡大は、都市の発展にとって大きな課題である、都市化の過程で地方分権
化や市場の拡大、民i北を背景に、さまざまな開発の局面においてガバナンスの確立など
多様なll体の参加が求められ、都市貧困層を対象にした開発政策も、従来の限られた財源
をもとにした政府主導のトップダウン型からコミュニティの自立的な開発を支援するボト
ムアッフ型の開発方式へ、施策の展開もみられるようになってきた｛㌧
　本研究で対象としたタイでも、開発が進む他の諸国と同様の経過を辿っており21、1990
年代社会経済的側面に対する支援の必要性から都市開発戦略が再検討され、イネーブリン
グ・エンパワーメント施策が第7次国家経済社会開発計画（1992－1996年）のもとに打ち
出された。これに伴い1992年に都市コミュニティ開発事務所（Urban　Community
Development　Offrice　l　UCDO）が国家住宅公社（National　Housing　Authority：NHA）の管理下
で設置され、都市貧困層コミュニティ内で組織化された貯蓄グルーアを対象にマイクロク
レジット（小規模無担保融資）が開始された。その後2000年、UCDOはコミュニティ組
織開発機構（Community　Organizations　Development　lnstitute：CODI）へと発展的に改組され、
貯蓄グループを対象に住宅、1：地開発や生活自立支援などに向けた資金の貸付を拡大し、
これらグループや地域間のネットワークの組織化支援を行っている。第9次国家経済社会
開発計画（2002－2006）では、新たに「足るを知る経済」、一人間・社会・経済・環境資源の
バランスの取れた開発」が提唱され、特に「持続可能な都市・農村開発戦略の改革」の推
進に際して、参加に重点を置き、地域のコミュニティの可能性を重視して、安定した持続
的な社会を築いていこうというリバブルシティ／コミュニティ（Livable　Cities／
COIIImunities）｝ll覧略が打ち出されている：”“
　2003年にはCODIの支援を受け、タイ全国の都市貧困層コミュニティ2，000地区の住環
境整備をイJうことを目的に、Baan　Mankong　Program（以下、　BMP）が開始された。この大
規模な参加型の開発事業では、オンサイトからリロケーションまでこれまでに蓄積された
1
開発方式の中から個別に選択することになっているが、これらに新たな開発方式として、
タイ全国のBMP実施地区のうち約4割の地区で小規模な住民組織を組織化して再開発や
改1王ξ型の事業を遂行していくJf式が加わっている。
　こうしたコミュニティを対象にした再開発、改善型開発のいずれにおいても、従来はコ
ミュニティ全体をひとまとまりとした開発がなされることが多い。この場合、全体の合意
をどのように形成するかが課題であり、ともすれば行政機関やリーダーシップによるトッ
プダウンが先行しがちである、また、これまでの開発、とりわけ都市部においては事業に
同意しない住民や参加しない住民は住んでいた地域から排他（強制撤去）されている現状
がある、．これに対し、住民の小規模な組織化によりアプローチするボトムアップ型の開発
方式は、計画・・1ノ：案段階から事業後の維持管理段階までの一一連のプロセスにおいて住民の
発意や意思を尊屯しi｛体性を確保しており、有効なエンパワーメント手段となりうると考
えている，
　本研究の対象地域の一つであるソンクラー県のガオセン地区では、小規模住民組織を通
して路地などの公共スヘースの環境デザインを計画実施することで、住環境整備事業
（BMP）の住宅改善に参加できない（しない）住民も開発区域に包含しており、地域全体
の底ヒげに繋がる可能性がある．今日、コミュニティ開発はソフトからハードまでさまざ
まな広がりを持つに至っているが、小規模住民組織を単位とした開発方式は、プロセスで
の変更を組み込むことが可能であり、マイクロクレジットから共同建替え、そしてオーブ
ンスヘースや路地などの公共的な居住空間の環境デザインまで包含している。こうしたボ
トムアップ型の開発方式は、持続的なまちづくりく2）を目指す上でも注目すべきものと考
える、
1．1．2研究の目的
　本研究では、住環境整備計画及び事業（BMP）における開発プロセスで小規模な住民組
織を組織化して事：業を実施している点に着目し、2003年のBMPIOパイロットプロジェク
トに選定された地域のうち、それぞれで異なる開発の特徴が見られたバンコク都・ボンガ
イ地区とソンクラー県・ガオセン地区を対象事例とする。
　小規模住民組織での開発方式は、単に開発規模だけの問題ではなく、対象となる開発地
区との関係で捉える必要がある。そこで本研究では、住環境整備を目的としたコミュニテ
ィ開発方式における小規模住民組織の組織化過程、役割、特性について、事業が実施され
たボンガイ地区とガオセン地区の事例を中心に計直f論的視点から考察する。そして、小規
模住民組織を単位とした住環境整備における計画及び事業の有効1生を検証し、都市貧困層
にとって住環境整備の計画実施の実現性を高める開発手法であることを提示する。
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1．2　研究の方法
ヒ記の研究目的に対する研究方法を以トに示す（3）。
（1）
（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
タイの都市貧困層政策の歴史的背景と課題を明らかにし、コミュニティ開発の可能
性と課題について考察する。（第2章）
CODIの活動経緯とBMPの特徴を整理し、事業の中で小規模住民組織を組織化す
るに至った経緯、理由を明らかにする。（第3章）
対象事例のコミュニティ形成・整備の経緯とBMPへ参加した住民の経済・社会属
性とを明らかにする、（4、5章）
対象事例における小規模住民組織の組織化の目的と方法を明らかにする。（4、5章）
小規模住民組織を単位とした住環境整備における計画立案段階から評価段階まで
の’連の開発フロセスを明らかにする，（4、5章）
ボンガイ地区とガオセン地区の比較から、小規模住民組織を単位とした住環境整備
における計画及び事業の特性及び小規模住民組織の位置づけを明らかにし、コミュ
ニティ開発における小規模住民組織の有効1生を検証する。（第5章）
12．1調査方法
　i’：な研究の調査方法は、文献調査（第1章から第3章）、聞き取り調査（第3章から第5
章）、質問紙調査（第4章、第5章）、参与観察（第3章から第5章）であり、質問紙調査
で得られたデータについては、Statistic　Program　f（）r　Social　Science（SPSS）（4）をイ吏用して統
計分析を行った。詳細は下記の通りである。
（1）文献調査
　参加型開発やまちづくりなどの住民の計画プロセスに関する既往研究は、内田雄造
（1993）『［rf］和地区のまちづくり論：環境整備計画・事業に関する研究』4）、ロバート・チ
ェンバース（2000）『参加型開発と国際協力』5）、恩田守雄（2001）『開発社会学一一理論と
実践一』6）、佐藤寛（2003）「参加型開発の再検討」η、佐々木康彦（2003）『タイ・アユタ
ヤにおけるコミュニティネットワーク活動に関する研究』8）、秦辰也（2005）『タイの都市
スラムにおける住民参加とこども参加による持続可能なまちづくりに関する研究』9）、内
田雄造編（2006）『まちづくりとコミュニティワーク』10’、遠藤環（2005）「バンコクの都
r†fコミュニティとネットワーク形成」lh、秋谷公博（2007）『コミュニティネットワークに
支援されたスラムの住環境改善事業における開発のプロセスに関する研究』12）などの研究
3
を位置づけるc、以ヒの既往文献より、参加型開発の経緯や住民の計画プロセスについて把
握、整理する，、
　コミュニティの空間計画及びコミュニティ論に関する既往研究は、R．M．　Maclver（1917）
“（’θmmunitγ一．4　Sociolひgicαl　Study；Being　an　Attempt／o　Set　Out　the　Nature　and　Fundamental
Laws（～f’Social　Lijfa”13）、・K城哲（1979）『水の思想』14ノ、倉［ll和四生（1985）『都市コミュ
ニティ論』15i、日笠端（1997）『コミュニティの空間計画』16，、小林重敬（2008）『都市計
画はどう変わるか一マーケットとコミュニティの葛藤を超えて一』17コ、高橋一男（2008）
「コミュニティ開発とエンパワーメントー社会運動としてのコミュニティネソトワークの
視座から一一」｜8）、などの研究を位置づける。また、スラムの既往研究は、Sopon　Pornchokcha
（1992）－BANGKθK　SL　uM，s”，i9）、　Yap　Kioe　Sheng　（1992）”Low－income　Housing　in　Bangkok－A
wv花w　qf　so’ne　Ho　us　ing．9ut）－inarkets”20’UN－HABlTAT　編　（2003）‘’THE　CHALLE～VGE　OF
SLUM9＾2D、　Mike．　Davis（2006），’”P／anet　qf’Slums　”　22、などの研究を位置づける。以上の既
往文献を参考に、本研究におけるコミュニティの位置づけと街区単位におけるコミュニテ
ィ開発の特徴を把握する。
　開発途h国における都市問題については、徳永達己（2006）『開発途上国における都市問
題の構造と都市計画制度に関する技術協力の研究』23から把握する。主なタイ研究の既往
研究として、　’連の末廣昭研究（5’や田坂敏雄研究f6）、などを位置づけ、これまでのバン
コクの経済成長とその歴史、タイにおける開発の特徴について把握する．バンコクの住民
組織に関する既往研究では、松薗祐子（1999）「バンコクの都市住民組織一ブmジェクト協
力型から自助的開発型組織へ一」241，、を参考に都市貧困政策に伴う住民組織の変化やその
特徴を把握する、
　住環境整備に関する既往研究は、薬袋奈美子（1999）25〕のフィリピンの住環境整備にお
けるNGOを事例に、支援セクターの制度的位置づけを考察し、今後の住民主体の住環境
整備のあり方について考察したもの、佐藤圭二（2005）⊇6’の住環境整備の理論と実践的な
計画論にっいてH本の事例から考察したもの、小野寺一成（2007）21’の都市計画の公的整
備課題である木造密集市街地の整備や既存の公営住宅の問題提起を行い、住民参加による
計画づくりや事業iの推進に関するプロセスを解明し、住民参加が計画及び事業やコミュニ
ティに与えた影響について分析したもの、などを既往研究として位置づける、これらの文
献より、本研究における住環境整備の定義を行い、その概念も参考にしている。
　相隣関係やマイクロクレジットを基調とした小規模な住民組織（小グループ）及び、街
区における環境整備方式やミニ区画整理等の小規模開発に関する既往研究は、Clarence．
Arthur，　Perry（1929）’‘τ77e　Ne敏ゐoノ’hoθcf　（・7nit　”28’／日本開発構想研究所編（1970）「ミニ区画
整理r法」29）、M一都圏総合計画研究所編（1977）「街区環境整備方式」「’o）、延藤安弘他（1979）
『計ll｛li的小集［川｝‖発』lb、内田雄造、布野修司らの（1984）「インドネシアのスラムの居住
政策と日本の経験との比較研究一第二世界の居住環境とその整備手法に関する研究一」32）
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33／ A穂坂光彦i（2001）「南アジア都市環境整備の都市計画論1’1〈〕考察］34］、Soomsook、
Boonyabancha　（2001）　‘‘Savings　and　Loans；drawing　le，s’，＄’onsノγo〃2　some　experience，s’in　Asia　”　35・、
などを既往研究として位置づける。これら既往文献をもとに、街区や路地ごとに小グルー
プを形成し住環境整備していったものや、相隣関係、地縁関係を重視したコミュニティ環
境との調和を図る［M勺で提起された区画整備方式の特徴を把握する。
　また、コミュニティの社会構造の分析、定性データの収集方法に関して、Oscar，　Lewis
（1959）’‘Five　A”amilies，’　Mexican　Case　，gtudies　in　the　Cbllture　qf　P・…ヅ36］、　William，　F・・te，
Whyte（1993）‘‘Street　C’orner　Society，　Fourth　Edition　”37）、を既往研究として位置づけるL　lr一
記の既往研究の方法論をもとに、長期的な参与観察、聞き取り調査（住民リーダー、協同
組合メンバー、小規模住民組織リーダー、関係住民等）及びタイ語による質問紙調査（面
接式、各世帯）を実施し、コミュニティの社会構造を把握するため、基盤整備に関する悉
皆調査、居住環境に対する満足度、人間関係、歴史的背景などコミュニティの実態、及び
’ii：業参加住民の出身地、宗教、相隣関係、収入・支出、職種等から地域特性を明らかにす
る．　，B：業と小規模住民組織に対する評価については、各小規模住民組織リーダーに対する
聞き取り調査からその組織化の類型化を行い、組織化と満足度の関係を明らかにしその結
果から分析を行う、
　現地における文献と資料は、チュプロンコーン大学、アジア工科大学院（AIT）、タマサ
…ト大学などの大学と、内務省、NHA、　CODI、　NESDB、国家統計局（NSO）、バンコク都
庁（BMA）、クロントイ区役所、ソンクラー市役所、などの政府機関・地方行政と、ドゥ
アン・プラティープ財団（DPF）、シーカー・アジア財団（SVA）、　Grass－roots　Development
Institute（GDI）、アジア居住ネットワーク（ACHR）、人間居住財団（HSF）などのNGOと、
コミュニティ形成・整備の経緯及び、BMPに関する資料をそれぞれ対象事例の協同組合、
コミュニティ委員会、コミュニティリーダーから収集した。
（2）現地調査（7）
　i・1な対象者として、政府・行政関係はCODI、王室財産管理局、NHA、バンコク都庁（BMA）、
クロントゥーイ区役所、ソンクラー市役所、などの職員、NGO関係はDPF、　SVA、　HDF、
GDIなどの職員、大学関係はチュプロンコーン大学、　Asian　Institute　of　Technology（AIT）、
などの研究者、対象地域では、コミュニティの関係住民（協同組合、コミュニティ委員会、
貯蓄組合、小規模住民組織などσ）リーダー、事業への参加住民、不参加住民）へ聞き取り
調査を実施している。
　ボンガイ地区でBMPの対象になっている202世帯の中で、すでに第1フェーズのBMP
に参加している73iil：帯を対象に、聞き取り調査や参与観察・8、により定性データ収集及び、
質問紙調査（61項日）を2004年6月、9」］、2005年3月、5月から7月一L旬、8月、2006
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年9JJ、2007年6月、2008年3月に実施した。サンプリング方法は、聞き取り調査で得ら
れた世帯構成から、成人を対象とすることで一世帯あたり’P均3票とした。
　また、同様の開発が行われているソンクラー県ガオセン地区では、BMPへ参加した127
世帯と不参川世1淳の住民を対象に、関係住民や協同組合リーダー、ゾーンリーダー、小規
模住民組織リーダー、ソンクラrf∫役所、　CODI職貝（本部ガオセン地区担当者）への聞
き取り調査と参与観察による定性調査及び、現地住民6名の協力のもと面接方式による質
問紙調査（114項lDを2007年6月、10月、2008年9月に実施した。
　また、質問紙調査θ）データについては、SPSSによるクロス集計や単純集計による統計分
析を行ったtt質問票の詳細やその内容は、巻末に添付した付録資料を参照にされたい，表
1－1には調査対象地区と質問紙調査の概要を示す、
表1－1　調査対象地区と質問紙調査の概要
地区名 ボンガイ（BMP第1フェーズ）地区 ガオセン地区
土地所有者 王室財産管理局 財務省
面積 OBha 41ha
総世帯数 596世帯 480世帯
人口 約4，500人 2，365人
開発方式 オンサイト再居住計画（re－constructi。n） オンサイ再区画整備（re－blocking）
BMP参加世帯数 73世帯 127世帯
調査方法 留置 面接式／留置
調査期間 2005年6月25日一7月3日 2007年10月19日一23日、2008年9月
調査対象者 219人（73世帯×3） 127世帯（比較するため不参加住民も）
回収数（率） 111人（50フ％） 124人（参加住民）、95人（不参加住民）
設問数 61問 114問
1．2．2　調査対象地区の選定（9）
　本研究で対象国としたタイは、アジアの中でも1980年代以降、経済発展や民主化への取
り組みが著しく、現在の経済水準からもはや開発途一ヒ国とはいえない状況にあるdo］が、
1970年代以降、急速な工業化に伴い都市部においての所得格差や都市貧困層コミュニティ
（スラム）問題が生じ、その解決のためにNHAが都市貧困層コミュニティに対し、住宅
供給政策、サイト・アンド・サービス、ランドシェアリング、などの取り組みが行われてき
た経緯がある。そして1990年代以降になると、コミュニティレベルで住民参加による住環
境改SCIへの取り組みがE｝1・くから行われてきた、こうしたタイにおける都市貧困政策、コミ
ュニティレベルでの住民参加による住環境改善活動について、秦辰也（2004）「’8）は日本な
どの先進諸国に比較して他の周辺諸国をはじめ、世界の様々な国や地域でも参考になると
言及している、，
　本研究の調査対象地区は、CODI支援の2003年BMPのIOバイロットプロジェクトのな
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かで、それぞれ特徴がみられた小規模住民組織を単位とした住環境整備における計画及び
11ぱを実施したバンコクのボンガイ地区とソンクラー県のガオセン地区を対象とする。そ
れぞれの事例において、特徴があり、まず、ボンガイ地区の事例では、路地ごとに小規模
住民組織を形成して、フェーズに分けて段階的な自1開づε（re－construction）を実施している。
また、ガオセン地区では、街区（ブロック）ごとに小規模住民組織を形成して、BMPに参
加しない住民も開発区域に包含した改善型開発（re－blocking）を実施している。
1．3　用語の定義
　川語の定義は、本研究で取り扱う用語について定義を示すことにしたい．ここで示す用
語については、本研究のキーワードともなるわけだが、とりわけ、それぞれの用語と小規
模住民組織をどのように捉えて本研究を進めるのかを示す、
（1）「スラム」、「スクォッター」と「都市貧困層コミュニティ」
　スラムは物的環境の劣悪な、主として低所得者層からなる居住地の総称で、その意味で
はスクォッター（無権利居住者）地区もスラムの一一種である39）．スラムとスクォソターの
区別は難しく、国や地域でもその定義は異なる。しかし、スラムとスクォソターを区別し
て扱うことも多く、上地保有条件の「無権利性」を最大の特質とするスクォソターに対し、
法的にft地の所有や借地・借家を認められているかあるいは地主と一定の合意の下に成立
しているが、生活環境上の困難のある居住地をスラムという。また、スクォッターは郊外
に廃材等を使ってセルフヘルプで家を建て、スラム住民は都心の老朽化した高密な共同賃
貸住宅に住む、とされることもある．しかし、地主が賃家をしたり、スラム住民の借地契
約がJ］毎の口約束というような不安定なものであったりする例も多く両者の厳密な区別は
し1ずしば難iしい。
　対象としたタイにおいてもNHAやBMAなどの行政機関の間で「スラムニの定義は異な
っている。また、地方政府によっても様々で、スラムやスクォッターと定義すること事態
が不適切との観点から、総称「都市コミュニティ」として定義している都市も多い（チェ
ンマイ市など）40・T。一・方、ソーボン（Sopon、1992）4hよると、タイはスラムをコミュニ
ティ（チュムチョン）として捉えており、　一般的に基準以下の住居で形成された密集して
いる居住環境であると定義している、、
　以上の点を踏まえ、本研：究ではスラムとスクォッターを含めて「都市貧困層コミュニテ
ィ」とし、CODIのBMPにより住宅改善やインフラ整備など住環境整備がされた地区を対
象としている、、タイにおけるコミュニティ　（チュムチョン）の定義は、行政機関によって
【イ
異なるが、本研究で対象とした都市貧困層コミュニティは、バンコク都庁（BMA）の定義
だと、「人川密集コミュニティ」c］I」を指している。コミュニティの概念については、伝統
的な地縁関係や相Ll：扶助のある共同生活圏としての地域社会集団であり、かつ基礎的社会
集団とする。小規模住民組織はコミュニティの中で最小の社会集団（開発アクター）の単
位となっている。
（2）　「イ主環境整備」
　住環境整備は、住まいとその周辺環境を整備するハードな事業、基盤整備などの公的事
業と住民による住宅建替えの連携事業であり、社会的基礎集団としてのコミュニティが継
続的な課題として「まちづくり1に組み込まれる場合において、実施される「住環境整備」
事業は公的資金が投人されることにより、期限を切った取り組みとなる4z。佐藤圭二
（2005）によると、住環境整備を公的政策として取りヒげる場合、スラムの改善と都市全
体の環境改善との関係で、①それが公共性を持つこと、②辻会性をもち、公共資金の投入
が合理性をもつこと、③・一定の地域的なまとまりを持つこと、などが条件となる431．また、
住環境の定義には住宅を含む空間でなければならない44，。
　発展途ヒ国における住環境整備の展開についてみると、住宅の供給が不足していること
に加え下水整備、道路といったインフラ整備についても遅れている。本来、住宅は住環境
として、周辺環境との関係で成立するものであり、特に都市貧困層コミュニティの住環境
整備においては、住宅の建設と周辺環境の整備を一体として捉える必要がある45）。また、
都市貧困層コミュニティは、住環境はフィジカルな面からの問題のみだけでは解決するこ
とができず、社会的問題や経済的な問題についても総合的に解決することが必要となって
いる46）。
　本研究で対象とした住環境整備は、受益者自身が自前での住宅改善のためにマイクロク
レジット導入と関連したインフラ整備を含む住宅改善を実施する事業である、tこの意味で
も事業実施にあたり、コミュニティ内で小規模住民組織を導入している。この事業は、住
民の主体性を重視したソフト面の開発も包含していくもので、一般的な公的資金の投入と
はならないが、一部のBMP実施地区でモデル開発として、インフラ整備などにNHAを通
じて資金が投入されている。
（3）「参加型開発」
　参加型開発は、発展途L国のコミュニティ開発、開発援助、日本のまちづくり、などの
分野において「参加」という概念が重要な役割を果たしており、地域住民が居住環境改善
事業やその活動などへ参加し、プロジェクトの実効性や持続性を高めていく開発のあり方
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である，、近年では、開発プロジェクト全般において、最も注日されている「開発手法」の
・っであり、場合によっては「開発日的」として位置づけられることもあり、「社会開発」
と同義なものとして認識している論者もある46）f，
　国際協力川語集【第3版】47）によると、住民参加とは、①情報開示による援助関係者と
住民との情報共有、②計画に対する住民の意見表明と修［E、③意思決定への住民の参加、
④労力提供など、‘li：業実施段階での住民参加などの開発行為における参加のみならず、広
義には市場や政治の参加も含まれるとしており、触媒としてコミュニティの住民組織の果
たす役割が大きいことを示しているr．大内穂（2003）は、こうした住民組織あるいはコミ
コ．ニティによる参加が継続性をもつものになるためには、次の三つの条件が必要であるこ
とを指摘している。それは、①組織、②規範、③資源、である。「組織」は、メンバーが作
るものであるが、ある場所に集まり、そこでコミュニティの当面する問題、将来に関する
問題、周辺地域および国、地球全体に関わる問題を話し合いながら、おklいを知り、技術
の情報交換など相互学習をする場にする．一規範」は、コミュニティ運営のルールのことで
あるが、次のような規範がある、〔Dコミュニティとしての物事の決定には、原則として全
メンバー一一の参加による合意形成を図ることで、他人事ではない自分の問題としてのオーナ
ーシッフを生む規範（参加型意思決定）、②長期的な視点に立ってコミュニティ全体の利益
のため、メンバーの中の弱者に手を貸し、優先的に機会を与えて引き一Eげてやるような規
範（公’ド性0）確保）、③日常生活の場における協力と相互扶助が結びつくことのよって、コ
ミュニティの住民間の結束と信頼を築く規範（協力と相互扶助）、である。「資源一は、参
加型開発を持続的に推進させる人的および物的資源を指すが、プロジェクトの実施にあた
り、政府および外部ドナーによる資金あるいは技術の援助はそれとして受けても、自分ら
で開発に携わる人材を育成するとともに、資金面でも少しずつ貯蓄して共通基金を増大し
ていく試みが必要になる4ぶ本研究においても、上記の視点を踏襲し参加型開発を捉える。
（4）「住民組織」
　住民組織は国際協力の文脈において、ODA、　NGOを問わず地域の外からやってくるさ
まざまなアウトサイダーと対比させ、「地域の住民自身によって構成かつ運営される組織」
の意味で用いられる49h。
　タイのスラムにおいては、地域生活の向上を目的に設立する住民組織として、大きく分
けると住民CItが自発的または自然発生的に組織化した自治組織的な住民組織（貯蓄組合
など）と、行政指導によって受け［IIL的な形で作られた住民組織（コミュニティ委員会など）
がある50／、また、第2章で詳しく述べるが、2年に度の住民の直接投票による選挙によ
って選ばれるコミュニティ委員会（カナ・カマーン・チュムチョン）の設立は、行政から
法的に正式なコミュニティとして認められるための必要条件となっており、コミュニティ
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が公的支援を受ける意味でも住民組織は、都市貧困層コミュニティにとって必要不可欠と
なっている。
　住民組織が地域にもともと存在したものか、開発援助プロジェクトを契機にアウトサイ
ダーの働きかけによって設立されたものかの違いも重要であるが51）、本研究では、1980
年代後半にコミュニティで自発的に組織化されたもので、現在、政府プロジェクトにおけ
る正式なコミュニティの窓口として交渉力もある住民組織（協同組合）であり、図1－1の
コミュニティを指している。タイの都市貧困層コミュニティにおける住環境整備の開発ア
クターについて整理すると（図1－1）、個別に対応する「住戸」、いえづくりから街区単位
まで計画立案していく「小規模住民組織」、条例で定められたコミュニティ委員会⇔など
を設置している「コミュニティ」、コミュニティとコミュニティのネットワーク形成による
「コミュニティネットワーク」である。
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図1－1　タイのコミュニティ開発における開発アクター
（5）「小規模住民組織（The　Small　Neighborhood　Groups）」
　恩田守雄（2001）は、参加型開発における小集団（小グループ）について、重要な活動
単位であることを示している。活き活きとした小集団に共通しているのは、地域住民の積
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極的な参加による試力錯誤の学習II量程の中から芽生える〔け・自助・自決の精紳であり、
集団成員の問題解決力や集団行動力（集団全体の協同性）を高める学習の場として小集団
が有効である，，それは成員間の相fl作用が適切に行われる規模として、対面的な接触が可
能な集団で、共通日標の実現をn指した協働のための機能集団である”，また、地域社会に
とって何が最も必要とされているのか、「べ一シック・コミュニティ・ニーズ」を、小集団
活動を通して地域住民に考えてもらうことが、集団レベルの意識化であり、個人レベルの
ニーズをコミュニティレベルとして把握する有効な単位が小集団であるf」小集団による活
動の蓄積によって、発言力や交渉力、運営力、実行力などが高まる．それが、一人ひとり
のエンパワーメントにつながり、コミュニティと個人のエンパワーメントを結びつける、
このkうな小集団活動の実践による住民参加の地域づくりの事例として、農村開発分野で
はグラミン銀行の5人一組の集卜fl単位で小集団を形成し、バングラデシュの貧困層に対す
るマイクロクレジットがあり、住民間、メンバー間の相互扶助により生活環境改善を行っ
ているs2’、
　本研究では、ヒ記を踏襲しつつ、グラミン銀行の事例ではみられなかったものとして、
開発’1渓における住民参加による計画プロセスのために、街区単位で相隣や地縁関係をも
とにコミュニティで形成されたものであり、小規模fl三民組織はコミュニティレベルの住民
組織とも連携しコミュニティ全体の計画とも整合している点に着目している。街区単位で
環境整備を実施していくことについて、首都圏総合計画研究所編（1977）53iでは、「まち
は、集まり住んだ住民が、維持・管理する中で形成された一種の共有的な生活空間であり、
そこでの環境変化は相互に影響されるものであり、住民の合意のもとに守り育てていかね
ばならない」といった環境づくりにおける住民自治（住民参加）の理念を具現化するため、
OHBP方式（Our　Housing　Block　Prqlect、街区環境整備方式）を推進している。図1－2は、
街区空間⑫における住民主導の環境づくり（まちづくり）である。本研究では、この街
区単位において、小規模住民組織を組織化して住環境整備を実施している政府の都市貧困
政策を対象としていろ。また、コミュニティの住民が共有する路地やオープンスペースな
どの居住空間において、行政と連携しつつコミュニティで維持、管理していくことは上記
のOHBP方式とも共通する点である。図1－3は街区単位について示しており、住民の身近
な直接的な関連をもつ相隣のひろがりや街区を基礎的な単位としている54「。
　BMPの中で、新たな開発方式として、街区単位で開発プロセスにおいて小規模なf主民組
織を組織化して‘P業を実施している、，従来のコミュニティ開発でも様々な局面において、
小グループ化して住民の積極的な参加により、実現可能なところから事業をしていく開発
11；i例も散見される（パキスタンOPP、インドネシアKIPなど）。
　こうした背景を踏まえつつ本研究では、10名から20名の構成員で組織化され、コミュ
ニティ全体の計画と整合したプロセスを含む小規模住民組織を対象とし、ハード面の整備
に加え、コミュニティ住民の自立・自助・白決といったソフト面の開発を住環境整備の計
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画及び事業に埋め込まれたものと定義する。
住民 ルールの維持・構築　　i自主的な建設・管理　1ルールの維持
街区づくり
のルール
私空間
（多様な主体） 共用空間 公共空間
街区空間
行政
’　’　n　　　－　　　－　L　’　－　　　　　’　’　’　’　　　－　　　　　　　－　－　－　l’　　’　T　’　　　－　　　－　－　－　－　J　’　H　’　r　’　－J　　　J　－　　　－　　　　　－　J　J　T　－　　　　　’　ー　T　－　－　’　　　　　　　　　　　－　－　－－　J　’　　　　　　　　　　　r　　　T
　　　　　　　　　　：積極的な援助　　　1公共投資の効果
公的な規制・誘導の強化i（助成・調整・指導）i範囲の明確化
図1－2住民主導型の環境づくり（ミチ、広場、緑）
出典：東京都世田谷区建築部都市計画課（1977）『世田谷まちづくりノートPART．1』、　p．10
基本的な範囲
．住民の関与しうるスケール
2．環境整備課題の共有性、整備単位
3．個体から住区・地区計画までをつなぐ
　スケール
図1－3街区単位のスケール
出典：東京都世田谷区建築部都市計画課（1977）『世田谷まちづくりノートPART．1』、　p．11
（6）「エンパワーメント」
　秦辰也（2004））’Mによると、エンバワーメントに関する研究は、1945年頃から黒人運
動や公民権運動、近年では90年頃からセルフヘノレブ運動やフェミニズム、ゲイ・レズビァ
ンの開放運動、障害者の権利運動など、マイノリティの権利獲得へ向けて盛んに行われて
きた、
　また、個人的、社会的、政治的、経済的に抑圧された状況に置かれた個人や集団が、自
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らの権利意識に基づいて、自己i－1張、自己決定、自己実現を行うことで、それまでに無視
されてきた自己の権利を回復することを目的とした支援の過程がエンパワーメントであり、
それを支援し協力するのがNGOやソーシャルワーカーであるftこのような概念は、国際
協力においても住民参加による人間中心の社会「〕目発において近年活発に議論されており、
世界銀そJ’は、UNICEF（2001）、UNDP（1995）、IFAD（1995）、　Kabeer（1999、2001）、Amartya
Sen（1985、1999）などの論文を引用し、エンパワー一メントの定義は、社会・文化的、政治
的背景、あるいはジェンダー－X）権利に基づく議論などによっても異なるが、自己の強化
（self－strength）、コントロール（controD、自己の権力（self－power）、自立（self－reliance）、
自己の選択（own　choice）、白己価値による生き方の威厳（life　ofdignity　according　with　one’s
values）、権利を勝ち取る潜在力（capable　of　tlghting　for　one’s　rights）、独自性（independence）、
自己決定力（own　decision　making）、自［A性（being　free）、覚醒（awakening）、潜在力（capability）
など種々の言葉を含むものであるとして、本質的なエンパワーメントとは、「貧しい人々が
彼らの牛活に影響を及ぼす制度や機構などが信用できるものとして確保できるよう、参加
し、話し合い、影響を与え、管理できる潜在力と資産を拡大すること」であると定義して
いるSb＋，
（7）「内発的発展」
　内発的発展とは、資本や技術の不足分を外生的な援助などによって補えば、発展途上国
は先進国と同じような経済発展レベルに到達することができるという近代化アプローチは、
かえって過度な対外依存を招くという認識からそれぞれの社会・文化的内部からの発展を
求める考え方、としている。コミュニティを基礎とした自助論は古くからあったが、戦後、
国際政治経済体制が揺らぎ始めた70年代頃から、第3世界の興隆とともにこうした内発的
発展論が再び提起された）／／。
　また、江原裕美（2003）は、内発的発展とはオルタナティブの中の一つであり、人間の
解放と全的な発展に基づいた社会の発展のあり方であり、自然環境と調和し、文化を維持
発展させることも含め、経済的かつ文化的社会的にもバランスのとれた社会を目指し、自
律性・創造性・資源を活かす点で地域に根ざしたものでありつっ、他者との関係において
は他文化の尊重と積極的な交流をも行う開放性を有する58’。
　ヒ記を踏襲しつつ本研究では、外部協力者（CODI、　NHA、　NGOなど）から必要な技術
や知識などの支援によって、自分たちの生活ニーズに合わせた住環境整備をし、地域住民
自らが発展していくこと、コミュニティや住民自らがエンバワーメントしていくこと、と
定義する．
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1．4　既往研究の整理と本研究の位置づけ
1．4．1既往研究の整理
（1）都市計画分野におけるコミュニティ開発に関する既往研究
　都市計1由「分野におけるコミュニティ開発は、従来の都rff計画とは異なり、まちづくりと
しての視点から捉えられる。米野史健、他（2001）「参加型まちづくりの基礎理念の体系化
一先駆者の体験・思想に」，9一つく考察一日8／（14，では、下記のようにまとめられている。
　第1に、従来のトッフダウン的な計画策定の場やプランナーとアーキテクトしか関わら
ない空間デザインの計画を経てその問題や限界を感じ、フィジカルな計画に対して一定の
距離をとる方向が出てくる，　つは、住民と行政一輻門家が関係する中で計画がつくられ
活かされる社会をll指し、計画行為のボトムアップの支援P、計画プロセスのコーディネ
ートを行う流れである，もう一つは、住民や専門家が計画に関わってうまくコントロール
できるように、計画する1：体を支援する制度を組み立てる流れである，前者は現場に赴き
様々な形で住民や判コll家をつなげる仕掛けに意を注いだ林泰義の、後者は現場に直接関わ
らない黒r’の役割を選択した［11岡義典σ）取り組んできたことに該当する、いずれも、フィ
ジカルな計画行為から・歩離れて新しい役割を標榜しつつ、計画理論・実践の市民化をは
かっているといえる。
　第2に、従来のフィジカルな計画について批判的に対峙し、それを止揚しようとする方
向がある。内田雄造は、コミュニティの内部において意義づけられる計画の重要性につい
て言及し、体制からトップダウンで提示される計画・施策への異議申し立ての姿勢を強く
している。従来の合理的で操作主義的な計画学に対する批判や、そのような計画学が導き
出す・般解の否定を通して、組織論や運動論を昇華しつつ、コミュニティミニマムという
地域ごとの計画水準の考え方を理論化している。広原盛明も「かたち」を通してしか課題
を捉えない計画を批判的に捉え、具体の空間と実際の生活との間に生じる矛盾を認識し、
住民運動によってこれが克服される必要性を強調している，フィジカルなもののみに傾倒
する計画理論を批判白勺に検討しつっ、プランナーが矛盾を調査により提示し、解決のため
の実践的な技術的方法を提起するという形で、住民主体の計画理論をまちづくりの現場に
敷術する方法をとっている。両者とも、計画の現場に比較的近いところにいつっも、フィ
ジカルな計画論によって実践はせずに、計画理論・実践の批判的検討や理念の追求によっ
てその基準を生活il体に近づける方向性が強い。
　第3に、計画学の知見をiil（り込みながら、参加に基づいたフィジカルな計画理論の検討・
実践を行う方向がある、，延藤安弘においては、組織論や運動論に対する方向よりt）、住環
境を形成するll体としての個人の意識をかたち（デザイン）に結びつける理論と実践に関
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する方向性が強くみられる。その具体的な形として、計画的小集団1淵発論や、コーポラテ
ィブ住宅における集住価値の生成を捉えた計画理論などを提起しており、住まい・まちづ
くりの現場で人間と環境の関係化をはかりつつ、そこから形を構築するコミュニティ・デ
ザイナーの役割を厄視し、デザインの実践を通して計画理、論の再編と拡張を行っていると
いえる．、この流れの延長線kに乾が位置づけられ、「価値作りの訥｝珂1「状況のデザイン」
などの理論が示されている。
（2）小規模住民組織及び住環境整備に関する既往研究
　発展途上国における住環境整備の展開についてみると、住宅の供給が不足していること
に加えト水整備、道路といったインフラ整備についても遅れている。また既述のように、
都市貧困層では、住環境はフィジカルな面からの問題のみとしては解決することができず、
社会的問題や経済／］勺な問題についても総合的に解決することが必要となっている。アメリ
カやイギリスではノ・べつの住宅が住環境整備の対象であるが、タイやフィリピンなどでは、
地区レベルでの住環境整備が対象であり政策にも盛り込まれている。
　開発を基底する都市の社会・経済構造に大きな相違がみられる状況で、日本の事例と比
較することには留保すべき点もあるが、これまで提起された方式についてみていくと、延
藤安弘らの（1979）『計画的小集団開発』は、ニュータウン建設に見られる画一的な全体計
画への批判から、地縁性を重視した地域環境との調和を図る目的で提起されたミニ住宅地
開発方式であり、首都圏総合計画研究所編（1977）「街区環境整備方式」は、密集市街地に
おける過密の解消、防災のために、相隣環境を重視して共同建替えを行う方式であり、日
本開発構想研究所編q970）「ミニ区画整理手法」は、スプロール地域における基盤整備を
部分的・実践的に推進する方式であった．
　小林重敬（2008）59hによると、街区を単位とした研究は、規制面を中心にある程度は事
業面も組み込んで、従来から進めているが、都市計画分野と環境一1二学分野の境界領域の研
究であり、また都市計画の分野でも建築学の分野と都市土木の分野の境界領域であるため
相対的には手薄であったことを示している。このような中でも、出口敦や野澤康の街区単
位の規制に関する．一連の研究が存在しており、出口はこれからの規制のあり方として最低
基準から性能基準への移行の必要性を示し「多くの研究成果では小規模化する個別敷地に
対する　・律の規制・誘導のみでは全体の底上げに限界がある点が指摘されている。敷地の
協調化や街区単位での柔軟な計画誘導、さらにそれを支援するビルディング・コントロー
ルとの調整をとる方法が求められる」としている。また、野澤は制度設計の前提として「建
築基準法の枠組みとは違うボキャブラリーで街区を組み立ててみることができるような社
会的な仕組みが必要である」としている。いずれにしても街区単位等の新しい単位での規
制のありノ∫についての研究とそれに基づく制度設計が必要であることを言及している60）。
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　以ヒの背景を踏まえて、本研究では、コミュニティの街区単位における小規模住民組織
を単位とした住環境整備計画及び事業に焦点を当てている。こうした御幻lt位で形成され
ている小規模住民組織に着眼している理由として、都市部で形成されたコミュニティの伝
統的な共同社会としての性格の欠如が挙げられる。都市計画分野では、近隣が重要な役割
として認識されるようになったのはJ920年代にC．A．ペリーによって都市の構成要素とし
て近隣住区が体系化されて以来である6り。また、ハワードの計画が村落の中に都市を作る
計画であったのに対して、CA．ペリーの近隣住区計画はむしろ都市の中に比較的に独立し
た住区を設けることにあり、近隣住区は都市コミュニティの堕落と崩壊をくいとめ、健康
で暖かいコミュニティを再建しようとするものであった62）．このような考え方は、小規模
住民組織を形成するヒで重要な視点である．
L4．2　本研究の位置づけ
　タイにおける都1｝fスラムに関する既往研究をみると、Boonyabanca　Somsook（1983）
t‘ b’au，s’e，S’‘ノη〈∫¢舵ぴy　of’slutn　eviction　in　Bangkok，　Landfor　Housing　the／）oor　”63、Angel，　Shelomo
（1977）’・・The／θ“’．ineoine　hθusing　s．v．stem　in　Bangkok　”64・、　Yap．　Kioe，　Sheng（1992）、など都市
｜1学や建築学に関連した住宅政策やインフラ整備などのフィジカルな居住問題を中心にし
た研究が最も多く見受けられ、次いで、新津晃一一一（1998）「スラム形成過程と政策的対応」
65’ Aアキン・ラビーパット（1999）「チュムチョン・エーアート（タイ語）」、など社会学に
おける都市スラムの生成や背景、変動、べ一スライン調査などを中心にした研究、遠州尋
美（1998）「サステイナブル・コミュニティを求めて一UCDOとコミュニティ形成運動」　66♪、
遠藤環（2007）『グローバル化時代のバンコクにおける構造変化とインフォーマル経済』67）、
などインフォーマルセクター論を中心に雇用問題や貯蓄などを中心に扱った研究、Lee．
Yok－shiu　F．　（1995）　”lntermedioハ：｝・／nstitutions，　Communi4v　Organizations，　and　Urban
Enviroiin？ental　A4anage／nent－The　Case　qf’Zノ？γee　Bangkok　Slums－”68｝、　Douglass　Mike（1995）
”　Urhαn　Eni，ironniental　aNfanagetnent　at　the　GraSSノ～oots－TOU’ard　a　TheOi　y　of　Community
Ac’tivation　”　69）、など都市の環境マネージメントに関する研究などに分類することができ、
近年は、藤井敏信、安相景（2001）「アユタヤにおけるコミュニティネットワーク型の住環
境’1｝業の展開とCODIの役割」70）、秦辰也（2003）「タイの都市スラムにおける居住環境改
llξ策の変遷と住民参加の促進に伴う住民組織（CBO）のネットワーク形成に関する考察」
7h、など住民組織、コミュニティネットワークや住民参加に関する研究も少しずっ見られ
るようになってきた両。
　本研究は、都市計画におけるまちづくりや参加型開発の分野において、街区単位にみる
／ll民il体の住環境整備に、ン1脚したコミュニティ開発手法として位置づける。相隣関係に基
礎づけられた小規模住民組織を対象とした開発整備に関する既往研究は、延藤安弘ら
16
（1979）のまちづくりの理論・手法としてミニ開発を対象とした計画的小集ぽ｜開発に関す
るもの、恩川守雄（2001）や坪jiiひろみ（2003）72’のグラミン銀行にみられる小グループ
でのマイクロクレジットを対象にしたもの等があるが、小規模住民組織からコミュニティ
全体へといった開発プロセスを含む住環境整備を対象とする研究は少ない。
　そこで本研究は、住環境整備をH的としたコミュニティ開発方式における小規模住民組
織の組織化過程、役割、特性について明らかにし、この開発手法（ソフトからハードまで）
の有効性について考察を試みるものである。本研究は、街区単位における住環境整備の制
度1没計など実践面に活かせる研究として位置づけており、小規模住民組織から開発を推進
していく方法は、ボトムアップ型、プロセス対応型の利点を備えており、コミュニティ開
発の新たな手法として、発展途ヒ国のコミュニティ開発、日本のまちづくりや他の地域の
住環境整備の計1由呼法を考えるヒでも’助となることが予想される。
1．5　本論文の構成
　本研究の流れを図1－4に示す，
　第2章では、既往研究のレビューを中心に、タイの都市貧困層コミュニティの形成過程
と問題点、者ll市貧困政策の歴史的背景、住民組織、　NGO等の特徴を明らかにし、住民参加
にLるコミュニティ開発の可能性と課題について考察する。
　第3章では、第1にCODIの活動経緯とBMPの特徴を整理し、事業の中で小規模住民
組織を組織化するに至った経緯を明らかにする。第2に、政府が支援する住環境整備事業
（CODIのBMP、　NHAσ）BEP）の理念や事業の特徴を整理する。第3に、小規模住民組
織を組織化する理由について考察する。
　第4章では、住環境整備を目的としたコミュニティ開発方式における小規模住民組織の
組織化過程、役割、特性について、事業が実施されたボンガイ地区の事例を中心に計画論
的視点から考察する。
　第5章では、重層的な開発アクターの設定により事業が実施されたガオセン地区の事例
から小規模住民組織の組織化過程、役割、特性について計画論的視点から考察する。加え
て、ボンガイ地区とガオセン地区の軒列を比較し、それぞれの特徴を整理し小規模住民組
織の特性や位置づけについて考察する。
　第6；5の結論では、第5章まで行ってきた分析に基づいて、小規模住民組織を単位とし
た住環境整備における計画及び事業の特性を考察する。これにより、小規模住民組織を単
位とした住環境整備の有効↑Vi三について検証し、都市貧困層コミュニティにとって、小規模
住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業は事業実施の実現性を高める開発手法であ
ることを提示する。また、コミュニティ開発における小規模住民組織の課題にっいても示
す。
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第2章　タイの都市貧困政策の歴史的背景
と課題
①タイの都市貧困政策の歴史的背景を明らか
にする
②タイの都市貧困層コミュニティの形成過程
と課題を整理する
③コミュニティ開発の可能性と課題を考察す
る
第4章
第3章　CODIにおける住民を主体とする
住環境整備計画及び事業
①CODIの活動経緯とBMPの特徴を整理し、
事業の中で小規模住民組織を組織化するに至
った経緯を明らかにする
②政府が支援する住環境整備事業（CODIの
BMP、　NHAのBEP）の理念や事業の特徴を整
理する
③小規模住民組織を組織化する理由について
考察する
　　　　　　　■■■■■■■■■■■●■■■●■■■■■●■■■●●■■●　■■■●●■■●■■■●■■
　　　：○小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業　　　　　　　　　　　　　　　：
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　：1．対象地域の概要と歴史的背景、対象者の経済・社会属性を明らかにする　　　　　　　：
　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　．ll．小規模住民組織の組織化の目的と方法を明らかにする　　　　　　　　　　　　　　　　・
　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
第・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
r　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
の　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
章：皿．小規模住民組織を単位とした住環境整備の開発プロセスを明らかにする　　　　　　　i
　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
　：IV．対象事例の比較から、小規模住民組織の特性と位置づけについて考察する　　　　　　：
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
　・V．コミュニティ開発における小規模住民組織の有効性を検証する　　　　　　　　　　　　・
　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■■ロ■■■・■・…　　■■・■■■・■■■■．■・・■■■■ロ・・■・■■■・“
第6章　結論
小規模住民組織を単位とした開発手法は、都市貧困層にとって住環境整備の実現性を高める開
発手法として有効であることを提示する
図1－4本研究の流れ
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．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．【第．1．童＿捕注及び参考文献】．．．＿．＿．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．、．．．．．．．、
【補注】
cu ]来の開発方式からボトムアップ型の開発方式への軋1換は、①プラン重視の新規開発から
　プロセス・孫：視の持続型1｝旱1発へ、②パッケージ型事業からオルタナティブ（altemative）な選
　択型‘1礫へ、③公共1三導のハード整備重視から、マイクロクレジットに見られるようなイン
　センティブを活かしたエンハワーメント・イネーブル政策重視へ、という変化として現象し
　ている，また、日本でも同様に、地方分権の推進や都市計画における参ノJUの制度化に伴い、
　都巾マスクープランの策定、地区計画の推進、まちづくり条例の制定、まちづくりNPOの
　増加にみられるように、住民の参加するまちづくりは全国に拡大する傾向にある（藤井敏信、
　佐々木康彦、2005：p．130）　これは当事者である地域コミュニティや住民が主体のボトムア
　ソプ型へという傾向が、南北間わず世界的に通底しており、この考え方はわが国の開発援助
　の方策にも埋め込まれていろ、
2今日、持続可能な発展について、さまざまな分野において活発に議論がされている．持続
　可能な発展とは、有限な地球環境資源を将来に渡って維持するために、開発のあり方を変え、
　環境への負荷の少ない持続可能な社会を作ろうとするものであるttl972年国連人間環境会
　議（ストックホルム会議）以来、UNEP（国連環境計面1）を中心に国際的に育ててきた新し
　い開発の概念で、1987年に国連の「環境と開発に関する世界委員会」においてブルントラ
　ント委員長（当時、ノルウェー首相）が発表した「われら共有の未来（Our　Common　Future）二
　によって提案された。1992年ブラジルで開催された「環境と開発に関する国連会議（地球
　サミット：UNCD）」で採択された1アジェンダ21」の行動指針の基調となっている（都市
　計画国際用語研究会、2003：p．43）。また、アジェンダ21の一部に人間居住分野での活動指
　針を扱っており、その内容は、すべての人への適切な住居、居住地運営の強化、適切な士地
　利用計画と運用、環境基盤（－L下水、排水、ごみ収集と処理）の整備、省エネ型の建設や交
　通機関、災害に強い地域づくり、環境保全型の建設産業、人々の教育や制度づくり、となっ
　ている（穂坂光彦、1994：p．330）　．，以ヒの点を踏まえ、本研究で扱う「持続的なまちづくり」
　は、従来のハード整備のみならず、人々の基本的ニーズ、自立性、公平性、などのソフト面
　を充足しながら、将来の自分たちの居住環境に配慮した平等な社会形成を目指すものとする。
t「’
､究方法に対する調査方法は各章の冒頭に示す。
（4）
rPSSは社会科学分野などにおいて、統計分析をする際に使用されているフログラムである、
パ本研究では、末廣昭（1989）「バンコク：人口増加・経済集中・交通渋滞」（大阪市立大学
　経済研究所編『世界の人都市6：バンコク・クアラルンプール・シンガポール・ジャカルタ』、
　pp．35－68）、末廣昭（1993）『タイー開発と民：1三主義』、末廣昭（1998）「開発主義・国民主義・
　成長イデオロギー」（川ll1順造他編『開発と政治』、岩波講座開発と文化第6巻、pp．31－・51）、
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　を参考にしている，，
c6’ {研究では、　lll坂敏雄編（1998）『アジアの大都市［1］バンコク』、田坂敏雄編（2005a）『東
　アジア都｜if論の構想：束アジアの都市間競争とシビル・ソサエティ構想』、田坂敏雄（2005b）
　　［タイ・コミュニティ組織開発機構と参加型開発1（『立命館糸壬済学第54巻、第41掴、
　pp．59－8D、を参考にしている。
f71 {研究に関する聞き取り調4王で、コミュニティに関することは、1三にキー・インフォーマ
　ント（調査事項に詳しいコミュニティリーダー、協同組合リーダー、小規模住民組織リー
　　ダー、コミュニティ委員会や協同組合のスタッフ）へ実施した．質問紙調査の詳細は第4
　　章、及び第5章の冒頭で示す，，また、質問内容に関しては巻末の付録を参照にされたい、
C8 Qり観察は調査対象となっている地域社会の中で一一一定期間暮らし、住民の生活に密着して
　行動し体験を共にする中で情報をL｜又集する調査方法である（アーユス、1995），本研究では、
　2007年5月から10月までの半年間CODIでインターンシソプをし、そこで毎日のように
　開かれていたBMPの住民会議及びスタソフ会議に参加して参与観察を行った．
り付録（Dにタイ全国の地図、付録（2）にバンコクの地図（全50区）をそれぞれ示す，
1° Q007年8Hにバンコクで開催されたメナムフォーラム（バーンラソク財団佐藤⊥E喜主宰）
　において、末廣昭先生（東京大学）の報告の中で、タイは中進国であると指摘された。
i｝詳細は、第2章「2．2」コミュニティ　（チュムチョン）の定義」を参照にされたい、
1」 X区（ブロック）は、道路によって区画された一一団の宅地や画地で、市街地構成上の単位
　となる（都市計画国際用語研究会、2003：Gl7）。
‘B ﾚ細は、付録（3）「1991年版　チュムチョン（コミュニティ）委員会に関するバンコク都
　規約」を参照にされたい
14 ﾄ野史健、他（2001）「参加型まちづくりの基礎理念の体系化一先駆者の体験・思想に基づ
く考察二では、これまでの参加型まちづくりにおける先駆者のうち比較的初期から活動及
び発言がみられる、内田雄造、延藤安弘、林泰義、広原盛明、山岡義典の5名を主要な調査
対象者として調査を実施している、
115ざ ^イにおける都市スラムに関する既往研究のレビューは、秦辰也（2004）を参照している．
20
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第2章タイの都市貧困政策の歴史的背景と課題
2．1　はじめに
　1980年代以降、開発における人間に対する関心が理論的裏づけと共にさらに高まる［’「］）。
人川を｝∬視した開発は、「もう　一つの発展（an　alternative　development）」という考えに結実
し、従来の経済成長「E視の「ゆがんだ発展（maldevelopment）」に対して、内発性（endogenous）
K’　1’1　1／1性（self－help）を強調する「内発的づ呑展（endogenous　development）」でもあったfu人
間の生活を｝巨視する発展戦％が、経済発展の人間的側面への関心をいっそう喚起し、社会
開発を促すことになった2ノ．
　1960年代からタイの政府が行った急速な工業化政策に伴い「2）、雇用機会、生活水準の
向ビや便利さを求ダ）て多くの人々が農村部からバンコクへ流入するようになり、新たに都
市貧困層コミュニティが急増した．1960年は、361コミュニティであるのに対し、2004年
には、1，754コミュニティ13である．こうした都市部にみられる都市貧困層コミュニティ
の増加の背景に住宅不足が指摘されたntこの問題を解消していくため、1973年には、国家
住宅公社（NHA：National　Housing　Authority）の設立し、公共集合住宅の建設を開始し、1970
年代後’ドから80年代にかけて、サイト・アンド・サービス（Site　and　Service）や土地分有
事業（Land　sharing）などの特徴的な事業iを取り入れられたが、公共主導の限界により根本
的なスラム問題の解決には至らなかった（4｝。こうした背景を踏まえ、1980年代後半には
都市貧困層コミュニティに住民組織やNGOが参加する仕組みが作られ、公共主導のハー
ド整備重視から、住民参加による住環境整備におけるマイクロクレジソトの導入にみられ
るようなインセンティブを活かしたエンパワーメント・イネーブル政策へという転換が見
られた。
　1990年代に入ると、インフラ整備や公共集合住宅建設などハード整備を行ってきたNHA
に加え、都市コミュニティ開発事務局（UCDO）による貯蓄グループを対象とした小規模
無担保融資事業が開始された。その後2000年、UCDOは農村コミュニティの開発基金と
併合しコミュニティ組織開発機構（CODI）へと発展的に改組され、個々の貯蓄グループ形
成やコミュニティ支援から、ネットワーク化への支援に活動を拡大しており、住宅建設や
住環境整備、生活自立支援などに向けた資金の貸付を行い、各種の情報の提供、訓練プロ
グラムへの参加の促進を支援している。また、この時期はタイでも社会開発や運動論が活
発化し、第7次国家経済社会開発計Ptti（1992－96年）では、「人間開発」という言葉が開発
計画の中に初出しており、政策目標に掲げられるようになった．また、この時期はバンコ
ク拡大首都圏（周辺5県を含む）0）都市人パ増大が顕著になってきており、近年のコミュ
ニティを対象とする政策の増大と並行して、スラム以外のコミュニティに対する行政的関
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心も高まってきている3），、
　そこで本章では、既往文献レビューを中心に、タイの都市貧困層コミュニティの概況お
よび都市貧困政策の歴如’1勺背景を明らかにし、住民参加によるコミュニティ開発の可能1生
と課題について考察をする，，
2．2　タイにおける都市貧困層コミュニティの概況と課題
2．2．1　コミュニティ　（チュムチョン）の定義
　広辞苑によると、コミュニティとは、…定の地域に居住し、共属感情を持っ人々の集団
とされている、また、都市計画国際用語研究会編（2003）4‘によると、コミュニティは、
戊C同体（Commune）から派生した用語で、もともと共通の目的や利害を持っ組織・団体を
指すため、地域社会以外にもビジネス社会（Business　Communitv）や国際社会（lntemational
CommUnity）など、広く社会組織の意味で使われる、
　マッキーヴァー（1917）は、コミュニティをある地域において営まれる「共同生活
（community　life）」と』31定しており、　’定の地域の中に共住することであり、生活の共同
を通して共通の社会的特徴を示すとしている．コミュニティから生まれる社会的特徴とし
てマッキーヴァーは、社会的類似性（social　likeness）、共通する社会的観念（common　social
idea）、共通の慣習（common　custom）、共属感情（sense　ofbelonging　together）と類型をして
おり、このような特徴をもつ共同生活の一定の地域をコミュニティと呼んでいる「’、この
ように、コミュニティは住む人々が利害や目的を共にし、政治、経済、文化などにおいて
結びっいている社会である．また、高橋一一男（2008）は、コミュニティには同じ空間に住
んでいるといった「地域性」や、日本の伝統社会である農村の例を挙げ、畑や田んぼに水
を引き込むための水路の共有と管理、田植えや収穫の祭りなど村民に共通する利害や目的
を通して、「我々意識」を強く共有し「地域社会感情」があることを示している61。
　日本ではコミュニティといった場合、主に市町村などの地区など線引きされた町内会の
ような地域社会を意味するが、　’方で国家や国際的な連帯も「共同体」あるいは「コミュ
ニティ」と呼ばれる。地域を越えた共同体と区別して、地域住民の相互性を強調する場合、
地域コミュニティという、，地域コミュニティには、都市における共同体も含まれる。地域
nl民が生活する場所に関わり合いながら、　fl三民相互の交流が行われている地域社二会、ある
いはそのような住民の集団を指す、、アジアの大都市では、都市貧困層が担う露店の営業、
廃品川収などを生業とした都市インフォーマル部門を、住民の自律的努力として評価し、
住民の生活保障の基盤を、彼等の居住するコミュニティに求めるケースもある7｝。
　倉田和四生（1985）1ま、村落社会と異なる都市社会について、直接接触による人間関係
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はうすれ、機能化し丁段化していると示している．、したがって、そこでは村落社会の人間
関係の中に含丈れていた社会統制の機能はなく、都市社会に秩序を確、」／：し規範を作川させ
るためには、都市社会の中になんらかの形で第1次的な人間関イ系を生み出し、人々を地域
コミュニティに結びつけ連帯性を回復しなければならないわけである8）ft
　’方、本研究で対象としたタイの都市貧困層コミュニティは、登録制（S’であり、その
多くが都市部にある．これまで、農村の稲作における水管理に見られるような共同社会と
しての性格が、マイクロクレジソトにみられる講で形式的でルーズな組織を形成するとい
った貯蓄グループ活動オcど、　・部のコミュニティを除き、形を変えながら都市の中のコミ
ュニティで構築されていることが見ることができる、このように共同社会の中で相互扶助
にkり住環境改善してきた経緯があり、本研究では」二記のような住民が主体となって住環
境整備を実施している都市貧困層コミュニティを対象としている、
　タイにおけるコミュニティ（チュムチョン）の定義は、行政機関によって異なる（6）が、
バンコク都コミュニティ開発局（1993年設置）による1980年代以降のコミュニティの定
義は次0）通りである（表2－1）、
‘①公団住宅コミュニティ（ケハ・チュムチョン）
　公団住宅コミュニティは、NHAが供給している公団住宅地であるが、　BMAがインフ
　　ラ整備を行っている地区もあるL
②分譲住宅コミュニティ（チュムチョン・バーンチャソサン）
　　一般に、民間会社によって開発された分譲住宅地のことを指す。
③郊外コミュニティ（チュムチョン・チャーンムアン）
　郊外にあるため住宅は密集していないが、インフラ整備が必要である、
④都市コミュニティ（チュムチョン・ムアン）
　人口密集コミュニティと郊外コミュニティの中間の密度（L600㎡あたり15家屋未満）
　の居住地である。
⑤人日密集コミュニティ（チュムチョン・エアット）
　密集している状態で、居住環境が劣悪で最低でも1，600㎡あたり15家屋以Eの地域の
　　こど、加えて、第1革：でも既述の通り、本研究で対象としている都市貧困層コミュニ
　ティはこの人口密集コミュニティを指しており、L600　nfあたり15家屋以ヒある居住
　地である、，
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　加えて、コミュニティの借地契約状況（1998年時点）にっいては、民間所有地61％、公
川地25％、両者にまたがるもの14％である。本研究で対象としたバンコクのボンガイ地区
とソンクラー県のガオセン地区に政府の公用地にコミュニティが立地している、表2－2は、
1998年時点の借地契約状況を表したもので、約’卜数に近い48％のスラムにおいてなんらか
の法的契約があるが、21％のスラムは不法占拠地区である。
表2－1バンコク都（BMA）によるコミュニティの分類
コミュニティの分類 居住環境の状況（定義）
①
公団住宅コミュニティ
ike－ha　chumchon） NHAによるごみ収集や排水，道路整備あり
②
分譲住宅コミュニティ
imu－baan　chatsan）
民間によるごみ収集や排水，道路整備あり
③
郊外コミュニティ
ichumchon　chanmuan）
郊外区で低密度だが居住環境整備が必要
④
都市コミュニティ
ichumchon　muan）
1ライ（1，600r㎡）あたり15軒に満たないもの
⑤
人口密集コミュニティ
ichumchon　eeat）
1ライ（t600㎡）あたり15軒以上が目安、居住環境が悪い
⑥ その他 上記以外でBMAがコミュニティと認めたもの
出典：松薗祐子（1999）、p．1369）、秦辰也（2004）、　p．17010）
表2－2都市貧困層コミュニティ（スラム）の借地状況（1998）
バンコク都 周辺県 大バンコク都
スラム地区 ％ スラム地区 ％ スラム地区 ％
法的契約あり 494 48 174 42 668 46
法的契約なし 220 21 87 21 307 21
契約期限切れ 73 7 4 1 77 5
不明 245 23 145 35 390 27
合計 輻032 100 410 100 1，442 100
出典：新津晃一（1998）、p．261ii）
注：周辺県は、ノンタブリー、バトゥムタニ、サムットプラカーンの3県を示している。
　大バンコク都は、バンコク都＋周辺3県（ノンタブリー、バトゥムタニ、サムットプラカーン）である。
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2．2．2　タイにおける都市貧困層コミュニティの形成過程
　タイにおける都市貧困層コミュニティ（スラム）の形成について、居住地区がみられる
ようにな・）たのは1950年代に人ってからであり、政治が立憲革命によって大きな変化を遂
げ、その後軍「i｝：政権化で推し進められてきた1二業化政策による経済開発で、とりわけ1960
年代以降に増加していった。もともとは、城壁都市時代のベトナム人捕虜の地区に貿易都
市時代になるとタイ人の流入が始まり、さらに不法占拠住宅地として拡大し、やがてスラ
ム化していったのである12j、
　バンコクのスラムの拡大については、】960年代頃からタイ政府が行った急速な工業化政
策に伴い、雇用機会・生活水準の向ヒや便利さを求めて多くの人々が農村部からバンコクへ
流人するようになったことによる．初期段階での都市部への人口移動は、本格的な移動で
はなく農閑期を利Jl］した季節移動も多く、また耐久消費財などの購入を目的として都市で
一時的に職につき、ll的が充足されると農村に帰ってしまう日標労働者（Target　Worker）
と呼ばれる人々も多かった1「“、また、このような出稼ぎ労働者は、インフォーマルセクタ
ー（lnformal　Sector）での安い賃金での職業に従事するしかなく、バンコクの住宅事情によ
り家賃が高額で払えないため、居住環境の劣悪な家賃の安い地区、居住に不適当とされて
いた1氏湿な地区、未利用の公用地、などに居住しスラムを形成したといわれているzソー
ホン（1992）によると、民間所有地にあるスラムでは、スクォッターはll％、一部がスク
ォッターであるものは8％である14）。
　また、政府の不十分な政策もあって住民登録のをしていない人も含め、都市人口全体
に対するスラム人［の比率は減少傾向にあるものの、BMAやNHAの調査からも総合する
と毎年その数は増える傾向にある、NHAは、都市スラムを①人口密集コミュニティ、②都
市コミュニティ、③郊外コミュニティに分別しt8）、30家屋の状態で1ヶ所として対応し
ている。NHAの資料（200Dによると低所得者層σ）都市コミュニティの中でも、最も劣悪
な居住環境にある人口密集コミュニティは、全国に2，720ヶ所あるとしている（表2－3）。
表2－3都市貧困層コミュニティ数と世帯数（2000年）
人ロ密集コミュニティ 都市コミュニティ 郊外コミュニティ 合計
地域
コミュニティ数 世帯数 コミュニティ数 世帯数 コミュニティ数 世帯数 コミュニティ数 世帯数
バンコク 1，208 243，204 18 6，6｜8 269 39，169 1，495 288，991
BMA周辺5県 303 129，538 76 24β39 4 384 384 ｜54，761
中央部 541 109，272 131 46，595 66 14，138 738 170，005
北部 217 58，630 402 121251 416 116，674 仁035 296，555
東北部 216 53，220 666 2｜5，627 440 11LO13 t322 379，860
南部 235 50，384 76 35，655 48 20，476 359 106，515
合計 2，720 644，248 1β69 450，585 1，243 30t854 5β33 1，396，687
出典：秦辰也（2004）、p．19515）
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2．2．3都市貧困層コミュニティの概況と諸問題
（1）開発途上国の都市問題
　徳永達己（2006）16｝は、国際援助機関等から見た開発途ヒ国における都ri・f問題の分類、
体系化を行っている、、各機関は、世界銀行、国連人間居住，1｛一画、国際協力機構、日本都市
計画学会が選定されており、その文献や資料のレビューを通じて、各機関が都市問題の対
象としている項目を抽出しているc．これにより、国際援助機関等が対象としている都市問
題’の位置付け、特性、差異を明らかにしたヒで、相互比較による用語の統一、類似項目の
統合、あるいは分割を行い、都lf∫問題の発生要因と整備課題に応じて項目を分類・体系化
している．、上記手続きの1iで示された、国際援助機関等が対象とする都．市問題の項目一覧
が表2－4である、表内において「※」はそれぞれの機関で取りヒげている都市問題の項目
を示している，．
表2－4国際援助機関等が対象とする都市問題の項目一覧表
No 世界銀行 　UN－gABITAT JICA
都市計画
@学会﹈
蘭発政策 都市の成長管理、都市財政、都市経済、リサイクル運動 ※ ※ ※
2 環境保全 歴史的建造物、歴史的蹟境保全、街並み保全、環境影響評価、公害対策
※
※ ※
3 管理組織 グッド・ガパナンス（良い統治）、組織能力の向上、技術移転、都市計画教育 ※ ※
4 居住施設 住宅・建築、建築制度、居住環境、公営住宅、宅地整備 ※ ※ ※
5 公園・緑地 造園、公園、グリーンベルト、遊び場、リゾート開発、ウォーターフロント開発、観光施設 ※
6 社会問題 社会的疎外、家族の不安定性、治安悪化 ※
7 住民参加 住民参加、コミュニティ開発、民間セクター開発、民活、NGO ※ ※
※
8 人ロ、健康 人ロ・エイズ／感染症
※
9 地方分権 地方計画、地方分散政策 ※ ※ ※
10 都市基盤施設
都市施設（上下水道、ゴミ処理施設、教育施設）、情報通信技術（π）、電力、熱・エネル
Mー供給施設 ※ ※ ※ ※
11 都市計画事業、都
s計画制限
土地区画整理、市街地整備手法、中心市街地活性化、再開発、災害復興開発、用途規
ｧ、建築規制 ※ ※ ※
12 都市交通 公共交通、街路、自動車交通、運輸交通、物流、歩道 ※ ※ ※
13 都市の貧困 貧困層への都市サービスの提供、スクォッター対策、ホームレスの問題、失業対策 ※ ※ ※ ※
14 都市防災 防災施設、災害対策 ※ ※ ※
15 法制度 都市計画法、公共用地取得制度 ※ ※
16 M／P、都市計画 国土・地域計画、M・P、都市計画、土地利用、空間計画、都市構造、都市景観 ※ ※ ※
（アイウエオ順）
出典：徳永（2006）、p．51i7）
（2）タイの都市貧困層コミュニティの概況
　　L記に示すとおり、都市の貧困問題は共通の課題となっているt／タイでは、1980年代か
ら1997年のバーツ危機に至るまで、経済発展に伴って、全国からバンコクおよびその周辺
地域に出稼ぎに来たことより、スラムは急速に増加することになったが、東南アジア最大
のスラムといわれているクロントイでも雇用を求める人々が集まり、湿地帯や路線沿い、
運河沿いといった比較的利用llll湘1：が低いヒ地にスラムが形成された。
　タイの都市貧困層コミュニティの問題について、東南アジア最大のスラムといわれてい
30
るクロントイの「1｝i例から次のような問題点（2003年9月時点）が指摘できる18｝。
①バンコクのスラムのほとんどは低湿地帯や軟弱で開発されにくい運河や鉄道沿い、橋
　のドに形成されるc．クロントイにおいても、川が隣接しているため排水が困難となり、
　洪水がしばしば起きる、またベニヤやトタンの簡単な古材で造られた狭い家が多いな
　　どの［生活・住環境問1題」
②非合法にスラムを形成した人々の住民登録は困難で、タイ人であるIDカード（身分証
　りLめがFに人れることができず、それゆえi’一分な教育を受けられず、正規の職業にも
　つけないなどσ）1法的問題1
⑰交通・通信省、港湾局管轄の公有地のため、強制立ち退きなどの移転問題を常に抱えて
　いるぽち退き問題」
④親の麻薬中毒や犯罪によって家庭が崩壊し、行き場を失った子供たちが犯罪や麻薬に
　染撒るなどの「社会的な問題」
⑤スラム住民の職業は、港湾労働者、1：場の日雇い労働者、タクシー・バイクタクシー
　運転r・、廃品回収業、売春等のインフォーマルな職場なために低賃金や不利な労働条
　件ドで働いている，従って、満足な生活水準を確保することが困難といったr経済的
　問題1
⑥貧困ゆえの教育機会の欠如、また家庭内事情による中退者や学校に通えない子どもが
　存在するなどの「教育問題」
⑦住民票を取得できない住民は、高額な医療費を自己負担しなければならず、薬局など
　での薬で済ます場合も多いが、薬の用途や副作用の誤解などを生じているといった「健
　康問題」
　このように、多くの問題がコミュニティ内に存在する。一一方で、このクロントイ地区の
住民は、問題に対応するために、地元にあるNGOと協働で活動を実施してきた経緯があ
る。そして、コミュニティ委員会による住民組織の活動によって、教育、生活環境などの
改善がなされつつある．しかし、多くの住民は、住民組織によるコミュニティ活動へは、
「日常生活が忙しい」、「興味がない」、という理由から、コミュニティ活動への参加をして
いない、これに対し、強力なリーダーシップが存在している地区では、住民の自助努力に
より活動の推進が見られる、、
　表2－5は、2004年時点のバンコク都のコミュニティの概況を示す。このデータによれば、
バンコクの都市人11の約3割は都市貧困層コミュニティに居fl｛していることになる。2004
年時点のチュムチョン（都市貧困層コミュニティ）の類型別内訳は、過密無秩序（人口密
集コミュニティ）810、市街地（都市コミュニティ）190、郊外（郊外コミュニティ）365、
新興住宅（分譲住宅コミュニティ）295、公団住宅（公団fl三宅コミュニティ）85の計1，745
31
チュムチョン、総ll［帯数411，432、総家屋数331，175、人日1，657，778である］‘））
表2・・5バンコク都のコミュニティの概況（2004年）
区名
人口（A） チュムチョンの類型別内訳 チュムチョン 人口比％No
（2003年） 過密無秩序 市街地 郊外 新興住宅 公団住宅 計
世帯数 家屋数 人ロ（B） （B／A）
｜
　◎nーンスー 158，079 46 1 0 2 0 49 刊1169 7，781 38，533 24．4
2 ドウシツト 150，365 15 23 0 0 2 40 7，837 5，774 32，592 21．7
3 パヤータイ 90，557 13 3 0 3 2 21 4」65 3，408 171002 18．8
4 ターチャテーウィー 101β92 20 0 0 0 1 21 4，119 2，759 16，998 16．7
5 バトゥムワン 97，533 11 1 0 0 2 14 8，572 4，621 36，751 37．7
6 ブラナコーン 761230 7 14 0 0 0 21 51345 3，551 25，538 33．5
7 ポームプラープ 72，040 ↑0 6 0 0 0 16 2，835 2」65 10253 14．2
8 サムバンタウォン 35，547 1 20 0 0 0 21 2，272 2，251 8，日1 22．8
9 ノく一ンラック 60，300 1 14 0 0 1 16 4，524 2β11 15，784 26．2
ワンルアン・　ロック 842，543 124 82 0 0 8 219 50β38 35」21 201，562 239
10 ドーンムアン 157，643 19 1 1 43 0 64 17，861 16，969 79，064 50．2
11 ラックシー 121β15 16 11 0 9 32 68 15，545 141804 611944 50．9
12 パーンケーン 1781864 12 3 5 29 5 54 16β19 151226 691561 38．9
13 サーイマイ 160コ70 5 15 6 33 3 62 16，502 141740 72，233 45」
14 チャトゥチャク 176，501 25 2 0 7 1 35 7，466 5，791 29，936 17．0
15 バーンカビ 149，747 6 1 4 8 2 21 5」70 4，275 23，032 ｜5．4
16 ワントーンラーン 111，978 14 0 0 2 0 16 3，249 2，324 10，924 9．8
17 ラードプラーオ 115，656 5 0 2 14 0 21 5，474 4，637 18，697 16．2
18 ブンクム 1411465 18 0 1 16 0 35 7，836 ス412 28，280 20．0
一ラパー・プロツク 1．313β39 ｜20 33 佃 161 43 376 95，922 86」78 393β刀 3α0
19 ミーンブリー 112，734 0 1 31 15 1 48 71751 71736 321819 29．1
20 クロンサームワー 1171060 0 0 51 月 0 62 7β56 6，486 32，138 27．5
21 ノーンチョーク 109，789 0 0 60 2 0 62 7，818 6，734 37日19 33．8
22 ラートクラバン 132，027 0 0 3｜ 3 17 51 13，987 15コ25 4㌔514 31．4
23 スアンルアン 116，961 29 5 2 5 0 41 91043 61173 40コ03 34．3
24 プラウェート 135，549 3 0 24 6 0 33 6，263 51387 27，688 20．4
25 サバーンスーン 79，974 6 0 14 1 1 22 8，378 7646 3㌔089 38．9
26 カンナーヤーオ 821573 10 0 5 13 0 28 4，659 4478 17，762 21．5
シーナカリン・　ロック 886，667 48 6 2］8 56 ］9 347 65，255 59，765 260，232 29．3
27 ディンデーン 155，766 5 8 0 3 2 18 31928 3，560 15，531 10．0
28 フォイクワーン 79，916 21 1 0 2 0 24 4β66 31285 16，970 21．2
29 クローントゥーイ 133㌦31 28 5 0 2 5 40 21，853 17396 93，633 70．3
30 ワッタナー 82，582 16 0 0 2 0 18 2，954 1，70G 10，330 12．5
31 プラカノーン 101370 28 1 0 12 0 41 6，580 4，616 21β17 21．5
32 パーンナー 102，777 17 16 0 5 0 38 11，926 6，941 301956 30」
33 サートーン 1061333 18 1 0 6 0 25 7，479 5日54 341034 320
34 バーンコーレーム 113，781 26 3 0 0 0 29 1t916 7，378 44，580 39．2
35 ヤーンナワー 921110 17 5 0 0 0 22 4フ65 31400 11，646 12．6
チャオプラヤー・ブロック 967，766 176 40 0 32 7 255 75，767 53，430 279，497 28．9
36 ノく一ンクンティエン 1231525 6 4 24 10 5 49 10，950 10，406 46，634 378
37 パーンボーン 89」40 1 0 7 3 0 11 1，275 1，663 6，990 7．8
38 チョームトーン 173」33 39 1 6 4 0 50 9，200 7，359 41，334 23．9
39 ラートプーラナ 97，273 28 0 0 1 0 29 5，520 3，934 19，760 20．3
40 トゥンクル 10も254 17 1 8 0 2 28 6，396 4，963 22β45 22．1
41 トンブリー 175，768 44 0 0 0 0 44 13β53 10，718 58，095 33．1
42 クローンサーン 107，150 34 11 0 0 0 45 1α942 8，290 42，615 39．8
43 バーンケー 183，809 26 0 9 7 0 42 9C76 6，397 30，342 16．5
クルントンタイ・ブロック 1，05tO52 195 17 54 25 7 298 66，412 53，730 268，115 25．5
44 ノミーシーチャルーン 140，051 33 2 1 4 0 40 6，862 5コ55 26，995 19．3
45 ノく一ンプラット ll61271 40 2 0 0 0 42 111969 9，114 48，693 41．9
46 タリンチャン 104，254 5 0 26 1 0 32 4，460 3，869 18，464 17．7
47 タウィーワッタナー 61」77 0 0 5 4 0 9 ポ908 上664 7，447 12．2
48 ノく一ンコークノイ 1521867 32 7 1 1 1 42 ｜81873 12，095 93，969 61．5
49 パーン⊇一クヤイ 85，075 32 1 0 1 0 34 51660 3，840 20，364 23．9
50 ノーンケーム 123，045 5 0 41 5 0 51 7，506 7，214 38，769 31．5
クルントンヌアー・ブロック 782，740 147 12 74 16 1 250 57，238 42，951 254，701 32．5
バンコク　合計 5，844，607 810 190 365 295 85 田745 411，432 331コ75 毛657刀8 28．4
出典：マリー・ケオマノータム（2006）、p．31
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2．3　タイにおける都市貧困政策の変遷
2．3．1行政主導による都市貧困政策の展開（1960～80年代前半）
　タイ政府が都市貧困層コミュニティに対し、低所得者向け公共住宅事業を実施するに至
った経緯をみると、1940年、内務省の公共福祉局に公共住宅課が設置され、その後、51
年には福祉住宅室が発足している。また、1953年には、政府住宅銀行（Govemment　Housing
Bank）が発足し、住宅融資が開始され、1960年代以降に都市貧困層コミュニティが急増し
てからは、政府によるさまざまな都市貧困政策が取られるようになり、1960年4．月BMA
（バンコク都庁）にコミュニティ改善事務局（Samnakngan　klangprapprung　leeg　Chumchon）
が設置された。1974年には、BMAに社会福祉局が発足し、都市貧困層コミュニティの住
民を対象として、生活向上プログラム、インフラ整備事業、などが計画された。
　1970年代には、第3次国家経済社会開発計画（1972－76）が打ち出され、10年間でバン
コクから都市貧困層コミュニティをなくすことが計画された。このような動きの中、1963
年には、西側諸国の専門家の指摘を参照に、バンコクのディンデーン地区に都市貧困層コ
ミュニティの住民向けアパートが建築され、その後、特別自治体であるBMAが制定され、
BMA内のコミュニティ改善事務局、政府住宅銀行、内務省福祉住宅室を合併してNHAが
73年に設立されてからも、1978以降に、ホワイクアン地区やクロントイ地区、ボンガイ地
区などに4階建てアパートが建設された（写真2－1、2－2参照）。しかし、これらのアパー
トは、家賃が月々400から800バーツ（1バーツあたり約3円）で又貸しされる、または権
利の転売が多発した20）。
霞
潜
鼻
璽●
一1』’悔`
写真2－1クロントイの公共集合住宅（1986年）
　出典：筆者撮影（2005年3月）
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「’IJ
写真2－2ボンガイの公共集合住宅（1978年以降）
出典：筆者撮影（2004年9月）
　NHAは、こうした低所得者向けの公共住宅建設事業の中で、思うように家賃や住宅ロー
ンの回収ができず、財政的に苦しくなってきたことから、オンサイトにおける道路や上下
水道・電気などのインフラ整備を中心とするスラムの住環境整備と、住民参加の手法の概
念によるサイト・アンド・サービス（Site　and　service）事業を実施するようになった。しか
し、サイト・アンド・サービスは、住んでいた居住地より遠く離れた場所の場合、職場が遠
いこと、インフラ整備や交通が未発達ということが問題になり、1980年代半ば以降に中止
され、ここでも問題解決には至らなかった。Somsook，　Boonyabancha（1983）21）によると、
1981年の調査ではバンコクにある410のスラム地区のうち39地区（ll2°／o）がすでに立ち
退かされ、90地区（26．9％）の住民が立ち退きの対象となっている22）。
　こうした背景から、土地所有者とスラム住民が土地を分有し、スラム住民の居住地を計
画的に分離する土地分有（ランドシェアリング）事業も見られるようになった。この事業
では、①現存地区の土地を一旦更地に戻し、一部を地主が商業地などとして活用し、残り
をスラム住民が居住用に活用すること、②スラム再建による人口の密集化、③スラムの再
建、④意思決定への住民の参加、⑤コストリカバリーの5点が条件とされ、ラマIV地区、
マナンカシラ地区、ワット・ラープアカオ地区、サムヨー地区、クロントゥーイ地区、セ
ンキ地区、インタマラ10地区などで実施された23）。
　今日、バンコクの都市貧困層コミュニティの多くでは、歩道が舗装され、排水路が設け
られ、街灯、拡声器、消火器、などが20年あまりの間にかなり改善されたことが成果とし
ていえる。しかし、物理的環境を改善しても、住民自身の住宅改善が促進されることや都
34
市貧困層コミュニティ住民の所得の向ヒにはあまりつながらなかった。その意味では経済
的・社会的開6芭、住宅の改善は、この時期のスラム改善策にとって残された課題であった
といえる24｝。こうした現状について、Yap（1992）も指摘しており、1960年代、1970年代
いずれの施策も、都市全域に膨張・拡ノ＼するスラムを前にして、公共施策としては限界が
あり、財政的な負担も大きく、期待された成果を上がることはできなかったことを示して
いる，．
　バンコクにおける都れ貧困政策の大きな流れは、スラム発生増加期にみられる撤去・移
転型の改善から、都市での住民の定住にしたがって、改善型の住環境整備へと転換し、ス
ラムで生丈れた第2世の住民が増えてきた成熟期になって単に住宅政策としてだけでなく、
住民の生活改善全般に踏み込んでいく必要性から、次第に住民主体のコミュニティ開発へ
と転換した、
2．3．2　住民主体による都市貧困政策の展開（1990年代～現在）
　1990年代に人ると、政治体制における民主化、地方分権化の流れを背景に、従来のスラ
ム対策を見直す中で、グルーフ組織を対象にしたバングラデシュのグラミン銀行、フィリ
ピンのコミュニティ抵当事業など、周辺諸国の小規模無担保融資事業に倣いっっイネーブ
リング・エンパワーメント施策が第7次全国総合開発計画（1992年）のもとに打ち出され
た，．また、同じくして1992年に、アナン暫定政権が12億5千万バーツ（約60億円）の予
算を拠出し、都市コミュニティ開発事務局（UCDO）（9’1がNHAの下で正式に設立した。
　UCDOは、バンコクだけでなく全国の都市貧困層コミュニティ住民の生活改善と組織的
能力を高める開発プロジェクトを実施し、職業訓練などの住民の生活を支援する訓練プロ
ジェクトへの参加を促進し、住民がスラム問題に取り組む財政的・組織的な基盤を援助す
ることを［1指しており、iiとして、貯蓄組合に住宅や生活改善のためにリボルビング・フ
ァンド（回転資金融資）と雇用促進のための融資、住宅改善や移転のための融資、などを
行った、UCDOの設・tt：7周年の報告書によると、1992年から99年の間に594の都市貧困
層コミュニティの開発に関わり、その間に合計345回に亘る研修やワークショップを実施
しているこ5㌧、その間に、UCDOに登録した都市貧困層コミュニティの貯蓄組合の貯蓄高は、
4億7f・　3白’万バーツ余りとなっており、UCDOの資産額も2000年度には16億バーツ余
りに達している、また、これらの活動の過程においては、NGO、学者知識人、他のコミュ
ニティのfll民組織などと効果的に連携できるようにすることがEl標となっている26’。これ
らは、1991年からバンコク都のコミュニティ開発課が中心となったコミュニティ委員会
（カナ・カマカーン・チュムチョン）の制度化とともに、社会開発を支える仕組みとして、
都市貧困層コミュニティの住民組織の形成を｝1指す動きとして捉えられる。
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　現在のCODI（元UCDO）、所長のソムスック（Boonyabanca　Somsook）氏は、　UCDOの
活動とその方向づけについて、「総合的なコミュニティ開発を日的としており、住民の活動
を支援促進させる’1｝：務機関であり、その基本的戦略は、信川貯蓄活動を端諸としてコミュ
ニティの組織化と「川1的な運営能力を高めることにある」、と説明している。これは、行政
とコミュニティとが連携を図りながら、セービング活動を通して都市貧困層コミュニティ
の組織力、管理能力を向Lさせる動きが盛んになっていくrJまた政治的には、多数の都市
貧困層コミュニティの住民が参加した5月事件（1992年）を契機に憲法の改rEが進み、法
的にもNGOや住民がコミュニティの意思決定のプロセスに関わる「住民参加」が保障さ
れていくこととなった271tt
　国家経済社会開発1〕：（NESDB）においても、1990年代社会経済的側面に対する支援の
必要性から都市開発戦略が内：検討されるようになる．第9次国家経済社会開発計画
（2002－06）では、、｝i’画策定フロセスの一環として、郡単位と地域内地域単位の会合でいく
つかの課題についての相」1：議論を行っており、国としての強さ、弱点、機会、脅威、など
の分析、望ましい社会へのビジョン特定、タイの中期的な開発における重要な課題、など
が話し合われた、その計画策定セミナーに参加したタイ国民は、望ましいタイ国社会の姿
について、その質、知恵、調和といった要素を含め、強く安定した社会に向けての自分た
らのビジョンを示した．そして、第9次国家経済社会開発計画の政策目標に、人材育成、
家族、コミュニティ、社会の発展を通して、変革する世界に対応する社会能力を高めるこ
とを挙げている，また、グローバル化した新経済という環境での競争力を高めるため、経
済システムの構造改革も試みており、すべてのレベルでの「良き統治（Good　Governance）」
に・E点を置き、過去に起きたような管理ミスや間違いを防止するものとするとしている、
以ヒのように、社会開発への関心から国レベルで、このような持続可能な社会形成に向け
た都rf了開発戦略の再検討する動きとなっている。
　表2－6は、開発が進む他の諸国と同様の経過を辿ってきたタイにおけるスラム政策の推
移をまとめたものである，また、表2－7にタイの国家経済社会開発計画の推移を示す。こ
の表からも1992年に始まった第7次計画から社会開発の観点が計画に盛り込まれているこ
とが分かる．
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表2－6タイ中央政府の主なスラム政策の推移
年
中央政府の主な政策 政策の主な目的及び実施状況
1940 内務省公共福祉局に公共住宅課が設置される。 農村及び都市貧困者の自助住宅建設への支援。
1951 内務省公共福祉局に福祉住宅室が発足。 低所得者層向け賃貸住宅の建設。
1953 政府住宅銀行（G。vernment　H。using　Bank）が発足し、住
﨤Z資を開始。 貧困者には手が届かず。
1960 BMAにコミュニティ改善事務局を設置。 スラム住宅の強制撤去と新しい住宅の建設。
1963 内務省がバンコク・ディンデーン区にスラム向け福祉ア
pートを建設。
1972 第3次国家経済社会開発計画（1972－76） 10年の間に、バンコクからスラムを無くす事を計画。
1973 国家住宅公社（NHA）が発足。本格的な公共住宅建設に乗
闖oす。
政府住宅銀行、都庁スラム開発課も置かれる。スラム改善事業なども含ま
黷驕B
1974 BMAに社会福祉局が発足。 スラム住民の生活向上事業（リーダーシップ訓練、公衆衛生センター、移
ｮ図書館、下水道、ゴミ処理場など）
1975 NHAとBMAが内務省の調整のもと、スラム改善事業を実{
保険・衛生環境整備、職業訓練助成、小規模事業融資、クリニック、転業
P練
1977 NHA内にスラム改善事務局を設置。 アパートの建設、居住環境整備、職業訓練助成、サイト・アンド・サービス
幕ﾆ
｜978
タイ港湾局がNHAと協力してクロントイにスラム住民向け
Aハートを建設。 スラム居住環境改善事業、移転事業、区画整備等を実施。
1980
与党のブラチャーコーン・タイ党を中心に、大学省内にバ
塔Rク・コミュニティ開発事業（BCDP）が開始．国会で下院
c員の地域開発予算を決議。
国会議員に割り当てられたプロジェクト実施提案費用をプラチャコーン・タ
C党3名の議員がBMAの保健課とマヒドン大学の保険教育学科に提供しAプロジェクトを発足。なお、BCDPの事務局は政府の大学省秘書課に置か
黷驕Bプロジェクトは主として環境整備。
1981 BMA内にコミュニティ開発調整委員会が発足。 バンコク副知事を長として関連課の調整。
1982 NHAとBMAで、スラム関連事業に関する管轄について取
闌?ﾟを行う。住民委員会の登録開始。
NHAは物理的な改善・建設、　BMAはその維持管理と社会経済的改善策の
ﾀ施。
1982 コミュニティ開発調整委員会が発足。NHA内のスラム改
P事務局は、スラム改善局に昇格する。
スラム改善局は、居住者安全課（lnhabitati。n　Securlty　Divisi。n）、社会経済
J発課（S。cial　and　Economic　Deve｝opment　Divisi。n）、環境改善課
iPhyslcal　lmprovement　Division）など3課を含むことになる。
1986
スラム地区の住宅登録の許可。出生証明の有無に関わ
轤ｸ、学齢期のスラムの子どもたち全員の小学校入学を
哩ﾂ。
学齢期の児童が学校に行くことが可能になる。
1987 第5次国家経済社会開発計画（1987－9D
1992 NHA内に都市コミュニティ開発事務局（UCDO）が設置。
都市貧困層開発基金（12億5000万バーツ）を設立主として貯蓄組合やグ
求[プを対象にした住宅や生活改善のため小口ローンの貸付を会員住民
ﾉ向け開始。
1996 第8次5力年計画 撤去移転計画への比重が高まった
1997 NHAとUCDOが労働・福祉省の管轄下になる。
スラム地区における幼児教育の促進を奨励。橋の下のスラムの撤去開
n。
1998 バーツ危機を受けて、政府貯蓄銀行（GSB）はソーシャ
求Eファンド室を発足。日本政府から宮澤ファンドを導入。
CBOや住民ネットワーク組織が強化される。
2000 UCDOと農村開発基金事務所とが合併し、CODIに組織編
ｬされる。
基金総額は32億7，435万バーツで、コミュニティ委員会の制度化とともに自
蕪I開発型の住民組織づくり貯蓄グループ及び住民ネットワークの組織
ｻ
2001 保健省が30バーツ医療サービスを全国で開始。大蔵省が
P村、1：コミュニティにつき100万バーツ基金の設置を開始。
2002 NHAとCOD［が新設した社会開発・人間保障省の管轄下
ﾉ置かれる。
政府貯蓄銀行によるソーシャル・ファンド事業が終了。
2003 CODI支援のバーン・マンコン・事業とNHA支援のバー
刀Eウーアートーン事業を開始。
政府の発表によると、5年以内に100万戸の低所得者用住宅を建設し、全
曹ﾌ都市貧困層の問題を改善する。
出典：新津晃一「スラム形成過程と政策的対応」（1998）及び、秦辰也『タイの都市スラムにおける
　　　住民参加とこども参加による持続可能なまちづくりに関する研究』（2005）を参考に筆者作成
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表2－7タイの国家経済社会開発計画の推移
国家経済
ﾐ会開発
v画
期間
GDP
ｬ長率
i目標〉
主要方針 政策
第τ次
61年～66年 8．7
i5，5）
・インフラ整備（道路、港湾、ダム等）・民間企業の投資奨励・輸入代替鉱業育成・国内産業保護 ・高関税による国内産業保護・公共投資によるインフラ整備
第2次
67年～71年 7．2
i8．5）
・国内原材料品の活用・労働集約型産業に関心（繊維産業の成長）
第3次
72年～76年 6．5
i7）
・農業生産の拡大と輸出指向工業化による輸出奨励・選別的外資導入政策・工業地の地方分散化
【輸出指向型工業化政策】・輸出産業に労働力集中・輸出製品に必要な輸入財の関税軽減・輸出業者への低利融資等のインセンティブの導入
y1972年投資奨励法】・輸出産業の重点的奨励・工業地の地方分散
第4次 77年`81年
7．4
i7）
・雇用機会の創出（天然ガス開発、発電所建設等の国
c企業の投資）・所得格差の是正・生産性向上による成長への転換を目指す農業発展・輸出指向の農業関連産業を中心とした工業発展
【輸出指向型工業化政策】（引き続き）・輸出産業の育成、工業地の地方分散、輸出促進
n区の設立、大規模輸出業者に対する支援等
y産業育成】・天然ガス開発、化学肥料等
第5次 82年`86年
54
i66）
・準工業国としての基盤確立
E資源開発計画推進による重化学工業化と経済活動
ﾌ地方分散・一人当たり所得倍増計画
第6次
87年
`91年
109
i5）
・エネルギー部門の民営化・雇用増大と所得分配・生活の質向上と地域格差縮小・製造工業を基礎とした経済を構築・全般的な投資奨励策の実施・特定産業に対する輸入税等の減免・輸出促進策の強化・中小企業の育成・外国投資の誘致奨励・東部臨海工業地帯における基礎産業の確立
・輸出指向型・労働集約型工業の育成発展
iレムチャバン地区に電子・電気工業や自動車部品
ﾈどの機械工業、繊維工業など幅広い産業の立地
v画）　　　　　　　　　　　・投資手続きの簡
f化、投資惰報提供の強化など外資誘致に向けて
?ﾌ的措置導入・工業の輸入税等輸入規制緩和
第7次 92年`96年
8．1
i8．2）
・持続可能な適度な成長への維持・所得再分配と地方への開発分散・人的資源育成と生活の質の改善
・チェンマイをはじめとする地方への開発分散・重点産業分野は①農産物の加工度を高めた食品
ﾁ工業、②繊維・衣類、③金属、④電子機器、⑤石
精ｻ学、⑥鉄鋼
第8次 97年`01年
4．9
i8）
・人材・社会の開発及びそのための経済の安定化（エ
塔Wニアの育成等）・持続成長を目指した地方経済の促進と天然資源開
ｭ　　（非農業部門と農業部門の所得格差是正）・民間と公的部門の協調（道路、港湾、上下水道、通
M等のインフラ整備）
【生産性向上に力点】・人材開発を行なっている民間企業への融資・税軽減や職業訓練所の設立等を通じた労働者の
Z術向上・投資促進や研究開発を行なう企業に対する税・金
Z面での優遇策による技術向上・重点産業分野は①自動車、②電機・電子、③一般
@械、④通信
第9次 02年`06年
一（4～5）
・人材開発・経済的均衡、生活の質向上
E貧困の根絶の達成・政府活動の透明性向上・競争性の発展・科学技術開発の強化 ・以下の重点産業分野の誘致を促進する方向
@農業・食品加工②自動車③エレクトロニクス④ファッション⑤その他高付加価値分野
第10次 07年`10年
出典：NESDB、日本政策投資銀行「タイの工業化の概要」（2001年12月）、（財）海外職業訓練協会
　　　（2004）「タイ国家開発計画」に基づき（株）三菱総合研究所作成。
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　次に、タイの都市貧困層コミュニティで生活の向kをII［’｝〈」に設立する住民組織について、
大きく分けると、住民自身が自発的または自然発生的に組織化した自治組織的な住民組織
（貯蓄グループなど各種住民組織）と、行政のil導によって受けIIIL的な形で作られた住民
糸H織（ilに住民委員会）とがある28’。
　1970年頃の住民組織は、都市貧困層コミュニティの住民が都市で生活していくための
Ill助的ネットワークとしてあり、生活防衛のために葬式のための互助・や小規模な講などに
よって近隣、親戚、友人、など生活などのJII助によって、不足する人的資源や資金的援助
は農村から補うなど伝統的々：助的組織をもっていた。この当時の都市貧困層コミュニティ
のなかでは、住民組織よりもil：酬性に基づく擬似的兄弟関係（Patron－C｜ient）が住民の生活
を支えていることを示しており、撤去の対象となった都市貧困層コミュニティの一一・部で撤
去移転策に反対する闘争的な組織が作られることはあったが、NGOなどの外部からの支援
なしに住民組織が強力であった例は少ない29’，
　1980年代以降、バンコクの都市貧困政策が本格化する時期であり、住宅改善を主な視点
としてスラム問題に取り組んだソーポン（Sopon　Pornchokchai）は、バンコクの都市貧困層
コミュニティのなかで、自1：的に形成された住民組織が少ないことを示しているJまた、
1990年のBMAの統計では、981のスラムのうち住民組織がないものが46％、行政の支援
で形成されたものが28％、その他の支援で形成されたものが14％となっており、住民自ら
が組織したものは12％であった。また、それらの住民組織も緊急な課題がないところでは
不活発になりがちで、試験的に行われた1978年代以降の公共集合住宅建設のように、目的
が明確でも住民参加は一様ではないことが明らかになってきた30）。
　バンコクの都市貧困層コミュニティにおける都市貧困政策に対応して、松薗祐子（1999）
は、住民組織も次第に変化しており、発生期（1970年代）を伝統互助的組織、撤去移転策
による増加期を対抗的闘争的住民組織、改善事業の受け皿として定着した時期をプロジェ
クト協力型組織、コミュニティ開発として成熟期を迎えた組織を住民自治型住民組織、社
会開発全般を担う組織を自助的開発型住民組織と呼んでいる「’　］’（表2－8）。
　また、1991年のBMAにおけるコミュニティ委員会（カナ・カマカーン・チュムチョン）
の制度化による成果については、2001年から2004年まで調査を実施してきたクロントイ
におけるコミュニティ委員会の事例から下記の5点を挙げることができる。
①地域コミュニティを・っの単位として行政に設定されたことにより、地域の範囲と成
　　員が明らかになり、都市においても自治の最小単位の明確化が成されたこと。
②コミュニティ委員会があるコミュニティでは、地域で起こる問題点を明確し、住民自
　　らが・㌦1案した計画により、地域の居住環境改善がなされる道筋が明らかになったこと。
③コミュニティは住民の自助努力によるコミュニティ開発を目的として位置づけられる
　　が、関係機関との調整を委員の任務の・つに含んでいるなど行政の末端組織としての
　機能をもつ側面により、行政と地域住民との間に入り、パイプ役になる役目があるこ
39
　　ど、
④J］に’度のコミュニティ開発課による会合で、問題点の話し合いや、コミュニティ委
　　員の代表、スラムの居住環境改善にかかわる他の関係部署の職員、UCDO指導員、な
　　どを集めた話し合いを通して行政にとっては住民の意向を汲みヒげる場、また住民側
　　にとっては地域内の問題を行『政に訴える場として住民が要望を述べることができるよ
　　うになったこと、，たた、様々な都市問題においても住民の意見の場が設けられるよう
　　になったこど、
　上記のコミュニティ委員会の制度化は、社会開発を支える仕組みとして、住民組織の形
成を日指す動きがあるf例えば、コミュニティ委員会の活動内容は、月に1度の区役所に
おける定期的な会合により、コミュニティに内在する問題点の話し合い行っている。ここ
では、コミュニティ委員会代表者（2・名程度）、住環境改善に関わる他の関係部署の職員、
UCDO職員などの関係者を集めた話し合いを通して、コミュニティ改善のための事業予算
の獲得していくことが目的ではあるが、各地域から持ち込まれた問題にっいて話し合い、
どのような‘1操が必要であるのかを議論することによって、行政は住民の意向を汲み上げ
る場として位置づけることができ、また、住民はコミュニティの問題を行政に訴える場と
して位：置づけることができる、コミュニティ委員会の設置状況（1996年時点）にっいては、
実際にBMAのコミュニティ開発課の条例に沿った形でコミュニティ委員会を形成してい
るのは、バンコク都全体で1．200ヶ所あまり、またそれを人口にして20％にすぎない、な
かでも住環境が劣悪な地区（41％）と農村的な村落組織を基盤とする郊外地区（332°／o）
の割合が多く、分譲住宅のものは5．4％と少ないcこれは委員会制度の目的の一っに、都市
的インフラ整備があげられているため、必要性の高いところから組織化が進んでいること
にある～2；。こうして、コミュニティ委員会がBMAによって制度化されてから、都市貧困
政策や住民組織に大きな影響を与えているe
表2－8都市貧困政策に対する住民組織の変化
スラム発展段階 対スラム政策 住民組織の型 住民組織の活動目的
発生期 なし 伝統的互助関係
生活の支え合い、
_村とのネットワーク
増加期 強制撤去策 対抗的闘争的住民組織 居住確保
定着期 改善事業 プロジェクト協力型組織 環境改善とその維持管理
成熟期 コミュニティ開発 住民自治型住民組織
社会参加、住民自治、
s政との連携確保
成熟期 社会開発 自助的住民組織
社会開発、自助努力、
Z民参加、人材育成、
ｩ立、エンパワーメント
出典：松薗祐子（1999）「バンコクの都市住民組織」、p133を参考に一部筆者加筆。
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　次に、都市貧困層コミュニティの住環境改善に関わるNGOは、その多くが1970年代後
’トから80年代にかけて設・1／1され、NGOによる住民のエンパワーメントを支援する活動も
活発化していったftタイ政府は、第5次計画（1982．86年）の頃から開発戦略のなかでNGO
と関わりを持つようになり、第6次計画（】987－91年）には、農村開発におけるNGOの果
たした役割が評価に値したことにより、第7次計画（1　992－96年）の中で、農村開発だけで
なく、環境、女性、エイズ、など様々な分野でのNGOの活動と行政が連携を持っていく
ことが盛り込まれるようになっている33）。
　たた、1970年代に政府がコミュニティリーダーのトレーニング等のスラム改善事業が始
めるといくつかのNGOも参加し、都市貧困層コミュニティで支援が行われるようになっ
仁、主た、1980年にバンコクのスラムで活動していたNGOの数は、海外のNGOの支部
を中心に6団体で、対象となっていたスラムは10に満たなかったが、1990年代には12団
体が組織化され、現在では、100以iiのスラムにおいて何らかの活動を行っている。
　このような背景の経緯としては、都市貧困層コミュニティにおけるNGOの活動は、撤
去移転策時にタイ政府の都市貧困政策とは対抗的に、住民の権利を主張する人権支援活動
を続け、現在では、社会開発が政府のプロジェクトに盛り込まれるようになり、NGOと行
政の協調、連携も出てきたのである．
　liた、｜g70年代には、タイ戊七産党と学生運動家達とはイデオロギー的に同一一路線を歩み
ことができず、タイ共産党に失望した学生運動家達が社会運動に関心を向けはじめ、NGO
の職員になる人も多かったttタイでは、1973から76年に大衆的な民主化運動の高揚がみ
られ、1976年には「linの水曜日事件」が発生した。そして1981年には、プレーム首相は
そうした動向を察知し、学生運動家達の鎮圧に成功したが、彼らの理念は、社会問題、社
会運動へと関心が向けられていった。また、こうした社会運動に身を投じていった人物の
なかの一人であるスラムの天使と讃えられたブラティープ・ウソンタム・秦女史が、1978年
にスラムにおける教育活動での貢献によりアジアのノーベル賞ともいわれるフィリピンの
「ラモン・マグサイサイ賞（公共福祉部門）」を受賞し、多くの人々の注目と関心を集めた
こともスラムを対象とするNGOが増加する要因となった。このようなNGO活動の活発化
によって、多くの都市貧困層コミュニティで自発的な住民組織が活発に組織化された背景
からも、NGOが果たしてきた役割は重要なものであったことがいえる。表の2－9は、タイ
の都市貧困層コミュニティで活動する主なNGOとコミュニティネットワーク組織の設立
の動向である，、コミュニティネットワーク組織の形成過程については、90年代以降にコミ
ュニティ間やグループ問でネットワークが全国に組織化された、
　現在におけるコミュニテで開発において、政府、NGO、住民組織、住民ネットワーク組
織、などの幅広い開発アクターの連携のもとで、住民参加を促進し住環境改善を進めてい
くことが求められており、そのための具体的な枠組みや社会の仕組みを構築していくこと
が卍要である、、
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表2－9タイで活動する主なNGOとコミュニティネットワーク組織の設立
年
1932
1934
1957
1964
1965
1970
1973
C）7770∨Q∨
1978
1980
ー288Q》∩01　
1
4C）889∩O
1987
1988
010）Q）0）O）
1992
340∨Q∨0）0）ー　
－
1995
1996
1997
1998
1999
2000
NGO
Y．M．C．A．Bangkok（71年頃よりスラムで活動）
Church　oトChrist　irl　Tllai］and（（：C／’）
Adult　Educallor〕Laborato「、．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
SOon　Klang　ThCWε｝∧SS（｝ciE｝tion
Crcdlt　l　lnion［．eague　ofTha日and
K、von　Sh八｝目es．　pital　F〈川ndatton
1’lanned　Parenthoed　Associalion　orThailand
［lu］TlaTI　I）eve［OPrnent　Center｛llD（r）
World　Vlsion　inTl、ailand｛WVT｝
Chr［stlan　Childrcn　l・．oud　in『「hailand（CCF）
Frlellds　lb「∧［］Childrcn　Foundation
Fondatk、n　tbr　Better　i．［fe　Ch［ldrcn
DUang　PratCCP　F（，undation（1）Pl，）
Pec’）ple’s　Organl／atiOII　lbr　Participati（）n（1）（りP｝
Bui］dlng　Together　Associat】on〔BTA）
．lapan　Internat［onal　Vo］unlecr　Center（」V（．’｝
．lapan　Soutoshu　RelicfCotnmitlee　（JSRC）
〔Rc‘gi：　tered　as　the　Slkkha　Asia　l：oundalion　in　1992）
Rcdd　Barna（Norwet．ian　Save　the　Chi］drcn）
1「oundatson忙r　S］um（／h［］dcarC　l｝「SC）
SlurTI　Study（｝roup
Advanced　Mcdia　t’orじducatlo｜l　and　l）c、．ctopTncnt
llum［ln　Sett］emen｜F（、undution（｝ISF）
Ruam　N’amchal　Itoundation
［”oundat］on［b「（、）uu［it｝・oゴ1．ifL．1）c、．elopmcnt
SaCn．11ien　Group　Foundatlon
Coerdtnating　C（）mmlnee　lbr　l　lu】11　DeNelopment（CCSD；
YvurlLJ　People　DeL．elopmcnt　Center（Yf・）1）C）
Foster　Parents　Plan　International　Bangkok
Asian　Coaiition　for　Housing　Rights（ACHR）
Slum　Deveiopment＆Reconstruction　Program
Sahachumchon　Ruamchai　Pattana　Housing　Cooperation
Training　Center　for　Urban　Poor　Development
School　of　Urban　Community　Research　and　Action
Grassroots　Development　Institute（GDI）
Santisuk　Foundation
Urban　Community　Foundation（Currently　Thai　Community　Foundation）
Urbarl　Development　Research【rlstitute
住民ネットワーク組織
Confederation　ot’Khlongroev　Slum
　　　　　　　　　　　　　　　L．　　　　　　　，
Saving　GrQups　and　Rice　Banks　fc）r　Slum　development
by　NGOs　in　Bangkok
Ruam　Namchai　Group
Pattana　Chulτ1chon　Coodinatien　Center
Khlongtoe、』Anti－Drug　VOIunteer　A9．sociation
United　Slum［）eve｜opment　AssociatiQn〔USDA｝
Ruam　Pattana　Chumchon　Center
Sa、「ing　Group　f｛）r　Slum　Development　b｝・UCDO　in　Bangkok　and　Province
KrungTai　Taxi　Nel、、’ork　in　Bangkok
Tounkru　Rasadon　Sa、．ing　Network
　　　　　　　　　　　　　　　　メ
Khon　Kaen　Communitv　Network
Assembl、．　ot‘the｝）oor
Chantaburi　Communit＞‘De、．』elopment　Network
Nakhon　S｛Thammarat　Slum　Network
Jatuiack　Network
Chumporn　Villege　Bank　Network
Pathumthani　Democratic　Sax’ing　Network
Chiang　Mai　Con〕munits．　Coordination　Center
　　　　ヒ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
4Regions　Slum　Network
Samut　Prakhan　Sa、．ing　Group　Network
Khlongtoe｝’Enx・ironmental　Protection　Group
口Network　Groups　w而UCDO　Sa、’ing　Scheme
Ubon　Rachathani　Slum　Network
Chiang　Mai　CBO　Network
l7Network　Groups　with　UCDO　Sa、「ing　Scheme
Network　tbr　Slumsし．lnder　the　Bridges　in　Bangkok
Network　tbr　Slums　on　the　Land　ofState　Railwa、・
19N　etwork　Groups、、．ith　UCDO　Saving　Scheme
8Network　Grou　s　with　UCDO　Saving　Scheme
出典：秦辰也『タイの都市スラムにおける住民参加とこども参加による持続可能なまちづくりに関する
研究』（2005）、p179
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2．4　タイにおけるコミュニティ開発の歴史的背景
　タイにおける最も占い形態のスラム出現は、タイの伝統社会を特徴づける制度として「サ
クディ・ナー」制度（位階田制）「1（））が存在していた1868年以前の時代といわれている。
基本的に農耕村：会であるタイでは、絶対1政のもとで「サクディ・ナー」制度が敷かれ、
バラモン教の思想をヒ台とする1三室を｛いL・とした権力や財産を持っ支配階層が、アミニズ
ム思想を背景とする農民などの被権力者側を「保護」するという・1〆：場をとり、仏教思想に
よる相fl：依存的、共生的な「保護一被イ呆護関係（Patron－　Client）」によって社会形成が行わ
れたW、「サクディ・ナー」制度については、タイ祉会のメカニズムと共に、タイ人の政
治参加や社会参加に背景にあるタイ人のこころを知る1二でも宗教観と並んで重要な視点で
あると考えられるW，この制度は、完全廃止となる1928年まで500年以ヒ継続し、国民
の意識の中に浸透していった．その後、タイでは国Eの10の法則（トーサピットラーチャ
タム）と｜2の義務（チャクラウィティワット）による貧困救済が開始され、さらには人民
党による、ttl憲革命を経て］1津政権へと移行する過程で伝統的なイ：目互扶助に変わる社会保障
制度の整備へと徐々に移行していくことになる．
　秦辰也（2005）によると、こうした歴史的経緯の背後に、軍事政権ドのタイではバンコ
クを中心に第2次世界大6幾後の急激な産業化政策によってスラムが生成されるが、「サクデ
ィ・ナー、制度という慣習的で宗教思想に基づく身分制度と社会メカニズムによって植え
つけられてきた強固な秩序意識は、農村出身者が多く生活する今日のスラム住民の中にも
存在するものとして推察される。だが、1970年代の学生運動や、90年代の民主化運動を経
て「市民」による参加意識が活性化することでタイの政治的変化には著しいものがあり、
都市スラムの調査やNGOの活動も積極的に実施されるようになり、現代においては「市
民社会」が徐々に形成され、NGOや住民リーダーの役割が明らかに増してきている36，，。
　産業化に伴うスラムの生成を受けて、バンコクをはじめとする都市スラムの調査は、1960
年代後’トから70年代にかけて活発になり、軍事政権への反発が強まって学生らが決起した
1973年と76年の学生革命｝切とも…ftrなって、社会問題への関わりが強かったタマサート大
学などを中心に進められていった37’、1969年から70年にかけて、タマサート大学社会福
祉学部が実施したスラム調査に関わったアキン・ラビーパット（Akin．　Rbibhadana．1983）
は、その後この成果を基に「スラムー問題の所在と解決方法」をコンケーン大学在籍中に
暑iし、「人口密集コミュニティ＝スラム」の解決の方向として住民組織（CBO）をつくる
ことによる問題解決や住民参加の重1要性について警鐘を鳴らした，また、1970年代から80
年代においてはアジアIl科大学院（AIT）などによるスラムや住宅政策に関する調査も活
発にそJわれclh、1985年には大学院生であったソーポン・チョークチャィ（Sopon
Pomchokchai、1983）もバンコク周辺に散在している1　，020ヵ所に及ぶスラムやスクォッタ
ー地区の実態を論じ、コミュニティの住民組織による居住環境の改善策を強調した38）。
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　ヒ記に加え、近年における住民参加のメインストリーミングの背景には、①都市貧困層
におけるNHAの住宅供給政策の成果Eがらなかった、②NESDBの第7次国家経済社会開
発計画（1992－96）における「社会開発」というキーワードが計画に盛り込まれたことで、
都市貧困政策をi：として行うUCDOが設置された、③今日における民ll化による政治的状
況0）変化（1997年に新憲法が起eliされ、法的にも「住民参ノJ［］」が保障されたことで、スラ
ム住民の川ll環境改；1ξへの自律的役割が増加し、政策提「亨への機会も拡大された39）、など
との因果関係があることが推察できるrtこうして現在においても、多くの都市貧困層コミ
ュニティでは、政府、地方そJ政やNGO等による支援活動よって、住民自身がイニシアチ
ブを持ってil体性を確保しつつ住環境整備を図り、自、’）1に向けたコミュニティ開発を展開
している、
2．5　本章のまとめ
　本章では、タイの都市貧困層に対する政策の変遷を明らかにし、住民参加によるコミュ
ニティ開発のr・f能性と」果題について考察をした。これにより、従来の限られた財源をもと
にした政府1：導のトッフダウン型からコミュニティの自立的な開発を支援するコミュニテ
ィ開発の可能性を明らかにした、
　タイの都市貧困層コミュニティにおける都市貧困政策の変遷は、開発途ヒ国の典型的な
ケースといえる。1970年代にNHAの設立と伴に集合住宅建設を開始し、1970年代後半か
ら1980年代にかけて、サイト・アンド・サービスや土地分有事業などの特徴的な事業を取
り人れ、1980年代後’Pには、コミュニティを対象とした開発に住民組織やNGOが参加す
る仕組みが作られ、公共i三導のハード整備重視から、住民参加による住環境改善における
マイクロクレジットの導入にみられるようなインセンティブを活かしたエンパワーメン
ト・イネーブル政策へという転換が見られた。1990年代には、インフラや住宅などのハー
ド整備を行ってきたNHAに力r】え、　UCDOによる貯蓄グループを対象とした小規模無担保
融資‘｝｝：業が開始された。その後2000年、UCDOは農村コミュニティの開発基金と併合し
CODIへと発展的に改組され、個々の貯蓄グループ形成やコミュニティ支援から、ネット
ワークへの支援に活動を拡大しており、住宅建設や住環境整備、生活白立支援などに向け
た資金の貸付を行い、各種の情報の提供、訓練プログラムへの参加の促進を支援している。
　ソノ、都市貧困政策の変遷に伴い、住民組織も変容した。松薗祐子（1999）は、発生期
（1970年代）を伝統η1助的組織、撤去移転策による増加期を対抗的闘争的住民組織、改善
］燦の受け川Lとして定着した時期をプロジェクト協力型組織、コミュニティ開発として成
熟期を迎えた組織を住民自治型nl民組織、社会開発全般を担う組織を自助的開発型住民組
織と呼び、開発の商去や過程に合わせたfll民組織の形成がされてきたことを示している、
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　このような中、CODI及びNHAはタクシン政権時に、社会開発・人間の保障省ドに置か
れ、2003年から「バー一ン・マンコン・プログラム（BMP）」と「バーン・ウア・アートー
ン（BEP）」といった住環境整備‘P業が実施しており、従来のパッケージ型’拝業からオルタ
ナティブな選択型’1ぱiへと変化している，、これにより住民はNHAのBEPか、またli　CODI
のBMPかを選べるようになった，，
　以1：のように、都市化の過程で地方分権化や市場の拡大、民i：化を背景に、さまざまな
開発の局面においてガバナンスの磁泣など多様な1：体の参加が求められ、都市貧困層を対
象にした開発政策も、従来の限られた財源をもとにした政府主三導のトップダウン型からコ
ミュニティの〔い」ノ1的な開発を支援する参加型の事業方式へ、施策の展開もみられるように
なってきた，
　“－11〈：参加による住環境整備において、政府、NGO、住民組織、コミュニティネットワー
ク組織、などの開発アクター一間の連携の｛、とで、住民参加を促進し、住環境整備を進めて
いくことが求められており、そのための具体的な枠組みを構築していくことは課題である．
こうした中、CODIではいくつか0）BMP実施地区において、コミュニティ内に小規模住民
組織を組織化することを促して事：業を実施している
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【補注】
（11アマルティア・センは、開発θ）対象がモノではなく、ヒトであると提唱している．それは、
　発展あるいは開発は、財やサービスの拡張という商品の増大ではなく、また効川の増大でも
　ない、すなわらそれは、「モノ」中心の経済的な「べ一シソク・ニーズ」だけを満たすもの
　ではないとし、開発は、様々な「権利付与（entit］ements）」に結びっいた行為と、存在に関
　わる「（潜在的）諸能力（capabilities）」の拡大を意味する（恩田q：雄、2001：p．74）．、
’？・　1958年から軍‘1］：クーデターによって発足したサリット政権時に、本格的な民間主導による
　1業化を中心とした経済開発が始主った。またこの政権により国家経済開発庁（現在の国家
　経済社会開発庁：NESDB）が設置された、その後幾度かの軍事クーデターにもかかわらず
　この経済開発戦略は糸1オi続し、その結果国全体として1960年代8．7％、70年代7．3％、80年代
　7．1％と高い経済成長率を維持してきた（ド川雅嗣、2007：p．47），
、遠藤環（2007）『グローバルfヒ時代のバンコクにおける構造変化とインフォーマル経済』、
　p36、ノ《3－1「バンコク都（BMA）におけるスラム・コミュニティ数の変化」を参考にした。
．』?X60年代からの初期段階における公共主導の強制撤去と公共住宅建設との併行期間を経て、
　1970年代には第：段階として政府が基盤整備を行った。これに加え、移住した住民が与え
　られた敷地に住宅を建設すろサイト・アンド・サービスや、土地所有者とスラム住民が士地
　を分有するランドシェアリングなどが進められてきたが、いずれも都市全域に膨張・拡大す
　るスラム・スクォッターを前にして、公共施策としては限界があり、財政的な負担も大きく、
　期待された成果はヒがらなかった（藤井敏信、佐々木康彦、20051p．132），
t5』 oンコク都において、コミュニティの登録制度が本格化したのは1990年代である（遠藤環、
　2007：p．35），
，6 aMAはL6001㎡（1ライ）あたり15家屋以上、　NHAはL600㎡（1ライ）あたり30家屋以
　卜：を1箇所として定義している、
’7 @タイでは、身分証明と住民登録を以って、コミュニティの住民としての公的手続きを行う
　のが通常である、、都市貧困層コミュニテ｛の住民に関しては、ほとんどが自分たちの土地で
　ないため、コミュニティ委員会を設置するといった公的手続きを以って、期限付きではある
　が借地権を得て都市コミュニティとして登録されるt／付録資料（3）に示す「1991年版共同
　委員会（ヵナ・カマーン・チュムチョン）に関するバンコク都規約1によると、コミュニテ
　ィ委員会が組織されるコミュニティの特色によって5つに分類される（表2－1参照）。委員
　会の構成は、コミュニティ内に戸籍がある者で、7名以上25名の範囲で2年に一度の住民
　の1百接投票選挙に、kって選ばれる，
「8） ｱこではBMAの定義ではなく、NHAの分類方法によろ統計資料を参考とした。
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（9） tCDOの活動について、穂坂光彦（2001）は、アジアの都市スラムの自、tf：運動と政策環境
　の観点から、フィリピンのコミュニティ抵当’P：業（CMP）や／kキスタンのオランギー・ハイ
　ロット・フロジニtクト（OPP）、UCDOの貯蓄型n立運動を内発的発展の枠組みのf｛［で捉えて
　おり、イネーブリング政策と関連づけている（秦辰也、2004：p．94）．、
i，　1°；@1サクディ・ナー」制度とは、　1：地ド賜を軸としてピ　ー官僚貴族との関係を規定する枠組
　みをり’えており、官僚貴族が官ll哉にある期間は、．1三の所有するヒ地の利用権を与えられ、自
　川民と奴隷に労役奉仕を課することができる・．・・方で、彼らを庇護iする義務を負うといったも
　のであった、．屯要な点は、この制度のもとで農民は、庇護者の｝1地経営のため6ヶ月間（後
　に3ヶ月に改1ピ）の労働奉イ・ヒをしなければならないことで移動が制限されてしまうことであ
　る、Eた、秦（2005）によると、「サクディ・ナー」制度に対する見解は大きく二つの分か
　れ、抑圧的な封建161」度とする見方と、緩やかな社会制度という見方が存在することを示して
　いる、
．M， rhlomo＆Thipparat（1983）、　Sidhijai（1983）、Somsook（1983）など（秦辰也、2004）っ
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第3章CODIにおける住民を主体とする住環境整備計画及び事業
3．1　はじめに
　国家経済社会開発庁（NESDB）の第9次国家経済社会開発計［［垣1（2002－06）では、従来
の経済中心の開発かC」コミュニティを基盤にした社会開発への展開が見られるが、これを
受けてCODIでは、政府と協調しつつ2003年から5年間の期間に、全国の2百の都市にお
ける都市貧困層30万llt帯、2，000のコミュニティを対象に、現存する・1：地所有問題を解決
し、住宅、基盤施設の整備、福祉・経済状況等の改善等を目的とした「BMP（バーン・マ
ンコン・フログラム）」事業を打ち出しているrv
　本章では、第1にCODIのこれまでの活動を整理し、小規模住民組織を単位とした事業
の展開となった背景を明らかにする、第2に、政府が支援する住環境整備事業（CODIの
BMP、　NHA　O）BEP）の理念や事：業の特徴を整理する。第3に、小規模住民組織を組織化
する理由について考察する．
　本～；？では、1992年に設、1乙されたUCDOからCODIまでの活動の展開について、2007年
に実施した現地、凋査、及びCODIでのインターンシップ（2007年5月から10月）も参考
にしているc具体的には、2007年9月、2008年3月にはBMPのIOパイロットプロジェ
クトを実施したバンコクのチャルーンチャイ・ニミソトマイ地区、ガオ・バッタナー地区、
クロントゥーイ・ロック7－12地区、ルアン・サーマソキー地区、のそれぞれBMPに参加
した住民に聞き取り調査と参与観察を実施した。また、チャルーンチャイ・ニミットマイ
地区、ガオ・バッタナー地区では、事業に参加した全世帯の住民に対し、2007年IO月に
ガオセン地区（ソンクラー県）で実施した質問票を用いて、2008年3月に質問紙調査を実
施した（い。
3．2　CODIのコミュニティ改善戦略
3．2．1CODIの設立
　都市貧困層コミュニティにおいて組織化された貯蓄組合を対象に、小規模無担保融資事
業を通してスラム改善を行ってきた都市コミュニティ開発事務所（Urban　Community
Development　Office：UCDO（2））は、2000年10月にNESDBに置かれていた農村開発基金
‘｝i・務所（Rural　Development　Fund：RDF）と統合し、発展的に改組されコミュニティ組織開
発機構（Community　Organization　Development｜nstitute：CODI）となった。　CODIは、コミ
ュニティ組織開発機構設、1万勅令によって設、㌧：された「独立行政法人（Ongkan　Mahachon）」
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である1）。設立後も、①委員会の構成（活動における独自性の確保）、②政府からの自立性、
③コミュニティの発展、貧困者自身の歩み（People’s　Process）の発展こそが真の発展であ
るという考え方、④ネットワーク化の推進といったUCDOの性格は引き継がれた2）。また、
COD1の支援体制（資金の流れ）についても、図3－1に示すように、　UCDOから引き継い
だ信用貸付によるセービング活動を行っている。
　CODIの広報資料によると3）、　UCDOとRDFとの統合にっいては、1995年から1996年
頃にかけて最初の話し合いがもたれ、その後2000年まで政府関係機関や学識者、NGOな
どの代表者らによって検討されてきた（3）。そして最終的には、農村と都市コミュニティと
の連携の強化を図っていく目的で、2000年7月4日、チュアン政権によって正式に法案が
成立した、，農村コミュニティと都市コミュニティとの連携に関しては、互いの経験や性質
の違いを活かして、ネットワークを通した交流により社会全体をボトムアップさせていく
ねらいがある，、CODI設立に当たって、　UCDOから総額25億2，681万バーツ、　RDFから7
億4」54万バーツの基金が持ち寄られた4）。
　2000年時点で、UCDO（CODI）の関係する貯蓄組合のカバーする範囲は51県で、全国
の1273の都市貧困層コミュニティで貯蓄グループの設立やそのネットワーク化などを支
援してきた。
％＼㌔13
◆5010←
メンバー
〆
15％
SG：貯蓄グループ
メンバー
メンバー
図3－1UCDOの支援体制
出典：CODI（2006）パワーポイント5）
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　田坂敏雄（2005）6）によると、図3－2に示すように、coDI委員会は、政府機関の代表者
4名、学識者3名、コミュニティ組織の代表者3名からなり、COD1の政策と方向性を決定
する最高の決議機関である。コミュニティ組織開発統合小委員会は、各地方のコミュニテ
ィ組織の代表者　30・ix，からなり（必要に応じて人数は変化）、この全国の代表者会議でCODI
委日会に提案する前に、地方・県レベルの事業開発の考え方を策定する役割を持ち、加え
て各種の苗要計画を’MJ『する・ヒでの考え方を提出する。主要問題開発委員会は、地域ごと
や戦略ごとの「i’F　；k開発の方向性や考えJfにっいて役割を持ち、あるいは共同作業が必要な
論点については全国レベルの戦略作業委員会を開イ崔するf」たとえば、自活のためのコミュ
ニティ基本計画作業委員フミやコミュニティ文化作業委員会などである。地方委員会は、地
方のコミュニティ組織の指導者5名と、地方の他の組織の代表者からなる。この委員会は、
地方の戦略を策定し、地方レベルのネットワークを結びっける舞台となり、加えて予算利
用の計画を策定するtそして、地方のコミュニティ開発の管理を担当する。県グループ委
員会は、文化状況に応じて県グルーフに分割することによって県ごとの方向性を定める。
現在、26の県グルーフがあり、地方レベルの方向性の前に、県グループごとに独自の事業
の進め方を定める．．このように、CODIはコミュニティ開発の基軸とするために組織が構
成されており、政府から独・シ：した行政法人である。
　CODI委員会
（独立した意思決定機関）
主要問題開発小委員会 CODI コミュニティ組織開発統合小委員会
CODI実行事務所 地方委員会
県グループ 県グループ 県グループ
県 県 県
ネットワーク ネットワーク ネットワーク
コミュニティ組織 コミュニティ組織 コミュニティ組織
図3－2CODIの組織図
出典：CODI（2004）、田坂敏雄（2005）、　p61
注：コミュニティ組織は、活動によってコミュニティ委員会または協同組合になる。
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3．2．2　UCDO／CODIの活動
（1）マイクロクレジットを基調とした小規模無担保融資事業（4）
　UCDOのllな活動は、バンコクだけでなく全国の都市貧困層コミュニティにおいて貯蓄
グループを組織するとともに、その活動を促進するための回転資金の融資を行ってきた。
小規模無担保1篇l！資は、1998年までは3種類のローンを貯蓄グループに貸付ており、それは
回転資金ロー『ン（RevoMng　fund　Loans）、事：業・所得創出ローン（［ncome　Generation）、強
制撤去などに対するtl地、住宅の取得を図る土地・住宅開発ローン（Housing　project）、で
あ／）たが、2000年には新たに貯蓄グループやコミュニティ間で組織されたネソトワークを
対象にした1｜；1転資金ローン（Network　Revolving　Loans）、銀行担保ローン（Bank　Guarantee
Loans）、コミュニティ起業ローン（Community　enterprise　Loans）、経済危機からの回復を図
るミヤザワ基金（Miyazawa　Revival　Loans）が加えられた，これらの融資は目的に応じて使
い分けられ、利率や返済期間毛）それぞれの日的によって定められている（表3－D。また
UCDO／CODIは、環境改善フrコグラムであるUCEA（Urban　Community　Environmental
Activities）「封業5）や社会投資基金（Social　Investment　Fund）事業（6｝を通した外部融資な
どの窓日としての役割も果たし、これらプログラムの導入・実施を支援している。融資を希
望する住民は、組織化された貯蓄組合またはコミュニティ内の信用協同組合（場合によっ
て組織される）を媒介することが求められ、下記のような条件のもとにローンを受けるこ
とができる7），
0原則として、25名以上により貯蓄グループを形成することが求められる。貯蓄組合は
　5人以kのメンバーによる委員会を設置する、そして貯蓄活動を最低6ヶ月続けると、
　組合として認められ、基金からの低利融資を受けられる（手続の簡素化）。
②融資限度は基本的に貯蓄総額の10倍を限度としている．この額は、通常住宅の建設等
　に’［1てるには不足するが、CODIとの契約実績を基に、市中銀行等から融資をうけるこ
　　とが可能となる（公的融資による信用の拡大）。
③地区の計画や施「没整備は基本的にコミュニティが主体となって策定する。その際、行
　政基準に基づく宅地開発規制が緩利］されるケースもある（住民主体の計画策定）8）。
　2000年までのローンの累積では七地・住宅開発ローンが最も大きいcこれと住宅改善基
金の合計は全体の57．3％に達している。また、ミヤザワ基金のように経済基盤の回復を目
的とする基金が拡大している、，金利に関しては、インフレーションによる年別の金利変動
を考慮するとやや低い割合といえる。また、強制撤去に対応したi二地・住宅の取得ローン
の場合は、融資額が6f米ドル以下は3％、それ以ヒは8％である9）。貯蓄グループは、通
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常、金利（2～5％）をL乗せし、市場金利に近づけて融資を申請した住民に分配する。こ
のヒ乗せ分は、コミュニティの福祉活動、住環境整備、ネソトワ…クの運営管理費等とし
て蓄積するが、返済が困難な会員のローンを肩代わりすることもある］O），
　融資に際して、住宅ローンの場合は取得対象の．tl地および建物が担保となるが、その他
は貯蓄グループや所属するコミュニティの保証と預金通帳が担保となる］　i）。また、回転資
金融資は当初は各コミュニティに対して行われていたが、対象となるコミュニティの数の
増加と同時に、次第に各コミュニティが連携しネソトワークを作ることが大切だとの認識
が増すことにより、UCDOは各コミュニティではなく、それらのネソトワーク化を促し、
ネットワークに対して融資を行うようになった］2）c
　UCDOの設・1／17周年の報告書（1999）によれば、1992年から99年の間に594の都市ス
ラムの開発に関わり、その間に合計345回に亘る研修やワークショソプを実施している．
圭た、その間にUCDOに登録した都市スラムの貯蓄組合の合貯蓄高は、4億7β00万バー
ツ余りとなっており、UCDOの資産額も2000年度には16億バーツ余りに達している1「’・。
表3－1UCDO／CODIの融資の内容
圭ず11‘㌦． 返弄期限
　1996牢まこ
mlr｝o万パーツ，
　1998輩ま・ご
?O0万㍗一〃
2｛｝⑪0年まで
P凹0万パーの
2002年まて
曹nO庁ハーソ1
　　　　　　　　　　『
e融責額6000「叫．・．ド1
15乏 34333 42401 47032 5」150：沌弓七宅開発臣．
　　　　　　　　　　8
m融責額6000；・ノレ以ヒ｝
付宅改善ローン 8 15年 4484 10299 ll⑪93 11380
事業・所得創｛：」・］一・一ン 8 5庄 10932 i6325 20086 20770
回転資金ローン 10 3年 4559 7380 7995 810⑪
ネ・・ワー’ク巨転宙金・1－・ン 4 5年 一 一 539 8」0
コミ、二．rノ起業ローン 4 7年 ・ 一 1822 5990
銀ぱ担保L／ 銀σ金利一2 銀行二合耳）せる ・ 一 050 050
「「ペイハノい」一一ン 1 5年 ● ・ 341 450
宮沢‘「ハイへ川・一ノ 1～2 5年 一 一 12405 24000
合計 54308 764⑪S 101363 125730
出典：UCDO，　UCDO　update（2000）およびACHR，　Housing　by　Peopie　in　Asia（2002）をもとに佐々木
　　　作成。佐々木康彦（2003）14）
（2）コミュニティネットワーク組織の形成による住民参加の促進
　1述したようにCODIの活動は、個々のコミュニティの貯蓄グループ支援からネットワ
…ク化への支援に方針を拡大している。1997年から98年にかけて、バブルの崩壊による
経済危機のあおりを受け、返済が困難になるコミュニティが続出した。その時点でCODI
では、当面の課題として次の3点をあげている］5’。
①ローンが最ド層の住民に届いていない。返済能力を高めるためのコミュニティによる
　　担保条件が最貧困層の居住者への融資を困難にしているL一
54
②コミュニティ組織による運営能力や知識の不足から、広範な参加が得られていない。
　依然トップダウン型の「｝喋展開が継続している。
③実績をあげるために促進した、短期間の準備による貯蓄グループの形成と、これに基
　づいた融資の実施は、コミュニティによる返済・管理を困難にしている，t
　CODIは以1iのような点を踏まえて、融資業務や運営体制の見直しを行い、返済能力の
向Lを図るために、各コミュニティ内で組織された貯蓄グループに参加しているメンバー
のネットワーク化の支援をし、これを対象に融資をはじめた。情報提供、技術支援を通じ
て、同地域や都市内で貯蓄グループを結びつけると共に、新たに設立したネソトワーク回
転基金により、活動のための基金づくりを支援している。
　このコミュニティネットワークでは、関係者による独立した委員会を設置して運営を行
う　具体的な活動0）展i娼として、図3－3に示すように、COD｜では地方、地域、全国の三
っの地域レベルでコミュニティ会議を組織しており、ボトムアソブの階層的な組織形態を
採川している．各地域にあるコミュニティネットワークの代表によって地方のコミュニテ
ィ会議が組織され、地方コミュニティ会議の代表が地域の会議に参加する。全国レベルで
は、政府、学識噂：門家、コミュニティ組織の代表者など関係者により構成された独立した
評議委員会（議長1名、政府機関代表4名、コミュニティ住民の代表者3名、学一識者2名、
tl｝’務局長0）計H名）、各地域から選ばれた住民代表の25人（5人×5地域）による審議機
関であるコミュニティ会議、そして事業実施機関である地域オフィスの三者が連携するよ
うに組織されている。この各レベルでのコミュニティ会議は、ネットワーク組織や信用協
同組合に対して資金の貸付、情報提供、技術支援を行っている。このコミュニティネット
ワークは、NGOや学識経験者などと協力して、地域状況に対応することを可能としているc
各ネットワークは日的に応じて組織化されており、都市貧困層コミュニティが必要とする
生活白立のためのさまざまなプログラム（米に関する生産一消費過程や、観光物産などの
生産一販売過程び）一一元化等）に関与している16’i。
　CODIの支援により6百以L二の貯蓄グループがタイ全国の各都市でネットワークを形成
し、2001年9月現在103団体を数える。コミュニティネットワークの形成にっいて、CODI
所長のソムスック・ブンヤバンチャー氏（Ms．　Somsook　Boonyabancha）は、最初は小さく、
そしてルーズな関係を構築するところから始め、定期的な集まりを持ち、グループ相互の
交流を通じて次第に組織を強化し、協同する運動体へと拡大するといった段階的なプロセ
ス重視の展開を支援している、，さらにソムスック氏は、近年における都市貧困層コミュニ
ティに対する開発の思潮に沿うように、ネットワーク活動について次のように説明してい
る，t　rCODIは総合的なコミ・・ニティ開発を日的としており、住氏の活動を支援促進させる
機関である、、その基本的な戦略は、信用貯蓄活動を端緒としてコミュニティの組織力と自
1：的な運営能力を高めることにあり、融資は媒介（intermediary）に過ぎない。このためコ
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ミュニティ相互の連携を図るネットワーク化に近年重点を置いている。CODIは政府によ
り設立された組織ではあるが、こうしてネットワークの活動支援に回ることで、都市貧困
層コミュニティをべ一スにした自立や、フォーマルセクターとの連携を促進させようとし
ている。すなわちフォーマルセクターとインフォーマルセクターとの間に浮いている状態
が現在のCODIである」17）。
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　　　　　　　　図3－3　CODIにおけるコミュニティネットワーク形成
出典：CODI（2004）パワーポイント18）、　CODI，　Poverty　reduction　in　urban　areas　series　working　paper
　　12，CODI，　2003を参考に一部修正した。
　CODIのこれまでの実績をみると（表3－2）、加入しているコミュニティネットワークは、
2000年には1，273組織であったのに対し、2004年時点では2，633組織になっており、活動
が拡大している。コミュニティネットワーク活動は、様々なテーマに沿っているが、CODI
が主に力を入れてきた活動領域は、セービング活動（貯蓄・信用組合活動）、居住関連、そ
して職業関連のネットワークである（表3－3参照）19）。こうしてネットワーク活動の対象
地域と活動領域の拡大に成功しつつあるものの、一方でコミュニティでの最貧層が取り残
されている問題も指摘されてきた。これらの課題に取り組むために、コミュニティ・レベ
ルでの福祉事業などが検討されるようになってきている20）。
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　貯蓄グルーフの活動は、基本的に、住民がそれぞれ生活の中で問題とする事柄に取り組
むためのイネーブリングの環として位置づけられ、個々の活動が単に融資を受けること
のみをlMIJとしているのではなく、このことが、コミュニティあるいはネットワーク全体
としてまらづくりを行っていくための発意的な活動に重なっている，、コミュニティネット
ワー．一一クの支援は、地域コミュニティではなく、自己のイネーブリング活動を活発に行って
いる発意コミュニティ（貯蓄グループ）に対して向けられ、発意コミュニティの活動が結
果的に地域コミュニティへと広がっていく様了がみてとれる（図3－4）。こうした貯蓄グル
ーフの活動やコミュニティネットワークの方策も埋め込むかたちで、都市貧困層コミュニ
ティを対象にした政府による居住プログラムである住環境整備事業（バーン・マンコン・プ
［二1グラム：BMP）が開始されている。また、　NHAにおいても、別のスキームで住環境整
備‘1｝・業（バーン・ウア・アートン：BEP）が開始されている。
表3－2CODIの実績：地域別
地域
加入ネット
潤[ク 加入組織数 会員数
農村・都市
Rミュニテ’ 組織率
BMR 92 961 77，745 2ρ24 47．97
中　部 164 1，940 216，280 9，335 20．78
西　部 112 1，187 217，537 5，904 20．09
東　部 120 2，820 346，498 5，646 49．95
東北部 t364 20，319 2．038β38 35，794 56．81
南　部 272 6，981 427，401 10，069 69．33
北　部 509 7，805 903，047 15，330 50．94
合計 2，633 42，013 4226，846 84」02 49．99
出典：遠藤環（2005）、p．444
＊バンコク首都圏：バンコク都及びパリモントン5県
　このデータは2004年9月30日時点のデータである。
表3－3CODIの実績：活動領域別
グループ／ネットワークの活動領域
加入ネット
潤[ク数 加入組織数 会員数
貯蓄合計額
iバーツ）
貯蓄・信用組合活動 702 20，694 2，535，422 6，644．701コ60
職業／ビジネス／コミュニティ産業 778 14，395 1ρ90，413 710，605，678
コミュニティ福祉 237 1，780 7t327 20．0131762
資源／環境 215 1，492 360，176 67，564，554
文化／ローカルノレッジ 112 1，295 39，980 2，462」54
コミュニティ通信 40 604 14，607 2．6231755
青少年活動 14 102 6，946 3β76，796
社会的弱者 44 54 16，480 275COO
市民社会 83 534 40，109 9β93，703
協同／協働の構築 638 1，054 48，913 94，717，657
合　計 2β63 42，004 4，224，373 7，556，734，219
出典：遠藤環（2005）、p．445
注：該当地域は45県。ネットワーク数は複数回答。
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コミュニティネットワーク
広域との
重層的関係
　　　　テ・‘’Zコミュニティ
　　　／発首ナるグ！㌘一プ
　　　　・テニマグループ
　　　　　　ー多元的なテーマの実現に関する権限の委譲（自治）
　　　　・貯蓄と融資グループ（アジア）
　　　　　　　自ウニ、自己実現　／
　　　　　　　　　　　　　　協調行動　　　　　　　　↑↓
　　　　　　　　　　　　　　・社会的相互作用
　　　　　　　　　　　　　　・共通の紐帯
　　　　　　　（±也場～j卜生、　福右L、　自～台）
　・一レ地域コミュニティ
　　　　　　地域活性化へ一新たな公共圏の構築に向けて
　　　　　　　　　　　　　・地域資源の活用
　　　　　　　　　　　　　・地域自治の確立
図3－4住環境整備後の空間形態
出典：藤井敏信（2008）、パワーポイント資料「コミュニティ」より（2008年8月入手）
3．3　近年におけるタイの住環境整備事業の様相
3．3．1NHAにおける住環境整備事業（BEP）の展開
　NHAは、1973年2月に内務省福祉住宅室、政府住宅銀行、バンコク都庁内コミュニテ
ィ改善事務局が合併し設立された。1974年には、BMA内に社会福祉局が発足し、都市貧
困層やスラム住民を対象として生活向ヒプログラム、インフラ整備改善事業等が実施され
た。具体的には、リーダーシップ・トレーニング、青少年・主婦向け職業訓練を推進する
ほか、インフラ整備として、道路、ド水道、ごみ収集システム等の事業である。NHAは設
、71当初、都市貧困層の撤去移転策として、公共／！三宅建設を目的としていたが、次第に軸足
を移して、1980年代後’判こはサイト・アンド・サービス方式や｝：地分有事業のようなスラ
ム改善型事業も実施した。このような政策転換の背景に、移転政策の推進は、膨大な予算
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を必要とするのに対し、スラム住民は負担となる家賃を支払いすることができず、権利を
他人に譲り他所に不法居住の場を求めて移動することになると、結果的にはスラムの増加
につながり、実質的な改善には至らないという現実があった。これまでの事業では、1976
年から2004年5月までに、タイ全国において418，503戸の公共住宅の建設を実施している
（ゴ長3－4），，
表3－4NHAにおける公共住宅事業の実施数（1976－2004）
No 事業 戸数
1 バンコク及び周辺地域への公共建設事業 138，886
2 コミュニティサービス事業 3，980
3 政府職員住宅事業 49，766
4 スラム改善事業 224，460
5 タイ南部洪水被災者支援事業 676
6 経済危機における公共住宅事業 258
7 バーン・ウーアートーン事業 477
合計 418，503
出典：NHA「BAAN　EUR　AH－TORN　PROJECT」2004年9月現地調査収集資料、2003
注：戸数に関しては筆者が算出した。
　NHAの都市貧困政策については、すべてが改善型事業に転換したわけではない、都市計
画ヒ、移転が必要とされるスラムもある。あるいは地主が上地の再開発を行う際に移転を
迫られるスラムもある、このようにスラム住民にとって他律的、強制的な移転は、ストレ
スを伴う困難な問題であり、現在においても状況は変わっていない。
　このような状況のもと、2003年3月、都市貧困層コミュニティにおける居住環境改善の
ため、NHAは2003年から2007年の5年間で60万戸の住宅を建設・改善をする政策を打
ち出した。この事業は、バーン・ウア・アートーン事業（Baan　Eur　Ah－tom　Project：BEP）
といわれるもので、BMPと並行して計画された。
　BEPは、低所得者層から中所得者層（月収438ドル以下の世帯）までと幅広い層を対象
とした住環境整備事業である。政府は各参加世帯に、2、000ドルの助成を行っている。また、
CODIのBMPがilに低所得者向けの住宅で、住民が立案、計画、建設、評価といった開発
プロセスへ参h日し、建設後ローン返済のための協同組合を組織化し、コミュニティを自主
的に運営していくのに対し、BEPはこれらのことはNHAや民間の建設会社に委託してい
る，、このため、BEPは従来の公共住宅施策に近く、コミュニティ組織が形成されていても
活発な活動は展開されておらず、このためローン返済の困難や移転先の情報不足等で、移
転した後に不満が生じ、住宅の権利を他の人に譲り、他の場所または、再びもとのスラム
に移る傾向が見られる。表3－5にはNHAが2003年時に打ち立てたBEPにおける開発目標
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を示す、，この5力年計画全体で約60万世帯を対象とした大規模なプロジェクトである。ま
た、それぞれのプロジェクト実施スケジュールに関しては、表3－6に示すとおりである。
また、図3－5に全国におけるBEPの実施図を、図3－6にはバンコクにおけるBEP実施図を
それぞれ示す。BEPはタイ全国で展開しており、赤い点で示されている箇所がプロジェク
トを実施しているところである。バンコクでは、98箇所でBEPが実施されている。
表3－5BEPにおける開発目標
2003 2003 2004 2005 2006 2007 合計
GBA＊ 7，172 15，000 96，000 120，000 120，000 120，000 478，172
地方 4，555 5，000 24，000 30，000 30ρ00 30，000 123，555
合計 11，727 20，000 120，000 150，000 150，000 150，000 601，727
　出典：NHA（2003）Annual　report
＊GBA（大バンコク都）：バンコク都及び3県（ノンタブリー、バトゥムターニー、サムットプラーカーン）
表3－6BEPの開発スケジュール
年
開発目標　　　　　2003　　　　2004　　　　2005 2006 2007 2008 2009
2003 11，727
2004 100，5f9
2005 100，000
2006 160，000
2007 160，000
2008 67，754
建設完了（2008年は予定数） 112 8，202 31268 127，869 156，795 160ρ00　　　115，754
出典：NHA（2007）パワーポイント資料
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図3－5　全国におけるBEPの実施
出典：NHA（2007）パワーポイント資料より
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図3－6　バンコクにおけるBEPの実施
出典：NHA（2007）パワーポイント資料より
3．3．2CODIにおける住環境整備事業（BMP）の展開
　CODIは、政府と協調しつつ2003年から5年間の期間に、全国の200の都市における都
市貧困層30万世帯、2，000のコミュニティを対象に、現存する土地所有問題を解決し、住
宅、基盤整備、福祉や経済状況等の改善等を目的とした住環境整備事業（バーン・マンコ
ン・プログラム1以下、BMP）を打ち出している。　BMPは、経済開発のみならず社会開発
にわたる包括的な都市貧困問題を解消していくために、住民参加による開発プロセスを重
視し、コミュニティの絆を強化することも一つの狙いである。最終的には、開発プロセス
において、住民を中心として様々な関係者との間でパートナーシップを構築して、持続可
能な新しい都市開発のモデルをつくることを目的としている。BMPにおいて住宅を建てる
際には、ローンの貸付に対して、金利1％と低金利を打ち出しているため、新たなスラム
改善事業として注目されており、2003年から2007年の間に、10の都市／地域でパイロッ
トプロジェクト（表3．・7）が実施されている。
　BMPにおけるCODIの役割は、コミュニティに貯蓄…活動が存在している地域において、
スラム改善事業を財政的、技術的に支援し、政府、行政、住民組織、その他関係機関との
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間をファシリテートし、NGO、コミュニティ委員会を通した住環境改善をコーディネイト
することにある。この住環境整備を通して、都市貧困層コミュニティが借地契約や買収す
ることでll地保有し、住宅及びコミュニティの環境整備を改善する一・・つの発展モデルとし
ている、、加えて、参加するコミュニティの独自性や自杭｝生を尊重するために、事業計画は
各コミュニティにおいて策定される．これにより、コミュニティのニーズに合わせ、また
参加住民の生活状況に応じた計画が可能となり、｝：体性の確保が実現できる．従来のCODI
（UCDO）のプロジェクトのローン貸イ・「金利の7％と比較するとBMPの貸付金利は1％と
画期的である，、次に示した表3－8は、IOパイロソトプロジェクトの予算を示している。
表3－7BMP10パイロットプロジェクトの概要
地区名 都／県 世帯数 土地所有者 事業の種類
1．コロークー＝一一“一一一一一一一一 ナラティワート 310
鉄道局．
再開発
2．ガオセンー　一　●　一　●　一　一　一　一　一　一　一一
ソンクラー一一
45ぴ 財務省 再区画整備
　　　　　　　　　　一一一一一一一R．チャルーンチャイ・ニミットマイ　　 　 　　　　　ー　一　一　 　←　一　一 バンコク 89 協同組合 土地買収／再区画整備
バンコク 202×＊ 王室財産管理局 再建築
　ボンカイー　一　一　一　一　一　一　一　一　一　錫　一錫
@ボーン・コーク●　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　’一 ウッタラディット
一一”一一一一一@124 　　　　　一一一一一一一＝n方自治体 再開発
■　一　一　一　一　一　一　一　一
S．5．6．クローントゥーイ・ロック7－12≡一一一一一一一一一一
V．一一一一一一一一一
W．一一■一一一一一一
X．
バンコク
一一一一一一@114 ．港湾局 移転
ガオ・バッタナー バンコク 29 王室財産管理局 再開発　　　　　　　　　一一一一一一一
@　　　　　　　　一一一一一●一泣Aム・サーマッキー　 　 　　　　　●一 一 一一
@　　　　　　　　一一一一一一一
liバンコクー一
90 垂財産管理局 　　　　　　←　’　一　一　一一　一　一ﾄ開発
クローン・ラムヌーン バンコク 49
協同組合一
　　　　　　　　一一●一＝宴塔hシェアリング　 　 　　　　ー 一一●
鍾一一一●一一一一一一
P0，レーム・ルンルアン ラヨーン 67 財務省 ランドシェアリング
合計 10都市 L525世帯
出典：CODI（2003）21）
注：＊　ガオセン地区では、BMPの住宅建設・リフォームに参加をした住民は127世帯であった。
　　＊＊ボンガイ地区では、段階的に事業を実施しており、2008年3月時点で第1フェーズの73世帯、
　　　第2フェーズの19世帯が建設完了している。
表3－8BMP10パイロットプロジェクトの予算 （単位：バーツ）
世帯数
インフラ整備 住宅建設ローンZ宅価格の9割① ①＋②の合計地区名 1 2 3
政府助成金の合計
iローンを含む）②
1，コローク 310 3如000，000 62，775，000 52638，000 115，413，000
2．ガオセン 450 9ρ00ρ00 20．250ρ00 15．930ρ00 ．　　36，180，000
3．チャルーンチャイ・ニミットマイ 89 ・一一
E
田780ρ00 4，005，000 3」50，600
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
@　7．155．600
4，ボンカイ 202 ＊ 29．997ρ00 9，599，040 ．　　39，596，040
5．ボーン・コーク ：124 ＊ 24，105，600 ．　　31β19、392
6．クローントゥーイ・ロック7－12
115．
1田500ρ00 22，356，000 19，228，920
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
@　41，584．920
7．ガオ・バッタナー 295 80，000 3，915，000 1，861，800 ：5，776180・
8．ルアム・サーマッキー 90 ｛．800COO 14，580，000
　　21」35，600】
9，クローン・ラムヌーン －49 4，900，000 7．594ρ20 7，575，086 15」69」06
10．レーム・ルンルアン 67
■
1，340，000 3，015，000 2β71，800 ・　　5，386β00
合計 606 321 598 61，400，000 192，592，620 126，624，638 319，2｜7，258
出典：CODI（2003）22）
注：1．Upgrading、2．　Re・・blocking　and　Land　Sharing、3．　Re－Construction　and　Re－location
　　＊NHAの支援によりインフラ整備を実施した。
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　上記に示した10パイロットフロジェクトのうち、チャルーンチャイ・ニミソトマイとガ
ォ・バッタナー、クローン・ラムヌーン、レーム・ルンルアンなど、事：業を実施する世帯
が100Vi：帯に満たないコミュニティでは、小規模住民組織は形成されていない。…方、そ
の他の】00世帯を超えるまたは100世帯近くあるコミュニティでは、小規模住民組織を組
織化してBMPを実施しているr）本研究で対象としたボンガイ地区は202世帯、ガオセン
地区は480世帯とコミュニティの規模が大きいため、パイロットプロジェクトとして小規
模住民組織を’1モ：業の中で採川している。CODIは、　BMP実施地区の参加世帯の状況を把握
するためにも、CODI職員はコミュニティの中で、まずコミュニティ側に対し、小規模住
民組織の組織化していくことを促しており、これにはコミュニティの規模との関係がある。
具体的なBMPの［’ll：業形態について、　CODI（2004）はPlに次の5つあげ’ている2「’，。
〔D改隆型開発　（Upgrading）
　対象地区でハード面の環境を段階的に改善していく方法である．事業は既存の社会構造
を生かして実施する、また、こうしたハード面の環境整備に加え、都市貧困層の生活の質
0）改善もli的としている．
乏）内：i＞〈1［由i〕窪1膚1　（Re－blocking）
再区画整備は、従来の複雑に入り組んだ地区の区画を整え、道路、上下水道、電気等のイ
ンフラ整備を実施するt基本的には、従来の士地形態を生かした開発となるが、部分的に
セットバックする住宅や解体される住宅がある。
③1：地分有方式（Land　sharing）
この方式は、】985年にクロントイ・70ライ地区で実施されたことに始める。従来、都市貧
困層コミュニティの住民が住んでいた十地を、地主に一部の占有利用を認め、それ以外の
部分を都市貧困層コミュニティの住民のために開発するものである。地主は、都市貧困層
コミュニティから戻ってきた一1－1地で高度利用を図る開発が実施できる。
（］）ltl：建3築　（Re－constrしlction）
自然発生的に形成された住宅群を撤去し、オンサイトで新たな住宅を建設するものである。
従来の地域内で解体・移転し新しいコミュニティを建設することは、コミュニティの計画
に初期段階から住民参加をr・／能とする。
⑤移転方式（Re－location）
移転方式は、他のtl地へ移転させ、そこに新たな居住地を形成する．十：地購入の費用と住
宅建築費の負担が増えるが、住民は居住権を手にし、新しいコミュニティ環境を開発でき
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る24）。
　これら事業の中から、CODI、関係機関、住民組織（CBO）などの連携のもと、どのよう
な事業形態がコミコ．ニティに対して望ましいのかが、住民によって話し合われ、結果的に
コミュニティのニーズに合わせた事業を決定している。
　BMPの特徴は、次のようにまとめられる。①住民参加による住環境整備が目的であり、
住民のエンパワーメントの構築を重視した事業である、②BMPを通して、　NGO、関係機
関とコミュニティ組織の間において、意見調整しながら総合的なパートナーシップの構築
を図っている、③CODIの住宅ローンの貸付金利が安く（2003年当初1％であった、2007
年時点では3％へ引き上げられたが）、低所得者向けの事業である、④住宅と借地権が取得
できる、等が挙げられる。
　上記に加え、この大規模な参加型事業の特徴として、開発過程で小規模な住民組織を組
織化して事業を実施している点が挙げられる。CODIでは、今後事業を実施するコミュニ
ティにおいて、小規模住民組織の組織化の推進を強く勧めている。
　2007年10月までの成果として、226都市／地域で5万3，000世帯のために495プログラ
ムが認可され、実施されている25）。
　図3－7にはCODIにおけるBMPの体制を示す。また、図3－8には、　CODIの住環境整備
事業におけるパートナーシップと開発プロセスを示す。
議臼
・騨
　溌’・経
舗・
∀
　　　蕊鋸灘懸i熱
　　　　　　　　　t雛　　　’；、’　　　　　　　　　’鮫、
。く　　灘鱗繭辮含　、・◇＼
C C C
＼
与＼
、
寧／
基盤整備や住宅建設などの
開発資金の貸付
C＝コミュニティ（協同組合）
図3－7：BMPの体制
出典：Somsook（2005）26）
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図3－8：CODIの住環境整備事業におけるパートナーシップと開発プロセス
出典：Somsook（2005）26）
　これら事業の中から、CODI、関係機関、住民組織などの連携のもと、どのような事業形
態がコミュニティに対して望ましいのかが、住民によって話し合われ、結果的にコミュニ
ティのニーズに合わせた事業を決定している。
　小規模住民組織の推進に加え、都市貧困者によるコミュニティ開発ネットワーク同盟（タ
イ語：ガーン・カット・ダングゥ・サハパン・バッタナー・オンコーン・チュムチョン・コ
ンジョン・ムアン・ヘングゥ・チャート：ソーショー）と呼ばれているコミュニティネッ
トワークをBMP実施地区の代表者で形成している。ソーショーは、首都圏の2007年度
BMP実施地区とこれまでのBMP実施地区からコミュニティの代表者を集めて、ネットワ
ークを形成しており、バンコク都は3グループ、周辺3県の各1グループで構成され、「情
報」「技術」「管理」「組織化」という分科会に分けている。このネットワークは109名のコ
ミュニティ代表者で構成されている。
　2007年9月16日に実施したCODI職員に対する聞き取り調査から、　BMPの効率化を図
るため、または各行政機関との正式な手続を行うためにこのネットワーク組織を組織化し
たことが分かった。代表者会議に参加すると、CODI職員がファシリテーターとなり、行
政機関（主に区役所・市役所）とコミュニティとの住民登録の手続き等について公式文書
の書き方、プレゼンテーションの仕方を話し合われている。
これまでのBMPにおける課題として、住民参加により時間がかかり効率性が問題となっ
ている。このBMPの中で、ソーショーと呼ばれるコミュニティネットワークの組織化は、
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今年から新たに始まった試みでまだ試作段階であるが、実践現場においてソーショーが大
きな役割をCODIから与えられており、集まった住民はコミュニティの運営・管理や現状
における課題の議論を彼ら自身で進めている。また、話し合いの中でBMP実施に際し、
コミュニティ内に小規模住民組織の形成を推進している。その理由について職員に聞いた
ところ、上記に示した小規模住民組織によるコミュニティ開発の利点が関係していること
が分かった。図3－9は、今後、実施されるコミュニティにおけるソーショーを通した事業
の実施計画モデルである，、
　ソーショーに関しては、引き続き継続的な調査が求められるが、小規模住民組織を通し
たコミュニティ開発の特性を活かしたその手法は、今後BMPを実施していくにあたり、
住民参加により時間がかかる効率性の問題や住民登録へ向けた申請手続きの問題などが解
消されていくことが期待できる。
　2007年7月現在、CODIによると、バンコク都と周辺3県において148事業が承認され、
244地区18，535世帯で実施予定である。2007年予算配分については、インフラ整備
629，544，816バーツ、土地買収・借地336，660，623バーツ、住宅建設507，494，604バーツ、事
業実施中の仮設住宅建設38，882，875バーツ、である。
1．住民の理解段階
2．バンコクと周辺県の計画
1）ソー一一ショーの設置
2）都市計画
3）理解と承認
4）学習
5）利便性
6）予＃配分
7）データ収集
4計画の実施
＼口
図3－9ソーショーを通したBMPの実施計画モデル
出典：CODI資料（2007）をもとに筆者作成5）。
注（＊）：正式名称については本文中に示した。
67
3．4　本章のまとめ
　本章では、CODIの住環境整備事業における住環境整備の特性を明らかにしたftまた、
10ハイロットプロジェクトの’軒列から、小規模住民組織をコミュニティ内で組織化する理
由の・つに、コミュニティの規模が関係していることが分かった。
　1980年代後半から1990年代を境に、NGOや行政機関などの支援を受けて形成され拡大
してきたコミュニティネットワーク組織は、大きく「NGO支援組織」、「CODIなどの行政
支援組織」、「住民の［’1　i－1xu織」の3つに分類できる。政策策定への住民参加という点にお
いては、特にNGOの支援を受けた住民ネットワーク組織が中心を担う傾向がみられ、行
政支援組織や住民自身による白i｛組織については、事業の実施レベルでの住民参加と組織
強化を痕視する傾向が強い29）。また、秦辰也（2005）によると、これら3つの異なるタイ
プの住民ネットワーク組織について、それぞれに共通するのは、NGOや行政関係機関など
が、住民リーダーやコミュニティの住民組織が主導の住環境改善を財政面や技術面で支援
し、ネットワーク自体はそれぞれのスラム地区で行われている住環境改善に関する諸活動
を調整し、相hl協力を促進させる働きを担っていることである。
　CODIの活動は、貯蓄グルーフを対象とした小規模無担保融資事業、コミュニティネッ
トワーク活動、BMPにおける小規模住民組織の組織化等にみられるように、受益者である
住民のll体的な関与を不1・1欠としており、コミュニティ自体の可能性を発揮させるための
活動を通して貧困者の自立の一端を担っている。
　貯蓄グループを対象とした小規模無担保融資事業は、都市貧困層コミュニティ住民の生
活全般の向．Lを、住民自体が選択的に実現する手段を提供するとともに、ネットワークを
通した貯蓄グループの集合体としての活動を担保する費用を利子分に該当させ、市場金利
に準じた融資システムを採用することで、自らをフォーマルセクターに重ねている。こう
した貯蓄グループの活動は、強制撤去への対応をはじめとして、さまざまな生活向上機会
に対応したコミュニティ活動となっている。CODIは貯蓄グループやそのコミュニティへ
の資金貸付とともに、NGOなど他団体との援助活動とも連携し、ネットワークの組織化や
これを通した地域間（都市と農村）の情報、技術支援に重点を移している。グローバル化
するフォーマルセクターに対し、ネットワークを埋め込むことで、都市貧困層コミュニテ
ィが自・1相勺な社会参LP11「を図る運動を支援する媒介的な役割を担うことを目的としているc
こうしたネットワーク化によるエンバワーメントは、経済的活動や開発プロセスにおいて
も、都市貧困層とフォーマルセクターとの間をつなぎ、政治的にも関係団体と均衡ある関
係を構築することにつながる。CODIの住環境整備事業におけるコミュニティネットワー
ク化の利点は次の通りである。第一’に、個別の対応ではクレジットのリスクが大きいので、
住民の責任分配により信川や担保を強化する必要がある。第二に、連携することで対外的
な要求が実現しやすくなる（フォーマルセクターとの架け橋）。第三に、各グループ、コミ
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ユニティ／・IVIIに対等な隈1係で相ノ1，の技術・知識・情報を通した交流・連携が可能になる。
　2003年から開始され都市貧困層コミュニティにおいて住環境整備事業を実施している、
NHAの支援によるBEP’1喋及びCODIの支援によるBMP」t：業の特徴は、まずBEPはNHA
ぺ・委託された民間会社に任せているのに対し、BMPはilに低所得者向けの住宅で、住民が
・【m案、計画、建設、評価といった・連の開発プロセスへ参加し、建設後ローン返済のため
の協同組合を組織化し、自分らでコミュニティ運営していく形をとっている，また、BMP
が低所得～↑ll・1けのセルフヘルプによる住宅改善であるのに対し、　BEPは低所得者層から中
所得者層（少なくとも月収15，000バーツ以下の世帯）までと幅広い層への公共集合住宅建
設事業であり、1970年代に見られていたような住宅供給事業の側面もみてとれる。また、
BMPにおいて注｝｛すべき点は、いくつかのBMP実施地区でCODIの支援のもと、小規模
住民組織による計1日惨加の取り組みが実践されているという点である。
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【補注】
山ガオセン地区で実施した質問紙調査は付録（9）を参照にされたい。また、質問紙調査で得
　られたチャルーンチャイ・ニミットマイ地区とガオ・バッタナー地区の基礎情報については、
　イ・i‘S，，k　（4）、　（5）　1ニノ∫ミサ『、、
「2］ s｜ifコミニ⊥ニティ開発事務局（UCDO：Urban　Community　Development　Office）は、1992年
　に対スラム改善政策の新たな組織として、アナン暫定政権によって125億バーツの予算を
　拠出され設、1／：された，、UCDOはNHAのドに置かれていたが、独立した意思決定機関である
　理’も：会を持ち、フロセス重視のコミュニティ開発を実施してきた。この理事会の構成員は9
　名で、3名は政府代表（NESDB、大蔵省、中央銀行）、3名は民間代表（民間企業、　NGO、
　学識経験者）、そして残り3名は都市貧困層コミュニティによって選ばれるスラム住民代表
　であり、このように、意思決定の中心に政府代表と民間企業代表等とともに都市貧困層コミ
　ュニティメンバーがいることは、貧困者自身のスヘースを拡大し、People’s　Processの発展に
　ノ〈きく寄∫∫一した（F川、2007：p、49）
、’
c坂（2003：p60）によると、CODI設“t：は1996年末にバンハーン政権によって承認され、
　国王の署名待ちの状態であったが、その後、政府が2度変わり、それを理由に延期されてい
　たものであった。
4タイで行われている低利融資事業では、バングラデシュのグラミン銀行とフィリピンのコ
　ミュニティ抵当事業が参考とされた。坪井ひろみ（2003）によると、バングラデシュのグラ
　ミン銀行は、貧困層の人々に対して小額融資を受けることを可能にした銀行で、女性への融
　資を推奨し生活改善プログラムなどエンパワーメントのための方策を有効に取り入れてい
　るv貸付金の回収率が100％に近いことが注目された。ローンを受けることのできる資格者
　は、O．5エーカー未満の耕作地の所有者あるいは1エーカーの土地に相当する額以上の資産
　を持たない貧困者を対象にしている，この条件を満たしローンを希望する住民は、4から5
　人で構成されるグループを作らなければならない。グループ結成後はおよそ一ヶ月間グラミ
　ン銀行の監視ドにおかれ、グルーブリーダーとグループ書記を選出した後、7日間の有料研
　修を受けなければならない、、研修では、グラミン銀行の規則や、銀行の業務内容、グループ
　やセンターの役割、グループ基金の仕組み、生活改善プログラムなどが説明され、自分の名
　前を書くことが教えられる。この試験に全員が合格すれば正式にグループとして承認され、
　貸付が開始される、，グラミン銀行が最も重視しているのは、個人に機会を与え、小額の融資
　から自分たちの能力に気付きはじめることである。
t5｝　ucEA事業はコミュニティの環境整備のため、1996年にデンマーク政府からの1．3億ドルの
　援助によって始められた。原則として援助額はIO万バーツを上限とし、総事業費の20％は
70
　コミュニティが自前で負担する．、1998年までに全国の48ネットワーク、220のコミュニテ
　ィに適川されている，，この基・金は組織されたコミュニティやネットワークが自ら決定し、専
　門家とともに行う環境整備（UCEA）事業に’tiiてられている，，環境整備活動は可視的な運動
　として、住民の参加が得やすいt）この事業は、開発に関するさまざまな課題を結びっける役
　割を果たし、各コミュニティの知識や経験の交流を通して、組織全体の強化につながってい
　る（1爆井他、2001：p．155），、
〔6’ P997年の経済危機の後で政府は世界銀行から3億ドル、OECF（海外経済協力基金）から約
　1億ドルを借り、これらを補助金等と合わせて、社会投資事業（Social　Investment　Pr（形ct）
　と地域都市開発基金（RUDF：Regional　Urban　Development　Fund）の2つを立ちLげたtt　SIF
　‘1喋はコミュニティの向上や貧困者、恵まれない者、職業復帰者等の生活改善事業を補助す
　るため、所得向L、環境保全、地Jf経済開発、コミュニティ福祉などに対しての財政援助を
　行っている．t具体的には環境整備、福祉・教育・医療面でのセーフテイネットの開発生産資
　源の確保、機械や装置の購入、回転資金の取得などの事業である、
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第4章小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業
　　　　一バンコク・ボンガイ地区におけるオンサイト再居住計画の事例より一
4．1　はじめに
4．L1本章の目的
　タイでは1990年代に入ると、社会経済的側面に対する支援の必要性から都市開発戦略が
再検討されている。それを受けて2003年にCODIは、タイ全国の都市貧困層コミュニティ
2「地区の住環境整備事業を行うことを目的に、Baan　Mankong　Program（BMP）を開始し
た（h、こσ）大規模な参加型の開発事：業、BMPの10パイロソトプロジェクトの一つである
バンコクのボンガイ地区など、数地区において新たな開発方式として開発過程で小規模な
住民組織を組織化して実施している事業に着目した。コミュニティを対象にした再開発、
改善型開発のいずれにおいても、従来はコミュニティ全体をひとまとまりとした開発がな
されることが多い、この場合、全体の合意をどのように形成するかが課題であり、ともす
れば行政機関やリーダーシップによるトップダウンが先行しがちである1）。そこで本章で
は、住環境整備を目的としたコミュニティ開発方式における小規模住民組織の組織化過程、
役割、特性について、＄業が実施されたボンガイ地区の事例を中心に考察する。
4．1．2　本章の方法
　ボンガイ地区でBMPの対象になっている202世帯の中で、すでに第1フェーズのBMP
に参加している73世帯を対象に、聞き取り調査や参与観察により定性データ収集及び、質
問紙調査c2）を2004年6月、9月、2005年3月、5月から7月上旬、8月、2006年9月、
2008年3月に実施した。
　聞き取り調査は、王室財産管理局職員、CODI職員、大学関係者（アジア工科大学院：
AIT）、コミュニティリーダー、協同組合リーダー、小規模住民組織リーダー、関係住民へ
対し、①コミュニティやBMPに関する基礎情報、②BMPに参加した経緯（参加意思決定
σ）要因）、③ステークホルダー間の連携状況、④小規模住民組織を通した住環境整備事業の
計画プロセスやその役割、⑤BMPの評価及び課題、などを明らかにする目的で実施した。
　質問紙調査のサンプリング方法は、聞き取り調査で得られた世帯構成から、成人を対象
とすることで1世帯あたり平均3票とした。質問紙調査は、①調査対象者の経済・社会属
性、②住環境と事業に対する評価、③住民の事業における小規模住民組織の評価、などを
明らかにすることを目的としている。
　t：な質問内容は、以ドの4点に要約される。①対象者の経済・社会属性、②住環境に対
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する満足度、③BMPに対する満足度、④小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び
’ii：業に対する満足度、である。質間紙調査で得たデー一タについては、クロス集計や単純集
計による統計分析を行った。また、2008年3月にL拝業経過をみるために、ボンガイ地区のBMP
第1フェーズに参加した全世帯（73世帯）を対象に、質問紙調査を実施した．．この調査結果に
っいても参考にするt］調査対象地域及び質間紙調査の概要を表4－1に、調査手法の概要を表
「＾、ノ
こつ↑　　声4
表4－1ボンガイ地区（BMP第1フェーズ）及び質問紙調査の概要
地区名 ボンガイ地区（BMP第1フェーズ）
土地所有者 王室財産管理局
面積 2．4ha（BMP実施地区：0．8ha）
世帯数 596世帯
人ロ 約4，500人
開発方式 オンサイト再居住計画（re－constructi。n）
BMP第1フェーズ参加世帯数 73世帯
質問紙調査期間（設問数） 2005年6月25日一7月3日　（61問）
調査対象者 219人（73世帯×3人）
質問紙調査の方法 留置
有効回答数（率） 111人（50．7％）
表4－2ボンガイ地区における調査手法の概要
ボンガイ地区のコミュニティリーダーや協同組合リーダー及びBMP第1
フェーズに参加した住民や小規模住民組織リーダーへ事業の基礎
データや計画プロセスなどの聞き取り調査を実施した。また、各関係
NGO機関職員やCODI職員へ事業内容や評価に関する聞き取り調査
を行った。
　BMP第1フェーズ実施地区の73世帯の住民に対し（111人から有
効回答を得た）、質問紙調査を留置で2005年6月に実施。
H．BMP第1フェーズ実施地区の73世帯の住民に対し（55世帯から有
効回答を得た）、第5章のガオセン地区で実施した同様の質問紙調査
を面接式で2008年3月に実施。
　現地にてコミュニティの社会構造について参与観察を行った。
∬，CODIにてインターンシップ期間中（2007年5月一10月）に事務所で
毎日のように開催されているBMPの住民代表者会議に参加し、ボン
ガイ地区リーダーの発言内容について参与観察を行った’。
　　　　シーカーアジア財団（SVA）、ドゥアンプラティープ財団（DPF）、ACHR
資料収集（バンコク）、CODI、クロントイ区役所、統計局（NSO）、バンコク都庁
　　　　（BMA）、国家経済社会開発庁（NESDB）、ボンガイ協同組合
2004年6月、9月
2005年3月、5月一7月上旬、8月
2006年9月、2007年6月、2008年3月
　2005年6月25日一7月3日
H．2008年3月12日一26日
2004年6月、9月
2005年3月、5月一7月上旬、8月
2006年9月
2007年6月
2002年9月、2004年6月、9月
2005年3月、5月一7月上旬、8月
2006年9月
2007年5月一10月（7月は一時帰国）
＊この住民会議の中で、ボンガイ地区はパイロットプロジェクトを実施したモデル地区としてCODIの
職員らと共に、これからBMPを実施する予定の他のコミュニティの代表者に対して自らの経験を共有
し、計画プロセスや問題解決の方法を一緒に考えている。
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4．2　ボンガイ地区の概要
4．2．1　対象地区の概要と歴史的背景
　ボンガイ地区（写真4－1、4－2、4－3）は、ラマ4世通りに面したルンピニ公園近くのバン
コク都バトゥムワン（Pathumwan）区に位置しており、1973年に周辺の地区から約80世帯
の住民が王室財産管理局（The　Royal　Property　Bureau）の土地に借地契約のないまま居住し
たことに始まる。田坂（2005b）2）によると、居住を始めた人たちは、住宅公団のアパート
建設によって追われた人たちや、アパートに居住する権利を持っているが賃貸料を支払う
ことができないことから転売した人たち、他の土地から追われた人たち、例えばプラカノ
ーン、バーンクンティエン、そして他県から移住してきた人たちである。2006年9．月時点
では、2．4ヘクタールの土地に596世帯、約4，500人が居住している。ほとんどの住宅はト
タン、木材、コンクリート、煉瓦などの建築材で作られており、傾いている家や壁に穴が
空いている家など老朽化した状態である。元は、NHAのアパートを建築したり高速道路を
建設したりした労働者の住宅であり、計画が終了した後、住宅が壊されず、居住者が住み
っいたものである3）。また居住環境は、1，600㎡あたりの世帯数は39．75戸で密集（3）して
いる4）（写真4－3）。
写真4－1バンコク都、ルンピニ公園周辺衛星写真
①ボンガイ地区（赤枠で囲んだ箇所）、②ルンピニ公園、③地下鉄（MRT）ルンピニ駅
出典：Google　Earth、川澄（2006）5）より引用
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写真4－2ボンガイ地区の衛星写真
出典：Google　2008
注：赤枠で囲んだ箇所がボンガイ地区で事業を実施した区域で赤色の屋根で8棟並んでいる箇所
　が第1フェーズのBMPである。
写真4－3ボンガイ地区の居住環境
出典：ACHR職員、　Thomas　A．　Kerr氏より提供（2007年5月）
76
　1983年末に、民間の開発業者がコミュニティへ現れ、商業センターとコンプレックスを
建設するため、1日以内にコミュニティから移動するよう住民に告げた6）。この時期は、
都市貧困層コミュニティの強制撤去は様々な地域で起きており、住民はこの問題に対処す
るためにコミュニティ委員会を設N‘flした。　fH坂敏雄（2005）ゐによると、コミュニティ委
員会を設・tzlした後も強制撤去の危機は続いたが、NHA理事長や陸軍最1自」司令官と住宅の保
障にっいて交渉し、従来通り住み続けられることが決定したeJその後、コミュニティ委員
会はiJ　1き続きバトゥムワン区と交渉し、居住の継続が認められた．1990年代に入ると
UCDOの支援のもとに、ボンガイ地区では他の地域とのコミュニティの連携によるコミュ
ニティネットワークを組織化しているf，加えて、当地区には度々起きた強制撤去の危機に
対応できる強力なリーダーC4・）が存在し、そのリーダ・一一一一シップのもとに問題解決されてき
た経緯があるf）1986年には、度々起こる強制立ち退き問題をきっかけに、NGOとの連携
のもと貯蓄組合がコミュニティ内に設置され、この翌年には住民のエンパワーメントを目
的としたセービング活動が始まった．
　1．な貯蓄組合の設・［ノ1目的はコミュニティリーダーによると、①住宅改善を柱とした住環
境改善を展開すること、②コミュニティ住民へ小ロローン（無担保融資）の貸付けを行う
こと、③非常時の消火器の設置すること、④失業などの理由で経済的に不安定な状況にな
ってしξったメンバーに対し・t・1替払いをすること、⑤セービング活動を通して他のコミュ
ニティや、関係行政機関などのワークショップに参加し、他の地域などにおける様々な知
識と経験を得ていくこと、などである。また、CODI（2004）8｝によると、セービング活動
が開始されたことで、コミュニティ内の掃除、水道供給、道路整備、下水道建設、などの
問題別に、バトゥムワン区役所や、その他関係団体との連携を図りながら、住環境改善活
動に取り組んでいる。
　現在、ボンガイ地区におけるBMPの実施に際して、住環境整備事業の計画立案、地主
であるE室財産管理局への借地権申請などコミュニティの窓口となっているバッタナー・
ボンガイ・クレジット・ユニオン協同組合（以ド、協同組合）も初めは貯蓄組合として始
まり、その後、住環境改善のため発展的に協同組合へ改組された。協同組合は、貯蓄の法
律、規則、約定面などで情報の収集でいくつかの協同組合の事例も研究したt））。加えて、
カセサート大学との連携により、チャムノン博．t：を講師に招いて、グラミン銀行に関する
講義を受け91、貯蓄におけるマイクロクレジットの仕組みを学んだ。このように、協同組
合におけるセービング活動は、以前からコミュニティの住宅改善をはじめ様々な活動への
展開を目的としており、住民の基礎活動としてセービング活動が定着し、協同組合に改組
されてからは、月に・度コミュニティで開かれている定例会（住民会議）が定着するよう
になった、住宅改善を目的とした協同組合であるが、これまでの活動を通して、①水道局
との連絡・調整（水道整備）、②電気局との連絡・調整（電気整備）、③区役所で住民登録
証（タイ語：タビアンバーン）の確保、④マヒドン大学との協働によって、コミュニティ
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内にチャイルド・ケア・センター（Child　Care　Center）建、没（約20万バーツ）の実施、⑤
1：政財産管理局の調査部局との連絡・調整、⑥住宅建設のため関係機関と連絡・調整、な
どの成果を挙げている。このようにボンガイ地区では、セービング活動がきっかけとなり、
自発的に自らの問題点を明確イヒにし、他の住民らとの情報共有（コミュニケーション）を
し、聞題解決のための意見交換を図りながら、相互扶助による自VfJ．に向けた活動が展開さ
れている、、
　具体的なコミュニティ形1戎の経緯を表4－3に示す（2008年3月時，1：〔）。また、2001年12
Jlの火災以降については、第4節を参照にされたい。
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表4－3ボンガイ地区におけるコミュニティ形成・整備の経緯
1973
1975
1976－77
1977－80
1985
1986
1989
　2000
2001年12月
2002年1月
2002年8月
　2003
2004年6月
2004年7月
2004年9月
2005年12月
2006年2月
2007年1月
70－80世帯の移転によりスラムを形成
当地区への移住住民が120世帯増加
　RAWARIN　Pr（）ject実施（強制撤去移転策）
ll．国家住宅公社（Natlonal　Housing　Authority：NHA）による集合住宅の建設
他県やクロントイ区から移住住民によって200世帯の増加
NHAによる大規模な集合住宅の建設（ラマ4世地区）
　住民の友人らが住民の情報から移住を決心し、220世帯の増加
ll，強制撤去の危機
皿．マヒドン大学からの20万バーツの予算によってChild　Care　Centerを設立を承認
インフラ整備、Child　Care　Centerの建設完成、電気・水道の整備
コミュニティ内に貯蓄組合の設置、セービング活動の開始
コミュニティ委員会、協同組合の設置
度々起こる強制撤去をきっかけに、コミュニティ委員がドゥアン・プラティープ財団、
UCDO、民間建築会社、等主催の住環境改善におけるコミュニティ開発のワークショッ
プへ参加開始
借地権申請→王室財産管理局、インフラ整備依頼→NHA、各種ローンの申請→
UCDO、道路・水道・電気等の建設予算の確認→区役所、コミュニティデザインを依頼
→チュラロンコーン大学建築学科
　コミュニティの世帯数が486世帯に増加
ll，パタヤで王室財産管理局主催のセミナーに参加
従前のコミュニティにあった三つの路地を単位に小規模な住民組織が組織される
コミュニティの3分の1（0．8ヘクタール）を焼く火災の発生
火災の復興計画として住環境整備事業（BMP）を受け入れることをCODIと合意する＊
　BMP実施に際して、8つに小規模住民組織を再編
ll．小規模住民組織を通した事業に関するワークショップにより、住戸、住棟配置の検
討を開始
BMP第1フェーズの住宅建設開始
一部の住民と民間会社が土地の買収をめぐって対立
BMP第1フェーズの64世帯の住宅建設完了
小規模住民組織を基調としたCODIへの住宅ローンの返済開始
BMP第1フェーズの71世帯が貯蓄活動再開（一日5バーツ貯蓄活動）
BMP第1フェーズの残り9世帯の住宅建設完了
BMP第2フェーズの19世帯の住宅建設開始（2つの小規模住民組織の形成）
BMP第2フェーズの19世帯が住宅へ入居開始（27日）
出典：コミュニティリーダー及び協同組合リーダーへの聞き取り調査とCODI（2004）10）などをもとに筆
者が作成した。
＊CODIでBMPが発表されたのは2003年に入ってからであるが、ボンガイ地区では火災直後からBMP
のパイロットプロジェクトとして計画が始まっている。
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4．2．2　ボンガイBMP第1フェーズにおける住民の経済・社会属性
　当地区の第1フェーズ実施地区住民の属性を2（　4－4に示す。質問紙に回答してくれた住
民は、16～67歳℃1乙均4251；歳）のH1人（男40人、女62人、無回答9人）であった．
・ド均居住年数は199年、’Ti・均家族数は4．6人、　’日あたりの’lz均労働Fi寺間は9」時1旧、コ
ミュニティ内の’P均親戚数は、5．7人である．
　職業（表4－5）は、地区内にある市場で露天商として働く住民が最も多く36．1％、次い
で目雇い労働者が32．4％、民間会社勤務が93％であった。住民のセクター別就業者割合で
は、公務員や民間会社員オ£どのフォーマルセクター従事者が139％、露天商や・1：場での日
Jfi’・，い労働などインフォー一マルセクター従事者（6）が86．1％で、・一部の住民を除いて収入が
不安定な状況にあるt）世帯の所得は、月別5千～1万バーツの住民が35．1％、支出は3千
～5r一バーツの住民が44．1％と最も多かった（表4－6）。次に、職業へ対する満足度につい
て、‘大変満足’、’満足’、‘普通、‘不満足’、L大変不満足’までの5段階順序尺度にそれぞれ
2、1、0、－1、－2点を配し、平均値c7）を算出したところ、職業別から見た職業へ対する満
足度については、どの職業でも不満と感じる住民が少ない結果となった、全体の職業へ対
する満足度から見ても0583と満足している住民が多い傾向であった。図4－1は、セクタ
ー別にみた職業へ対する満足度を示している．セクター別に満足度の平均値を測定したと
ころ、フォーマルセクターに従事している住民が1．067、一一方インフォーマルセクターに従
事している住民が0506であった，以一ヒのことから、インフォーマルセクターに従事して
いる住民のほうが、職業へ対する満足度が低い。この結果から、不満足、大変不満足と回
答した住民に対し、その理由について調べたところ、給料が低いと回答した住民が最も多
く、次いで公共機関、民間企業で働きたいなどフォーマルセクターへの転職の希望を指摘
している、，セクター別に収入に関する満足度について、同様の方法で平均値を算出したと
ころ、フォーマルセクターに従事する住民が0．667、インフォーマルセクターに従事する住
民が0．058であった。
　学歴について、全体の5．6％の住民は就学経験がなく、このすべてが女性であった。女性
では、小学校4年卒が最も多く47．7％、次いで小学校6年卒がIO．8％であった。また男性
は、小学校4年卒が最も多く47．6％、次いで技術専門学校卒が16．7％であった。
　この他、出身地については、61人（55．0％）がタイ東北部出身者で、次いで22人（19．8％）
がバンコク出身者であった。宗教は、110人（99．1％）が仏教徒である。
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小但 大
平
’　差年
16 67 42．51 13，724
居住 1 51 19．89 8，219
1 12 4．59 1，875
労働時間／1日 0 20 9．13 2，539
コミュニティ内の親戚数 0 32 5．73 8，401
　　　　　　　　　表4－4対象者の口性
注：2008年3月に実施した質問紙鯛査の結果については付録（6）を参照されたい。
　　　　　　　表4－5対象者の職業順位（8）　　　人（％）
ロフォーマルセクター魍インフォーマルセクター
注：有効回答率は、　97．3％である。
図4－1セクター別にみた職業へ対する満足度
　　　　　　　　　81
表4－6対象者の収入と支出 人（％）
個人の月収 世帯の月収 世帯の支出／月
3，000以下 7（6．3） 13（11．7） 19（17」）
3，001－5，000 40（36．0） 30（27．0） 49（44」）
5，001－10，000 36（32．4） 39（35」） 15（13．5）
10，001－15，000 10（9．0） 9（8．1） 5（4．5）
15，001－20，000 2（1．8） 1（0．9） 6（5．4）
20，001以上 3（2．7） 5（4．5） 0（0）
その他 5（4．5） 1（0．9） 4（3．6）
無回答 8（7．2） 13（11．7） 13（11．7）
合計 111（100） 111（100） 川（100）
4．2．3　住環境へ対する満足度
　対象者が事業後のインフラ整備’‘）‘に対してどの程度満足しているか調べたところ、表
4－7のkうな結果が得られた，図4－2は、E記と同様の方法で平均値を算出したものである。
当地区のインフラの整備について、満足度が最も低かったのがト水整備で、－O．075であっ
た　ソ∫で、満足度が最も高かったのが水道整備で、0．562であった。また、行政が行う公
共サービスについては、－0．028で不満足と回答した住民のほうが多かった。この結果から、
イく満足・大変イく満足と回答した住民に対し、その理由について調べたところ、主に電気・
水道料金が高いなどのサービス面に加え、道路整備などの物理的な環境について指摘する
住民が多かった。また、2005年時点の住環境の満足度については（図4－3）、約6割の住民
は満足と回答したことから、ト水整備、電気、水道料金への不満や問題点を指摘している
ことを除いては、住民が住環境に対して満足を示している。
表4－7インフラ整備と公共サー一ビスに対する満足度 人（％）
大変満足 満足 普通 不満足 大変不満足 合計
電気設備 3（2．9） 33（31．4） 38（36．2） 29（27．6） 2（1．9） 105（100）
水道設備 7（67） 58（55．2） 28（26．7） 11（10．5） 1（0．9） 105（100）
下水設備 1（0．9） 30（28．6） 40（37．4） 32（29．9） 4（3．7） 107（100）
公共サービス 0（0） 33（311） 39（36B） 32（30．2） 2（1．9） 106（100）
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　一〇」
図4－2インフラ整借と公共サービスに対する満足度の平均値（7）
つ
図4－3現在の住環境に対する満足度の指摘率
　対象者に現在の住環境問題は何かと質問（複数回答）したところ（表4－8）、7割の回答
者が住環境の問題があると回答しており、「麻薬問題」を指摘した人が最も多く100％、次
いで「電気設備」が69．7％、「ごみ問題」や「公共スペースがない」が48．5％、騒音問題が
33．3％であった。麻薬問題は、この地区だけに限らず他のコミュニティについても深刻な
問題となっている。また、従来からスラム住民にとって大きな問題である強制撤去につい
て、指摘する住民は12．1％だった。このように、住民が上位に指摘した住環境の問題は、
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いずれもソフト面の問題を指摘されており、ハードの環境整備については改善されている。
ボンガイ地区では、タイにおいて公共サービスや教育を受けるために必要となる「住民登
鋪を1撒実施の際にバトゥムワン区役所に申請しており、これを問題と指摘する住民は
11H：帯であったttバンコクのスアンプルー地区など他のBMP実施地区のでは、この住民登
録が行政（区役所）より、建築法との関連で許可が下りないケースもあり、ボンガイ地区
の代表者が2004年以降にBMPを実施しているコミュニティへ出向き、当地区の開発プロ
セス、計画内容、コミュニティ運営、などの経験を共有している。
表4－8ボンガイ地区における住環境の問題
合計有
33無
14
住環境問題の順位（複数回答）　　　単位：人
1．麻薬 33（100）
2．電気 23（69．7）
3．ごみ 16（48．5）
3．公共スペースがない 16（48．5）
5．騒音 11（33．3）
6．汚臭 10（30．3）
7．盗難 9（27．3）
8．下水道 8（24．2）
9．大気汚染 7（21．2）
10．住宅 5（15．1）
11．立ち退き（土地の保障） 4（12」）
11，人間関係（隣人関係） 4（12」）
13．賭博 2（6コ）
14．交通 1（3．0）
14．水道 1（3．0）
14．住宅登録 1（3．0）
合計 33（100）
単位：人（％）
注：この質問は、2008年3月に実施した質問紙調査の結果である。
　有効回答数は47世帯（85．5％）である。
　　ソノ、表　4－9では、住民が最も望む将来の住環境について質問（複数回答）したところ、
まず、ヒ地の保障を指摘した人が最も多く70％であった。この地区では「土地の保障」が、
1970年代から現在に至る課題であったことがうかがえる。BMPは、2033年までの保障は
あるものの、1三室財産管理局からの借地であるため期限が切れたら再び交渉となる。次い
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で、「～占潔な環境」が28％、「麻薬問題の解決」と「コミュニティリーダーのリーダーシソ
プ」が24％、であった。当地区の住民にコミュニティリーダーの確保は、重要な課題とし
て認識されている。
表4－9住民が望む住環境
合計
1．土地の保障 35（70．0）
2．清潔な環境 28（56．0）
3．麻薬問題の解決 24（48D）
3．コミュニティリーダーのリーダーシップ 24（48．0）
5．連帯の強いコミュニティ 15（30．0）
6．犯罪のないコミュニティ 14（28．0）
7．良い隣人関係 13（26．0）
8．良い友人関係 12（24．0）
8．良い住宅 12（24．0）
10．温かい家庭環境 9（18．0）
刊．職がある環境 8（16．0）
12．利便性 7（14．0）
13．その他 3（6．0）
合計 50（100）
単位：人（％）
注：この質問は、2008年3月に実施した質問紙調査の結果である。
　　有効回答数は50世帯（90．9％）である。
　また、住民が将来的に希望する居住地について聞いたところ（2008年3月時点、有効回
答数：52世帯）、34世帯（65．4％）が「現在いる場所」と答え、仮に移転する場合、コミ
ュニティの人たちと移転するかと聞いたところ（有効回答数：48世帯）、40世帯（83．3％）
が「コミュニティの人たちとの移転を希望する1との答えであった。このことからコミュ
ニティ住民の目常におけるコミュニケーションや結束力が伺える。
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4．3　ボンガイ地区における住環境整備事業の概要
4．3．1事業の概要
　2001年12月、ボンガイ地区内の約3割、159世帯が焼け出される火災が発生したことを
きっかけに、コミュニティではオンサイトによる再居住か、あるいは撤去による再定住化
か、の選択をせまられることになったが、立地ヒの利便性、コミュニティとしてのまとま
りを屯視して、住民リーダーのもとで居住の継続、オンサイトの再居住を決議した。同時
にコミュニティネットワーク活動を通じて関係があったCODIが支援するBMPのパイロ
ットプロジー’r一クトへの参加を決定した（表4－10）c．BMP実施に際して、当地区における貯
蓄／（n動による資金をもとにCODIから住宅建設のための2，999万バーツ（第1フェーズ：
20カバーツ／戸、第2フェーズ：24．5万バーツ／戸）の融資や、これに加えNHAが同時
に実施する基盤整備事業費、1二地代の約1　，OOO万バーツなど総額3，960万バーツの事業費を
獲得し、オンサイトによる住環境整備事業が実施可能になった。個別の土地保有について
は、CODIや住民による交渉を通じて、　E室財産管理局へ30年の期間、230バーツ／月の
11地代を支払うことで借地権を取得することになった。
　第1フェーズにおける計画策定において、住民の意見を直接反映させるため路地ごとに
8っの小規模な住民グループ（一つσ）小規模住民組織あたり9～10世帯）に分け、ワーク
ショッフ形式で作業を進めている。この組織化が小規模住民組織として事業実施段階にお
いても機能することになった。ボンガイ地区で実施されているBMPは202世帯で実施す
る予定であり、この参加世帯数からも小規模住民組織を組織化する必要があったc事業の
運営体制をみると、小規模住民組織で構成された協同組合が事業の中心となり、地区の住
民組織（図4－4）と協調し、各支援団体の代表者で組織された住環境問題解決委員会との
間でパートナーシップを構築している（図4－5）。また、事業実施に際して有力なリーダー
や有識者の支援を受けている。
表4－10ボンガイ地区の住環境整備事業の概要
世帯数 202世帯
土地所有者 王室財産管理局
保有期間 30年間
借地代 230バーツ／世帯／月
改善の種類 オンサイト再居住計画
基盤整備費用 NHAが供給
住宅費用
2，999万バーツ（749，750US＄）
@　4」25US＄／世帯
総費用
y地＋住宅＋基盤整備
3，960万バーツ（990，000US＄）
出典：CODI（2005）11）と現地調査をもとに筆者作成。
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委員長
会計士（1名）　　　　　副委員長（1名） 監査役（5名）
秘書（1名）　　　　　　　　　　　協同組合長 財務（2名）
教育委員会（2名） 貸付委員会（3名）
図4－4ボンガイ地区の住民組織構成
・バンコク市内の6地域の代表者
・ポンガイ地区のコミュニティ委員長
・有識者（開発分野・建築専門家）
　　　小規模住民組織
（第1フェーズ．8組織、第2フェーズ．2組織）
　　　　　住環境問題解決委員会
・王室財産管理局　（1名）
・CODI（1名〉
・Human　development　Foundat」on（1名）
tHouslng　Development　Foundatlon（1名）
・バトゥムワン区役所（格）
・Urban　Community　lnstitute　Research　Foundation（1名）
・ルンピニ警察署（1名）
・都市コミュニティ住宅協同組合（1名）
・コミュニティ開発センター（CDC）（1名）
・ポンガイ地区の住民組織（3名）
・小規模住民組織の代表者（3名）
図4－5ボンガイ地区における住環境整備事業（BMP）の運営体制
　CODIより派遣された建築専門家のコーディネートのもとに、組織された小規模住民組
織で住戸計画、歩道の設定、建材の選択等について機能面や経済面から検討を加え、次第
に提案を絞り、最終的にはコミュニティ全体として、一つのまとまりとして図4－6、4－10
のようにグリッド状の街路に囲まれた長屋型の住戸・住棟配置を決定した。この計画案に
沿ってNHAにより道路、ド水等の基盤施設整備が実施された。住宅の建設には民間建設
会社と伴に住民も作業に携わった。図4－10（①から⑧）で示すとおり、各住棟が小規模住
民組織ごとの居住と対応しており、事業費の返済にっいても当該組織を通じて住宅n一ン
を組んでいる、，
　当地区のBMPは段階的に進められ、第1フェーズ（2002年1月から2004年6月）では、
すでに事業への参加条件がクリアできた73世帯の住戸建設がされ、画一一的な2階建ての長
屋形式で、各住戸面積は35m×7．Omで統・されている。事業への参加条件については、住
宅改；疇三を目的とした協同組合のセービング活動に参加していることが前提であり、一定の
貯蓄額を満たした世帯がまず第1フェーズに参加している。また詳細は後述するが、これ
までコミュニティ内で蓄積されている相隣関係をもとに、小規模住民組織を事業の中で再
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編しており、事業実施予定の全202世帯の部分的ではあるが、準備が出来たグループから
事業へ参加している（10）。第1フェー一一一ズの事業実施前後の地区にっいてみると（図4－6）、
以前は無秩序に住宅が並び過密な環境であったのに対し、事業後は区画が整備され、住棟
が規則的に配置されている。この最終的に決定した住戸計画の設計図を図4－7、4－8に示す。
第2フェーズ（2006年2月から2007年1月）では、計画段階において130世帯であった
が、この内、火災後に路地などに仮設住宅を建てて生活をしていた19世帯について、住民
の経済面、機能面、敷地面積から画一的な2階建て半の長屋形式の計画で建設が実施され
ている。第3フェーズについては、2008年3月に現地調査に行ったところ、コミュニティ
と王室財産管理局、CODI、区役所などの関係機関との間で承認手続きを行っていた。写真
4－4は当地区におけるBMP完成予定図である。
　次に、第1フェーズの事業予算については、次の関係機関によって支援されている。①
CODIから回転資金のために貸付された1，400万バーツ、②NHAから水道、電気等の基盤
整備のための890万バーツ、③その他コミュニティ環境改善のための活動費にっいては、
ドゥアン・プラティープ財団（DPF）から20万バーツ、人間居住財団（HSF）から20万
バーツであった12）。
事業実施前
〆／」
ま
事業実施後
i’　i．。・r　ii
議’
回鞭』顧動
図4－6ボンガイ地区における住環境整備事業前後の様子
出典：CODI（2004）13）を参考に筆者作成
注：地図及び写真は、CODiの当地区のBMP資料から引用した。事業後の写真はas　1フェーズ建設完
了時の様子（2004年6月）。
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図4－8第1フェーズにおける住宅股計図
出典：2006年9月現地鯛査において、協同組合より入手
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目難総
　　　　　　　　　　熟
写真4－4ボンガイ地区におけるBMP完成予定図
出典：筆者撮影（2006年9月）
4．3．2　事業への満足度
　実施されたBMP第1フェーズについて住民自身による評価を尋ねるために、「実施前と
後で住環境にっいてどの程度満足しているのか」、「事業に参加してみてどの程度満足して
いるか」を質問した（表4－11、2005年7月時点）。事業実施前の住環境についての満足度
の平均値（7）を同様の方法で算出したところ、0．084であったが、実施後は0．670と上がっ
ている。加えて、2008年3月の住宅建設が完成後、約4年を経過した時点における住環境
に対する満足度は（有効回答数：51世帯）、「大変満足」と回答した世帯は1世帯、「満足」
と回答した世帯は29世帯、「普通」と回答した世帯は17世帯、「不満足」と回答した世帯
は4世帯で、この平均値は0．529と2005年7月の住環境に対する満足度よりもやや低かっ
た。この理由として、いくつかの家屋が軒先を清潔にしていない、ある一部の小規模住民
組織内のメンバー間でコミュニケーションの問題があったなどが挙げられる。しかし、回
答してくれた住民は、不満足よりも満足を示す住民の方が多い。このことは、事業実施前
後の暮らし（2008年3月時点）について聞いたところ（有効回答数：51世帯）、「良くなっ
た」と回答した世帯は48世帯、「以前と変わらない」と回答した世帯は2世帯、「悪くなっ
た」と回答した世帯は1世帯であった。写真4－5に示すように、事業後の竣工後約4年が
経過したコミュニティでは、様々な住宅の壁、ドア、窓などの装飾やデザインをする世帯
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も散見されるようになっている。
　また、事業への参加の満足度では、竣工後およそ1年を経過した時点で1．000であった。
これにより、参加した住民は、事業に対して一定の満足度を得ていることが分かる。この
理由として、小規模住民組織への参加を通して住民が事業に身近に携われたのが要因にな
っているとのことだった（ll）。一方、不満足を示す住民の最も多い理由には、住宅ローン
返済が困難であり、これに合わせて多く働かなければならなくなったというものであった。
このことは、事業前のコミュニティの社会構造が変化していることが考えられるが、新た
な経済・社会活動にも特に大きな問題はなく、2008年3月現在、住宅ローン返済に対して
も、第1フェーズ地区の住民は理解を示している。このことは、2008年3月時点における
事業への参加の満足度（有効回答数：55世帯）にも現れており、「大変満足」と回答した
世帯は13世帯、「満足」と回答した世帯は32世帯、「普通」と回答した世帯は9世帯、「不
満足」と回答した世帯は1世帯であり、この平均値は、1．363と2005年7月の事業へ対す
る満足度よりも高くなっている。
表4－11住環境整備事業（BMP）に対する満足度 人（％）
大変満足 満足 普通 不満足 大変不満足 平均値
1 事業前の満足度 6（5．6） 42（39．3） 23（2t5） 27（25．2） 9（8．1） 0，084
1 事業後の満足度 14（13．2） 54（50．9） 28（26．4） 9（8．5） 1（0．9） 0，670
皿 事業参加の満足度 24（22．2） 64（59．3） 17（15．7） 2（1．9） 1（0．9） 1，000
注：各質問項目に対する有効回答率は、1事業前の住環境96．4％、②95．5％、③97．3％である。
写真4－5装飾した住宅 筆者撮影（2008年3月）
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　次に、BMPにおける協同組合の対応についてどの程度満足しているのか聞いたところ
（2008年3月時点、有効Fi｜答数：55　tu：帯）、「大変満足」と［tl｜答した世帯は6世帯、「満足」
と回答した世帯は36世帯、「普通」と回答した世帯はIl世帯、「大変不満足」と回答した
IH：帯は2111i帯であり、この’ド均値は、0．800と満足を示している。また、　CODIの対応につ
いてど0）程度満足しているのか聞いたところ（2008年3月時点、有効回答数：481H：帯）、
「大変満足」と回答した世帯は12世帯、「満足」と回答した世帯は301日：帯、「普通」と回
答したilii帯は5t日1帯、「不満足」と回答した世帯は】世帯であり、この平均値は、　LlO4と
満足度を示す世・ilt：の方が多かった。
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4．4　ボンガイ地区における小規模住民組織を単位とした住環境整備
　　　の開発プロセス
4．4．1　小規模住民組織の組織化の目的と方法
　小規模での住民グループの組織化は、ボンガイ地区の協同組合によると、火災以前の従
）1（1の相隣関係を中’L・としているが、　・部でマイクロクレジソトの貯蓄グループからの加入
も認めてコミュニティリーダーのリーダーシップのもとで実施された。各小規模住民組織
メンバーは、9名から10名、各組織リーダーレ名、秘書1名で構成されている。小規模住
民組織リー一一ダーは住民投票により選出し、これをコミュニティリーダーが承認しているc
組織化による具体的な活動は次のようになる，
（D　小規模な住民グノレーブの組織化により、参加の機会を拡大し、住環境改善σ）ための
　　情報や知識を身近に得られるようにする。
（2）　小規模住民組織により構成され、事業の管理や事業後のローン返済を目的とする協
　　同組合を設“tlする、
（3）　組合はコミュニティ全体を対象としたワークショップ形式の定例会（定期的に行わ
　　れている月に1度の住民会議）を開催し、小規模住民組織成員間のコミュニケーシ
　　　ョンを図るc．この定例会は、住民が自由に意見交換を行う場となる。
　’Ll地区では、既述のように1986年から基盤施設の整備など環境改善を実施され、また住
民のエンバワーメントを視野に入れたセービング活動が展開するなど、内発的発展に向け
た開発がCOD［の支援のもとに実践されてきた。その意味ではタイにおけるスラム改善の
モデル地区となっている。小規模住民組織と協同組合、CODIの関係については図4－9に
示す、、事業の中で住民は組織化された小規模住民組織で地区計画が話し合われ、その後、
協同組合に提案しているといった小規模住民組織単体ではなくコミュニティ全体と整合し
たコミュニティ運営となっている。
　第1フェーズに参加した住民に対し、「隣近所とどの程度親しいですか」と、質問票で聞
いたところ、とても親しいとの回答した住民が46．1％で、一・’方あまり親しくないと回答し
た住民は59％だった。メンバー同i：が同じ棟に住居を並べて生活しているため、メンバー
間で相談ごとや話し合いをするヒで行き来がしやすいという利点が考えられるL，また、既
述のように、職業と収入に対する満足度は、フォーマルセクターに従事している住民より
もインフォーマルセクターに従事している住民の方が、満足度は低いが、　・方で、セクタ
L－一 ﾊにみる小規模住民組織活動への参加率の差がみられなかったことから、小規模住民組
織のコミュニティ活動への参加意思決定に所得の差は影響を及ぼしていない。小規模住民
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組織活動への参加意思決定を明らかにするため、小規模住民組織のリーダーとコミュニテ
ィリーダーに対する聞き取り調査を実施したところ、①相隣関係により糸H．kg（it化された、②
小規模住民組織メンバー間で住宅ローンの返済などの決まりごとがある、などが挙げられ
る、、当地区の住宅ローンの返済のシステムは、図4－9に示すように、住民一→小規模住民組
織→協同組介一CODIとなっており、毎月決まった「］に協同組合が小規模住民組織から収
集しているf，小規模住民組織内における集金に関しては、コミュニティでは統一しておら
ず組織ごとで対応しているが、小規模住民組織リーダーまたは秘書が行っている，
　既述0）とおり、CODIのソムスック氏は、コミュニティネットワークの形成について、
［個々の活動を強イヒしていき、最初は小さくルーズな関係からはじめ、定期的な会合を持
ち、各コミコ．ニティが置かれている状況を理解し確認しながら、ゆっくりと組織を強化し
ていき、おfllいに協力する運動を広げていく」ことを説明しているが、小規模住民組織の
形成過程においても、貯蓄グルーフ活動によるマイクロクレジットを基調としており、コ
ミュニティの内在する様々な問題に取り組んできた当地区の開発の経緯においても同じよ
うなことがいえる，
CODI
住宅。一ン等の返済li・・D鮒金利・年一1・
≡　▼
　　　　t■eロ　ロ■tハぽロ　　■e　t－“　ヨち
　　　　i事業を通したi
＜一■レ熟1害関係者※2）i
　　　　　　　　　　要協、組合貸付金利／年＝4％
　　　　　令
ローンの集金：
　　　　　●
▲＝・・▼ ▲：・・▼ ▲：：▼
N：小規模住民組織
榊住民または世帯
tLtVL
　　　　　　　図4－9ボンガイ地区における小規模住民組織の運営システム
（※1）協同組合は、CODIの受け皿として住民により再編され、融資資金の管理、住環境整備事
　　業の運営及び事業後の住宅ローン返済、などを目的とした組合である。
（※2）BMPを通した利害関係者（ステークホルダー）は、住環境改善のためプロジェクトに携わって
　　いる行政機関、民間団体、住民組織、などの間でパートナーシップを構築している。詳細は
　　図4－5を参照にされたい。
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4．4．2　相隣関係と小規模住民組織の関係
　事業後について「隣近所とどの程度親しいのか」を質問したところ（有効回答数：103）、
「とても親しい」が46」％で、一方「あまり親しくない」と回答した住民は5．9％だった。
事業実施期間を通じて、組織内でのメンバーの交代も随時行われてきたが、現在では再入
居時の小規模住民組織が、住棟ごとに住戸を確保し（図＋10）、各組織が同じ住棟にひと
まとまりとして入居している。小規模住民組織の組織化において、上記の相隣関係に加え、
居住空間からみて街区単位が基本である。住宅n－一ンは、既述のとおりこの小規模住民組
織単位で月別に収集しており、メンバーに住宅ロー一ンを払えない住民が発生した場合は、
組織内で立替払いをする（ここでも支払えない場合は、協同組合が立替えている）ので
CODIへの返済率は、結果としてコミュニティ全体で100％とのことであった。このことか
ら、小規模住民組織メンバー間での一定の信頼関係が伺え、収入の満足度に関わらず小規
模住民組織活動へ共に参加していることからも、社会的な近隣関係が優先されていること
がわかった。CODIが支援している他地区の住環境整備事業と返済状況を比較すると、相
隣関係やマイクロクレジットの手法を組み込んだ小規模住民組織化による回収方法が功を
奏している。
①12i34
②膏
③19レ・21躍
⑤i378390｝4甲2”
・扉＋一一翻
　　　　　　枇坐
6ア申 ・・ iゴ
　　　　図4－10ボンガイ地区の小規模住民組織形成と住環境整備計薗
注：1）■は小規模住民組織リーダー宅を示している。2）①～⑧の番号は、第1フェーズにお
いて路地毎に形成された小規模住民組織を示している。3）1－73の番号は世帯数を示してい
る。4）CODI資料（2005）によると、第1フェーズでは72世帯の建設予定だったが、実際には
73世帯が建設されている。
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　加えて、第1フェーズ地区における住民間の人間関係の満足度は（2008年3月時点、有
効回答：52世帯）、「大変満足」と答えた世帯が1世帯、「満足」と答えた世帯が34世帯、
「普通」と答えた世帯が16世帯、「大変不満足」と答えた世帯が1世帯、で満足を示して
いる住民の方が多かった。また、就業セクター別に見る小規模住民組織活動への参加は（有
効回答数：101）、フォーマルセクター従事者が84．6％、インフォーマルセクター従事者が
8L8％で、双方に参加率の差は見られない。これにより、小規模住民組織成員間での一定
の信頼関係が伺え、地縁的な相隣関係が組織活動を基底していることが分かる。
4．4．3　第1フェーズにおける小規模住民組織と住環境整備事業の開発プロセス
　当地区はBMP以前からCODIの支援のもとで協働関係を構築しつつコミュニティが主
体となって開発を行ってきた経緯がある。2000年には、コミュニティ環境の全般的な改善
を目的に従前のコミュニティにあった三つの路地を単位に小規模な住民組織が組織化され
ていた、，住民リーダーへの聞き取り調査およびCODIのBMPに関する資料をもとに、計
画策定段階から事業後のコミュニティの維持管理段階までの第1フェーズにおける開発プ
ロセスは、次の五段階に分けられる。
第一段階（2002年1月）：2001年12月に発生した火災の復興事業としてBMPを受け入れ
ることをCODIとコミュニティで合意し、開発方式に小規模住民組織を導入し、1989年に
組織されていた協同組合を改めて再編した段階である。その際、小規模住民組織の導入に
は、CODIと政府により大規模な展開が計画されたBMPの実施に際し、①事業の円滑な推
進を図る、②住民参加の実効性を高め、事業後の住宅n・一ン返済を円滑に行えるようにす
る、というねらいがあった。写真4－6は上記の火災で全焼した家屋の様子であり、写真4－7
は火災後、仮設住宅での生活の様子である。
写真4－6全焼した家屋の様子　　　　　　　　　写真4－7仮設住宅の様子
出典：ACHR職員、　Thomas　A．　Kerr氏より提供（2007年5月）
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第二段階（2002年3月）：以前の相隣関係、マイクロクレジソトグループをもとに8つの
小規模住民組織を再編し、事業についての情報と住民の関わりを学習する段階である。コ
ミュニティ全体の定例会でのワークショップが参加型の開発やコミュニティのインフラ整
備、住戸計画についてのイメージを住民が共有することにっながった。各小規模住民組織
は、同時に住宅ローン返済の単位となり、コミュニティ内での住戸・住棟配置の検討を行
った，，定例会でのワークショップの様子を写真4－8、4－9に示す。
第三段階（2002年3月一2002年8月）：各小規模住民組織を通したワークショップで住戸
計画を検討したが、災害復興に伴う時間の限定や、建設費を抑えるという制約の中で、コ
ーディネーターや、CODIが派遣した建築家の誘導により、結果的に既述したように、小
規模住民組織ごとのまとまりに対応した長屋形式の連続型住棟配置が選択される。つまり
小規模住民組織による個別の構想は採用されず、住戸・住棟の形式や規模の統一がなされ
た。この点はゾーンごとに修復型の開発を実行したガオセン地区の事例と異なる。最終的
には住宅協同組合を通して各関係機関との間で事業契約がなされた。
写真　4－8ワークショップの様子
出典：写真　4－8は、CODI（2006）パワーポイントより引用。写真4－9は、　ACHR職員、　Thomas　A．　Kerr
　　　氏より提供（2007年5月）
　注：写真4－9は、協同組合リーダーSangwan　Boongsong氏（白いシャツ）が、ワークショップで意見
　　　を纏める様子である。
　　　葡　　　kン　　　f
写真4－9協同組合リーダーによる説明の様子
第四段階（2002年8月一2004年6月）：図4－11に示すように、事業の実施段階であり、建
設業者により住棟が建設され、住民も作業へ参加する。併行してNHAにより下水、街路
などのインフラ整備が整備される。住戸の内装は各世帯単位で行った。
第五段階（2004年6月以降）：事業の事後評価・コミュニティの維持管理の段階である。
2004年6月、第1フェーズ64世帯の住宅建設が完了し、政府主催でセレモニーが開催さ
れた（写真4－－10、4－ll参照）。その後、2004年7月17日に住民は住宅へ入居している。小
規模住民組織は通常のコミュニティ活動においても相隣関係をもとに機能している。しか
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し建設時期から再入居当時までの住民のエネルギーやまとまり意識は一時的なもので、現
実には住宅ロー一ン返済が家計を圧迫していることから、低所得者層のコミュニティに共通
する生活再建、雇用機会の確保や教育環境の改善がここでも課題となっている。現在では
当該事業遂行を目的としたセービング活動は終了しているが、小規模住民組織を単位とし
て、新たなコミュニティの生活環境改善の活動に関わるセービング活動（一日5バーツセ
ービング活動）が、住宅ローン返済と並行しながら再開されている。
図4－11第1フェーズにおける建築の様子
出典：CODK2006）パワーポイントより引用
㊥勲
一vv－『手’
■”一． uS
　　、■、、、　　‘
「縫
写真4－10元首相タクシン氏による祝辞
出典：CODl（2006）パワーポイントより引用
写真4－11完成セレモニー参加者の様子
出典：CODI（2006）パワーポイントより引用
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4．4．4BMPにおける小規模住民組織の評価と新たな活動の展開（12）
　2008年3川1寺点の小規模住民組織をi｝1位とした住環境整備，lh由i及び事業の満足度を聞い
たところ（有効回答数：53世帯）、「大変満足」と答えた世帯は2世帯、「満足」と答えた
世帯は341Hr帯、「普通」と答えた世帯は14　Pjl帯、「不満足」と答えた世帯は1世帯、「大変
不満足」と答えた世帯は2世帯、で平均値は0．623となり、満足を示している住民の方が
多かった、、加えて、小規模住民組織をi’Pt／t．としたコミュニティ運営に問題はあるのかを聞
いたところ（55世帯）、「ある」と回答したIH；帯はg世帯、「ない」と回答したiH；帯は41世
帯、「分からない」と回答した世帯は5世帯であったr．問題があると回答した世帯によると、
41H：帯が「小規模住民組織の単位が小さいため活動に限界がある」との回答が最も多く、
次いで［協同組合との調整がうまくいかない」と回答した世帯は3世帯であった。このほ
か、この開発プロセスは時間的な由1約があり、住民は時間がかかることを指摘している。
次に、小規模住民組織を単位とした住宅ローン返済システムの満足度を聞いたところ（有
効IL・1答数二53世帯）、「大変満足］と答えた世帯が1世帯、「満足」と答えた世帯が37世帯、
「普通」と答えた世帯が13世帯、「不満足」と答えた世帯が1世帯、「大変不満足」と答え
たlil：帯が1世帯、で平均f直は0．679となり、満足を示している住民の方が多かった。
　‘｝ぱ後における小規模住民組織の活動へは（2005年7月時点、有効回答数：101）、回答
者の約8割の住民がなんらかのかたちで参加している。参加内容では、「住民会議に参加し
ている」が20．5％と最も多く、次いで「一日5バーツセービング活動」のi5、2％であった。
この他、事業後における小規模住民組織の役割として、既述のように住宅ローンの集金も
ある，、小規模住民組織の活動は、各グルーフで話し合われている問題が異なるが、全体の
住民会議にて、自分たちがどのような問題を発見し、その対策をしたのか互いに報告し、
情報を共有している。例えば、図4－10、写真4－12に示した⑦と⑧の小規模住民組織（路地）
は、小規模住民組織の会議及び井戸端会議で夜になると暗いとの意見が多いことから、路
地に電灯を設置した。経費については、この二つのグループの住民によって支払われ、毎
月の電気代についても分担している。この新たな展開に見られるように、これまでは、コ
ミュニティ内のド層に位置する住民や活動に興味がなかった住民にも結果として、直接参
加する機会を与えている。2005年7月時点の調査において、小規模住民組織活動への参加
の満足度について同様の方法で平均値を算出したところ、0511と満足している住民の方が
多かった。以ヒのことから、小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業や活動
に対して・定の評価をしている。この他、協同組合と小規模住民組織との連携にっいては、
協同組合リーダーと小規模住民組織メンバーへの聞き取り調査から、頻繁に連絡を取り合
い、協働してコミュニティを改善していくという共通の認識を持っていることが明らかに
なった。また、小規模住民組織メンバーに対し、協同組合スタッフと連絡を取るか、にっ
いての質問では、81．9％の住民が連絡を取ると回答している。
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　④　　　　　　　　　⑤　　　⑦　　　　　　　　　⑧
写真4－12路地ごとの様子
　　出典：筆者撮影
　　注：番号は図4－10と対応している。⑦、⑧の路地で示している赤丸に電灯が設置されている。
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4．5　本章のまとめ
　小規模住民組織の役割について、これにより住民が1：体的かつA　1－1的に事業へ参ノ川でき、
事業が円滑に進められたといえるだろう。事業後の・i三な小規模住民組織活動をみてみると、
D定例会で間題点とその対策を話し合う、2）一一日5バーツセービング活動、3）住宅ロー
ンの回収、などを担っている，、協同組合リーダーによると、今後は、徐々にコミュニティ
における内発的発展のための機能として活動を行っていくとの説明であったbこの小規模
住民組織を媒介した内発的発展は、コミュニティや地域の発展をより一i体的かっ自発的な
ものにし、自律的な意思決定のもとに推し進めていくための方法論として位置づけられる
2勺
　住環境整備事業の過程において、内部で小規模な住民グループを組織して実施していく
ボンガイ地区の‘桝列から次のような点が指摘できるt．／
　第’に、小規模住民組織メンバー間における相隣関係の構築によって、開発情報などが
身近にメ賄’され、これによって、コミュニティの環境整備がより実効性を増す結果につな
がっている
　第’．に、住環境整備事業（BMP）は、タイの都市貧困層30万世帯を対象に5年間の期
限を限った大規模なフロジェクトであるが、この事業を円滑に推進するために、経験と実
績のある小グルーフを対象にした都市貧困者の生活向上のためのマイクロクレジットの方
法を重ね合わせている。4．2．1の地区の概要でも示したように、コミュニティが直面する危
機を乗り越えられた要因としてセービング活動が挙げられる。
　第二に、小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業は、共通の問題意識をも
って、収入や身分は関係ない平等の立場で、自らのニーズの自己実現のための活動を展開
し、結果的にコミュニティ全体へと広がっていくものと考えることができる。このような
小グルーフを形成して活動を展開している事例として、バングラデシュのグラミン銀行に
おける5人’組でグループを形成し、スクォッターに対しマイクロクレジットの信用貸付
けが展開されているが、この方法に合わせ、ボンガイ地区開発では、コミュニティ全体と
整合していることが特徴である、
　第四に、小規模住民組織を通したコミュニティ活動への参加機会によって、住民がエン
ハワーメントされ、コミュニティ全体としても改善活動の展開が可能になった。
　第il：に、開発過程において小規模住民組織がirl体的な役割を担うことで、計画の確実な
実践と連続的な活動を実施していくことが可能であることを示した。
　ボンガイ地区は火災からの復興という事情や経済的制約から、段階に分けてそれぞれの
フェーズで画・的な住棟配置が選択されているが（部分的な開発の推進）、第5章で示すガ
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オセン地区のように環境条件次第では、小規模住民組織ごとに、それぞれの事情に合わせ
た整備方針a）、」／1案が可能となる，、
　小規模住民組織を単イ、ン1とした住環境整備計画及び事業の実施に際して、当地区の「餌列か
ら課題として次の点が指摘できるft第・に、ハード面の環境整備においては、組織ごとに
意見が分かれて調整に時間がかかり、なかなかまとまらない局面もみられたt）第一J一に、単
位が小さいため活動が制約される場合は、相圧の関係性を統括するコミュニティ全体の方
向づけが課題となる、
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．．．．．．、＿，＿．＿．＿．．＿．．＿．．．．．．．．．．．．【第4．童．．．補注及び参互文献】＿．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．＿．＿．＿．．．．．．．．．．．
【補注】
〔1〕 aMPは、対象となる都｜lf貧困層住民自らが開発の｝三体及び受益者となってくるため、政府
　機関、NGO、学識関係者、コミュニティネットワーク組織、などのステークホルダーとコ
　ミュニティの住民組織との間でパートナーシップの構築は不II∫欠である．よって、　CODIで
　は開発フ11セスを1五視しており、その支援のために必要な場の設定（住民会議）、各種申請
　、巳類の作成、計画立案、問題解決等の情報やノウハウを住民代表者に与えているs
，21 {ンガイ地区のBMP第1フェーズに参加した住民を対象に2005年に質問紙調査を実施し
　ている　その全文を付録（8、日本語）、（9、タイ語）に示す．，また、2008年3月には、事
　業経過をみるために、BMP第1フコ・一ズに参加した全世帯（73世帯）を対象に、ガオセン
　地区で実施した質問紙調査に／l乏IEしたものを実施している（有効回答数：55世帯）．この結
　果については、補注6「ボンガイBMP第1フェーズ地区住民基礎データ及び、2005年7月
　時点に実施した質問紙調査と差異があるものなど新たな知見については本文中で示すもの
　とする
xNHAの定義ではL6001㎡あたり15戸以上で密集としている、第2章を参照にされたい。
’；
{ンガイ協同組合り一ダーのSangwan　Boongsong氏は、2006年9月時点では4地域スラム
　　ネットワーク（4Regions　Slum　Network：4RSN）のリーダーも以前から兼任しており、全
　国的にも知名度が高いリーダーであった。
⑤例えば、テーワー・センター・クレジット・ユニオン組合やシーハルタイ・クレジット・
　ユニオン組合である（田坂敏雄、2005）．
c61
Cンフォーマルセクターは、主として市場経済の枠に当てはまらない産業、経済分野、路
　トの屋台売り、露天商、バイクタクシー運転手、マッサージ、家政婦、などの都市雑業を指
　すtt遠藤環（2007）によれば、　ILOのケニヤ雇用調査団（1972年）が提唱したインフォー
　マルセクターの定義は、一二分法に基づくものであり、フォーマルセクターの裏側としてイン
　フォーマルセクターを位置付け、①低い参入障壁、②現地資源の利用、③家族経営、①小規
　模経済単位、⑤労働集約的な低い技術水準、⑥公教育外での技術習得、⑦公的規制のない競
　争市場、に特徴付けられるとしている、
σ｝’ld均値は、’大変満足’、㎞満足「、’普通’、’不満足’、　b大変不満足“までの5段階順序尺度にそ
　れぞれ2、1、0、－1、－2点を配し算出したものである」
C8｝ gゥクトゥクはエンジン付きの三輪の乗り物で、メーター制のタクシーとは異なる料金シ
　ステムで運転手との交渉制となっている、，近くに移動する場合や道が混雑しているときによ
　く利川される乗り物となっている、、
（9〕
堰|1として生産活動を行うたy）の各種の社会基盤の整備活動、インフラストラクチャー（イ
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　ンフラ）は通常経済インフラと社会インフラとに分類され、経済インフラとしては道路、鉄
　道、港湾、空港、灌概、電力など、社会インフラとしては住宅、保健、衛生、11下水道、教
　育などがその中に含まれる．、
Alo1 Q006年9月に実施した現地調査における協同組合リーダーに対する聞き取り調査による．，
（「1）2006年9Jjに実施した現地調査におけるコミュニティリーダー（Mr．　Sangruay）に対する
　聞き取り調査による
d2’ ﾁえて、コミュニティリーダーによれば、2008年3月時点ではBMP第3フェーズの計画
　及び各関係機関へ提川するIE式書類の作成を行っていたが、残りの3分の2の地域全体で
　BMPの参加について話し合われており、コミュニティ全体の会議で決定したとのことであ
　った、
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第5章重層的な開発アクター設定による住環境整備計画及び事業
　　　　一ソンクラー県ガオセン地区におけるオンサイト再区画整備の事例より一
5．1　はじめに
5．1．1本章の目的
　本章では、小規模住民組織を含む屯層的な開発アクターを設定し、オンサイトによ
る改ill三型の再区llhi整備（re－biocking）を実践したタイ南部のソンクラー県ガオセン地区
を対象とし、①住環境整備計lllll及び事業の開発プロセスと、②街区（プロソク）ごと
に形成された小規模住民組織の組織化過程、役割、特性、について明らかにするc加
えて、ボンガイ地区開発との比較により、小規模住民組織を単．位とした住環境整備計
画及び事業について計画論的視点から考察する．
　ガオセン地区の住環境整備事業に注目する理由は、次の通りである。
　第1に、コミュニティを街区単位のプロソクに区分（当地区では建築専門家がファ
シリテーターとなって、地図を用いてブロックごとに色分けを行っているニカラー区
域）し、その中に小規模住民組織を形成するといった、重層的な開発アクター（住民、
小規模住民組織、ブロックグルーブ）による開発を行っている。
　第2に、住民の経済能力から柔軟な住戸計画が策定され、各世帯でそれぞれの修復
及び建設計画に沿って住宅建設やリフォームが実施された。
　第3に、鱈杓スペースであるコミュニティ内の路地（ソ・イ）整備において、BMPの
住宅建設または改善（リフォーム）へ参加しない・できない住民（以下、不参加住民
とする）も開発区域に包含して街区の計画、及び事業の実施がされており、地域全体
の底ヒげに繋っているe
　小規模住民組織を単位とした住環境整備の方式についてはボンガイ地区の事例をも
とに分析したが、これに対し、ガオセン地区開発における計画は従来の開発方式には
見られなかったものであり、今後の都市貧困地域における持続的なコミュニティ開発
をU指すヒでも注目すべきものであると考えている。
5．1．2　本章の方法
具体的な研究の内容、方法は次の通りである。
D住民の経済・社会属性及び居住特性。
2）住環境整備事：業の特徴及び住民の事業後の評価。
105
3）‘1業におけるコミュニティ運営体制、
4）　ノ1・大見t莫イilL〈；糸IL糸哉（ノ）糸且糸哉イヒ（フ）ノノシ去及（♪日1’1勺rt
5）計画段階における」ヒ的空間のデザイン、住戸計画、インフラ整備等。
6）ボンガイ地区開発との比較により小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及
　び’1喋についての考察。
　現地調査では、ガオセン地区でBMPへ参加した127　iHr帯と不参加世帯を対象に、住
民や協同組合・貯㍑；組合リーダー、ブロックグループリーダー、小規模住民組織リー
ダ…、ソンクラ’一一一　［if役所、　CODI職員（本部ガオセン地区担当者）への聞き取り調査と
参li観察による定性調査及び、現地住民6名の協力のもと面接方式による質問紙調査
（114項目）cbを2007年6月、10月、2008年9月に実施した。また抽出サンプルは、
世帯ではなく事業へ参加した住／亡を対象とした．調査対象地区と質問紙調査の概要は
表5－1に示す．加えて、CODI、　ACHR（Asian　Coalition　for　Housing　Rights）、ソンクラ
ー市役所、ガオセン地区協同組合から資料収集を行った．
　質問紙調査で得られたデータについては、SPSSを使用して単純集計による度数分布
表の作成、クロス集計、相関係数の測定などの統計分析を行った。
表5－1調査対象地区と質問紙調査の概要
地区名 ガオセン地区
土地所有者 財務省
面積 25．625ライ（4」ha）
総世帯数 480世帯
人ロ 2，365人
開発方式 オンサイト再区画整備（re－blocking）
BMP参加世帯数 127世帯
調査方法 面接式／留置
調査期間 2007年10月、2008年9月
サンプル数 参加住民 124人
不参加住民 95人
設問数 114問
注：1ライあたり1，600㎡である。
2007年10月に実施した調査において、参加住民103票、不参加住民
95票を回収できた。参加住民に対する残りの質問票（21票）については、
2007年10月に調査協力者であるブロックリーダーのKlinusasuwan氏
に留置していたものを2008年9月8日に回収した。調査協力者に関し
ては、本章補注（2）を参照にされたい。
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5．2　ガオセン地区の概要
　ソンクラー県は、シャム湾に面した南部タイの中心地の1っであり、県内にはハジ
ャイ市とソンクラー市の2つの中心都市が所在している1）。国家統計局（NSO）の2007
年度統計年報2）によれば、2006年現在で県の人口は1，317，501人（男644，473人、女
673，028人）である。また、ソンクラー市の2003年度計画書によれば、市の人口は2002
年現在で82，342人、世帯数は23，211世帯である3）。都市貧困層コミュニティの数は、
21地区（6，032世帯）である。50年以上居住しているいわば伝統的な地区コミュニテ
ィは沿岸に形成されており、その内57％はスクオッターである4）。これまでのソンク
ラー市における都市貧困層コミュニティに対する取り組みとして、Human　Settlement
Foundation　（HSF）が1987年から活動を開始しており、その後1994年以降はHSFか
らSouthern　Urban　Poor　Community　Development　Project（SUPCDP）（3）が分離し、ソンク
ラー市の都市貧困層コミュニティを拠点にナコンシータマラート、トラン、プーケッ
トなどの都市貧困層コミュニティ住民によるネットワーク組織、南部スラムネットワ
ーク（クアカーイ・スラム・パークタイ）の居住問題への協力が実施されている5）。
2003年にはガオセン地区のBMPIOパイロットプロジェクトへの参加が決定し、2005
年にはタイ鉄道公社（SRT）の土地を居住地としているTung　Sao　Hua　Pom地区で4地
域スラムネットワーク（4RSN）の支援のもと住環境改善が実施されている6）。
5．2．1　対象地区の概要と歴史的背景
　ガオセン地区（写真5－1、5－2、5－3、5－4参
照）は、タイ南部ソンクラー市に位置してお
り、ガオセン通り（Kaosen　Rd）、サムmン運
河（Samlong　Canal）、ソラタットビーチ（Solatat
Beach）に囲まれた沿岸にある漁村コミュニテ
ィである。2008年9月現在、480世帯（385
家屋）、2，365人の住民が25．625ライ（41，000
㎡）の財務省の土地に住んでいる。当地区は
民族（マレー系、華人など）や宗教、職業と
所得水準（貧しい漁業従事者から成功してい
る会社経営者や貿易商人まで）が様々であり
強制撤去や移住の長い歴史を持つコミュニテ
ィである7）。また、地区の中央にはモスクが
建設されており、毎日礼拝の時間には設置さ 写真5－1ソンクラー市の衛星写真
出典：Google　Earth　2008
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れているスピーカーから地域一帯にアザーン（ムスリムにおける礼拝への呼びかけ）
が聞こえてくる，、
写真5－2ガオセン地区の衛星写真、①ガオセン通り（Kaosen　Rd）、②サムロン運河（Samlong
CanaD、③ソラタットビーチ（Solatat　Beach）
出典：Google　Earth　2008
違
写真5－3コミュニティ前のソラタットビーチ　　　写真　5－4サムロン運河沿いの住居
出典：CODIパワーポイント資料（2006）8）より引用
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　’iG地区は、1960年代初頭にソンクラー一市北部の岬1こある広範囲な定住地から強制撤
去にあった住民に公的に川意された移住地であった，，しかし、この用意された｝二地は
lll式なリース契約がないため、1980年代に「1治体からリゾート施設を建設する計画が
発表され、住民は他の場所に移転することを要求されたftしかし、移転先は多くの一［
場に囲まれている場’所であり、環境条件が悪かったf」　一方、この当地区では度々起こ
る強制、」flち退き問題をきっかけに、コミュニティは次第に住民組織の活動を活発化さ
せ、地方行政との間で交渉していく力を身につけてきたtt　1990年はコミュニティ内に
貯蓄組合が設置され、その翌年には住環境改善、福利厚生、教育、など各種ローンの
貸付及び冠婚葬祭費川の支援といったコミュニティの社会サービスが開始されている。
1992年は’【］地区の住民が経済活動をするilで必要不可欠な市場がコミュニティ内に建
設されている，．1994年には世帯や住民の数が増えてきたことからコミュニティを5っ
のブロックに分けて各ブロックに住民で2名ずつ調整員を配置した。このブロックに
ついてはBMPの中でも・つの開発アクターとして設定されているc表5－2に当地区の
｝1なコミュニティ形成・整備の経緯を示すf，
表5－2ガオセン地区におけるコミュニティ形成・整備の経緯
年
主なコミュニティ形成の経緯
1959 ラム・ソン・ロン（Lam　S。n　Rom）地区からガオセン地区への移住（50－60世帯）、住民自らが住宅
嚼ﾝする。この時、コミュニティの居住環境は森林に覆われていた。B
1983 行政による幹線道路の整備（現1ガオセン通り）
1984
1．行政から強制撤去の危機が生じ、コミュニティは、①コミュニティのハードの環境整備、
ANHAや政府機関（社会開発関連）との交渉、などの活動が行われ危機を乗り越えた→外部からの開発（圧力）に対しコミュニティ運営のシステムを構築する
P．コミュニティ委員会の設置（住民投票による初めての選挙）
1986 コミュニティ内に住民自らがチャイルド・ケア・センターを設立し今まで働けなかった主婦の職業機??^える
1987－89
1．行政から強制撤去が再び当地区で計画されるが、住民約2，000人が結集し支援団体と交渉
ｵ、UNDPから75，000バーツの予算を確保し、コミュニティのインフラ整備を実施した
M．1988年には12万バーツかけてチャイルドケアセンターの建物が完成し、幼稚園が開設され
驕B初めは40－50名の園児がおり、8人の先生は無償で労力を提供していた
1990 居住・土地問題や様々な問題を解消するためコミュニティ内に貯蓄組合の設立
1991 1．土地買収・借地権取得について行政との間で話し合いがされるが交渉は失敗に終わる
香D貯蓄組合から住民に対し、融資事業（無担保信用貸付）が開始される。
1992 市場をコミュニティ内に建設
1994
コミュニティ運営を円滑にするためコミュニティを5つのゾーン（区画）に分けた。当時、貯蓄組合
ﾌメンバーは、最小で7バーツ／日を貯蓄しなければならず、これを調整するためにコミュニティ
ﾍ、各ゾーンに2－3人の調整員を配置した。
1996 道路・下水道の改善をするために当時のコミュニティリーダーが地元のNGOと交渉する
1997
新しいチャイルド・ケア・センター建設のためUCDOから融資を受ける。新しいセンターはコミュニ
eィセンターとしても使用され、住民会議が出来るスペースを確保している。建設費用は
P、392，396バーツであった。
2002 行政が道路舗装を実施（ガオセン通り）
2003
CODIからBMPの10パイロットプロジェクトに選定される。480世帯のうち127世帯がプロジェクトへ
ﾌ参加意思を決定する。事業計画は建築専門家やCODI職員の協力のもと住民自らが計画立案
ｷる。
出典：2007年10月、2008年9月に実施した協同組合リーダーへの聞き取り調査とJeffrey
　　　（2005）9）、CODI資料10）、ガオセン地区の協同組合資料11）を参考に筆者作成。
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5．2．2　ガオセン地区におけるBMPへの参加住民と不参加住民の属性
　本調査の対象となったガオセン地区のBMPへの参加住民と不参加住民の経済・社会
属性を、表5－3、5－4に示す，、質問紙に［III答した調査対象者は、12～78歳（’Pl均42．13
歳）の参加住民124人（男47人、女76人、無回答1人）と、7～87歳（平均46．14歳）
の不参加住民95人（男33人、女61人、無回答1人）であった。参加世帯の｛r均居住
年数は26．6年、’ピ均家族員数は4．3人、コミュニティ内の’P均親戚数は7．7人、平均
貯蓄額は30，455．17バ…ツ、平均借金額は217，907．4｜バーツであった。借金額が多い理
由として、BMPの住宅ローンを’il地区の協同組合からすべての参加世帯で借り入れて
いることが挙げられるc4）。不参加世帯の平均居住年数は28．32年、平均家族員数は4．1
人、コミュニティ内の平均親戚数は5．9人、・P均貯蓄額は25，538．10バーツ、平均借金
額は7L727．27バーツであった。
　職業（表5－5、5－6）は、両者ともに日雇い労働者が最も多く、参加住民52人（43．0％）、
不参加住民36人（40．4％）であった。本調査の対象住民によれば、日雇い労働者の多
くが、沿岸漁業、魚の煙製、rii場での売り子など漁業関連の仕事に従事している（写
真5－5、5－6）．また、コミュニティ内に設置されている市場では、朝方住民が沿岸漁業
で捕ってきた魚介類、カニやエビなどが夕方にはコミュニティに面した幹線道路であ
るガオセン通りで売られており、各方面から新鮮な魚介類を買い求めて人が集まり毎
日地域が賑わっている（写真5－7、5－8）。当地区の住民が従事している職業は、いずれ
も漁業関連で、天候に左右される日雇い労働や露天商といったインフォーマルセクタ
ー画従事者であるために、経営者など一一．一部の人を除いては収入が不安定な状況にある。
この状況は次に示す数値でも示されており、質問紙に回答してくれた参加住民の平均
月収は9．006．44バーツ、1ヶ月あたりの平均支出は12，25527バーツ、1日あたりの平
均労働時間は8．05時間であった。一一方、不参加住民の平均月収は9239．75バーツ、1
ヶ月あたりの平均支出は12．425．81バーツ、1日あたりの平均労働時間は7．39時間であ
った。いずれも、平均支出が平均月収を、また借金額が貯蓄額を上回っている。国家
統計局（NSO、2007）12）のデータによれば、タイ南部地域における1世帯あたりの平
均月収は18，668バーツ、平均支出は15260バーツであり、調査対象者の収入は統計局
が算出した’ド均を大きく下回っている。詳細は後述するが、協同組合リーダーによる
と、住民の収人が不安定であることに加え、とりわけBMPへの参加世帯に対しては
CODIへの住宅ローンの返済が家計を圧迫し、事業に参加した127世帯の約4割の世帯
でローンの返済が滞っているとのことであった。また職業に対する満足度について平
均fle’［（6｝を算出したところ、参加fl三民び）0．586と不参加住民の0．935であった。職業に
対する満足度で「不満足」、「大変不満足」と回答した住民に対し、その理由について
聞いたところ、参加住民（［Pi｜答者数：21人）のうち、「給料が安い」が最も多く13人、
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次いで「福利厚生」が］0人であった。一方、不参加住民（回答者数：6人）において
も、「給料が安い」が最も多く4人であった。一方、収入に対する満足度の平均値は、
参加住民の0．342と不参加住民の0．554であった。それぞれの住民ともに職業と収入に
関して、不満よりも満足と感じている住民の方が多いものの、参加住民よりも不参加
住民の方が満足度は高いく7）。以上、貯蓄に関しては不参加住民よりも参加住民の方が
多いが、参加住民と不参加住民の収入と支出には大きな差異は見られず、表5－3と5－4
に示すように、むしろ不参加住民の収入の方がやや高い。
写真5－5魚の日干し
出典：筆者撮影（2007年10月）
写真5－6沿岸漁業で採れたカニ
⇔
譲
写真5－7コミュニティセンター付近の様子
出典：筆者撮影（2007年6月）
写真5－8露天商の様子
筆者撮影（2008年9月）
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表5－3参加住民の経済・社会属性
最小値 最大値 平均値 標準偏差
度数
有効 欠損値 有効回答率（％）
年齢 12 78 4213 13820 122 2 984　　■一一一
■一一一
緒Z年数　　　’ 1
　　　63・
26．55 13，415 56 68 45．2
家族員数 1 11 4．27 1795 116 8 93．5
．収入／世帯／月（バーツ） 600 ：491000 9006．44 6110680 104 20 　　“一一一W3．9
支出／世帯／月（バーッ） 600 18，000 7558．84 3443678 87
　37．
702
．労働時間／日 25 15 805 2050 105
　19．
84．7
：家族の労働人数 1
　　　6．
198 1039 114 10 91．9
コミュニティ内の親戚数 1 60 767 8136 61 ：63 492
一一一〔“一
剪~額（バーッ） 1COO－一一一
　200，000．一一
30455．17 40435，368 29 95 23．4
借金額（バーツ） 10，000 4301000 21790741 118653，812 54 70 435
表5－4不参加住民の経済・社会属性
最小値 最大値 平均値 度数標準偏差
有効 欠損値 有効回答率（％）
年齢．一一一一一一 7 87 4614 13，984 92 3 96．8
居住年数 5 ⑳　　　46 2832 9，603 28
　67・
295
．一一一
ﾆ族員数 1 ：　15 4．14
’　一　”　一　一　一　一
@　　2110 92 3 96．8
・一一一
茁?^世帯／月（バーツ） 1，500 80，000 923975 9765498 81 14 　　　一W53
・支出／世帯／月（バーツ） 500 ・　45，400 660167 5911855 60 35 632労働時間／日・
4
　　　14・
7．39 1820 57 38 60．0家族の労働人数．
1
　　　7否
217 1182 　［X2 ’　3 96．8
コミュニティ内の親戚数 1 20 587 4252 52 ・　43 547
縫i額（バーツ） 3ρ00
　100ρ00・
25538．10 23874892 21 74 221
借金額（バーツ） 2，000 220ρ00 71727．27 77704，686 11 84 116
表5－5性別にみた参加住民の職業
順位 職業
男
女 合計
1 日雇い’引動者＊ 22 30 52
2 露天商＃ 3 12 15
3 主婦 0 12 12
3 その他煤 8 4 12
5 自営業榊k 3 6 9
6 公務員 7 0 7
7 学生 1 4 5
8 民間会社勤務 1 2 3
9 工場勤務 1 1 2
10 BTS 1 0 1
10 農業 0 1 1
10 家政婦 0 1 1
10 軍人 0 1 1
合計 47 74 121
（単位：人数）
表5－6性別にみた不参加住民の職業
順位 職業
男
女 合計
1 日雇い労働者＊ 13 23 36
2 その他榊 8 2 10
3 主婦 0 8 8
3 露天商特 1 7 8
5 自営業＊榊 0 6 6
6 漁業 5 0 5
7 民間会社 2 2 4
8 公務員 2 1 3
9 日雇い／露天商 1 1 2
9 工場勤務 0 2 2
11 バイクタクシー 1 0 1
11 家政婦 0 1 1
11 学生 0 1 1
11 日雇い／自営業 0 1 1
11 工場勤務／自営業 0 1 1
合計 33 56 89
（単位：人数）
注：有効回答率は、参加住民（表5－5）が97．6％で、不参加住民（表5－6）は93．7％であった。
　＊　日雇い労働者は、料理人、行政及び企業の運転手や塗装業の他、多くの住民が漁業に
　　　関係した仕事（魚の燃製、捕った魚を市場で販売、缶詰など）に従事している。
　＊＊　露天商は主として飲食業であり、ガオセン通りや市場付近に多くの店が出ている。
　＊＊＊その他は、骨董品屋、エステシャン、魚の干物屋、等。
　＊＊＊＊自営業は、コーヒー屋、鮮魚店、雑貨店、等。
　また、不参加住民の回答者の中には、表に示したとおり兼業をしている者がいる。
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　学歴（表5－7）について、参加住民の5．2％は就学経験がなく、小学校4年卒と答え
た人が29人（25．0％）と最も多く、次いで小学6年卒が20人（17．2°／。）であったr，t
方、不参加住民の学歴は、15．4％の住民は就学経験がなく、小学校4年卒と答えた人
が34人（37．4％）と最も多かった。これは［［II答者の就学時における社会背景を考えれ
ば理解できるが（8）、住民への聞き取り調査によれば、現在でも子供は中学校を出たら
家計を支える要員として考えている親が多いことが分かった。親はf’供の教育に対し
て関心はあるが、現状では、経済状況が悪い家庭においてr一供は就学していてもしば
しば学校を休み家計を手助けしている。従って、子どもは高学歴をそ｛｝られず、フォー
マルセクターに従e；｝：することは困難となり、将来においても当地区の就業割合はあま
り変化しないことがf’想できるf，
　この他、宗教c9）については、参加住民の53人（43．1％）と不参加住民の28人（30．4％）
が仏教徒で、参加fll民の70人（569％）と不参加住民の64人（69．6％）がムスリム教
徒であったt参加住民に対し、この宗教の違いによって事業実施に際して問題はあっ
たのか聞いたところ（有効回答数：ll3人）、回答してくれた住民すべてが「ない」と
回答した，出身地「lo，は、参加住民の57人（50．0％）と不参加住民69人（75．0％）が
’『地区で生まれており、質問紙に回答してくれた住民の38，8％がソンクラー県内、ナ
コンシータマラート県、ハジャイ市内などからの移転者であった、血縁関係〔1いは、
参加住民75人（79．8％）、不参加住民65人（72．2％）がコミュニティ内に両親や兄弟
姉妹が住んでいると回答し、親戚（］2）についても参加住民80人（90．9％）、不参加住
民70人（83．3％）がコミュニティ内に親戚がいると回答した。
表5－7参加住民と不参加住民の学歴
参加住民 不参加住民 合計
小学校4年 29（25．0） 34（37．4） 63（30．4）
小学校6年 20（17．2） 10（1tO） 30（14．5）
中学校 15（12．9） 9（9．9） 24（1t6）
の　＊ 12（10．3） 4（4．4） 16（7．7）
技術専門学校 11（9．5） 7（7．7） 18（8．7）
高校 10（8．6） 10（1tO） 20（9．7）
大学 7（6．0） 3（3．3） 10（4．8）
短期大学 6（5．2） 0（0） 6（2．9）
未就学 6（5．2） 14（15．4） 20（9．7）
合計 116（100） 91（100） 207（100）
単位：人数（％）
注：有効回答率は参加住民93．5％、不参加住民95．8％である。
＊「その他」は、中退などの回答であった。
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5．3ガオセン地区における住環境整備事業の展開
5．3．1　事業の概要
　2000年、旅そJ客を誘致するためにビーチリゾートにする再開発計画が地方行政によ
り発案され、コミュニティは再び強制撤去の危機に直面した．しかし、これまで強制
撤去の危機の度に、住民が結束してコミュニティを強化してきており、当地区の住民
組織と地力加女との交渉により、リゾート計画は中lllされた。代わって南部地域にお
ける沿岸コミュニティのモデル地区にするため、2003年にCODIが支援するBMPの
10ハイロットプロジェクトへの参加が決定した（表5－8）。沿岸に面する大規模なコミ
ュニティであるガオセン地区の再開発は、BMPIOパイロットプロジェクトの中で最も
広範囲かつ複鮒なものである］3）．
表5－8ガオセン地区の住環境整備事業の概要
世帯数 127世帯（480世帯）
土地所有者 財務省
保有期間 30年間
借地代 1バーツ／4r㎡（曾n5刊つ寸）／月
改善の種類 再区画整備（オンサイト）
インフラ整備費用 240，000US＄（2，880万円）
住宅費用 525COOUS＄（6，300万円）P戸平均1，095US＄／世帯
総費用
Z宅＋インフラ整備
765，000US＄（9，180万円）
出典：CODI（2005）T　p．27、現地調査（2007年10月）をもとに筆者作成。
注：480世帯中127世帯でBMPの住宅建設または、リフォームに参加している。
　BMP実施に際して、当地区でもセービング活動による信用を担保に、　CODIから住
宅建設のための52万5千ドルの融資（返済時の金利：CODI1％／年、協同組合3％／
年の合計4％）に加え、500US＄／世帯の割合で基盤整備のために24万ドルなど総額
76万5（・ドルを獲得し、修復型の内：区画整備事業（re－blocking）が実施可能になった。
’1蝶の実施に際し、CODIの支援のもとガオセン地区協同組合と地主である財務省との
交渉を通じて、30年の期間、1タランワー（41㎡）あたり1バーツの借地代を毎月支
払うことで借地権が承認されている。
　戸’tGたりの住宅価格平均をみると、バンコクのボンガイ地区で戸当たり4、125US＄で
あったのに対し、’IG地区ではLO95US＄と4分の1の価格設定となっている。これはCODI
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の方で’i｝：業のスタンダードは設けず、地域ごとの所得や物価の水準に合わせた計画を
採川していることを示している。価格を抑える具体的な方策の一つには、改善する前
に住んでいた家屋の建築材を採川し、材料費を抑えていることが挙げられるが、当地
区では計画策定において建築㌧｝デニ門家との間で、何度も住宅設計やそのr・算について話
し合いが行われ、最終的には各世帯の経済状況に見合った予算を算出し、計画策定し
ており新規建設された家屋もあればリフォームのみの家屋もある（写真5－10参照）。
こうした価格設定は、地域や住民の状況を把握しなければできないため十分な時間が
必要である、小規模住民組織を形成し、その中で各世帯の能力に合わせて柔軟に計画
していくことにより、L記の課題も解決が容易になるrt
　BMPへの参加世帯数は、図5－1に示すようにコミュニティの全480世帯の参加では
なく、この内127世帯が参加している．、事業への参加意思については、住民自身が、
計画内容や家計状況（収人、支出、貯蓄額、借金額）などを考慮したEで決定するが、
次のような参加条件も当地区の協同組合により設けられている。
　①貯蓄組合のセービング活動へ参加している，
　②住宅ローン貸付と返i斉のために協同組合メンバーへ加入する、
　③BMPに関する住民フこ議へ参加し事業を理解する．
　④住宅建設費の10％を保証金として支払う。
　1：記の条件をクリア出来ない住民は事業に参加することができない。このことは、
2008年9月に実施した数†・名の不参加住民に対する聞き取り調査からも明らかとなっ
ており、住宅費用の頭金を準備できない、経済的な理由によりセービング活動に参加
できない、など事業への参加意思決定に各世帯の経済能力が大きく関係している。し
かし、既述のように参加住民よりも不参加住民の平均収入は高く、すべての不参加世
帯が経済的な理由で参加していないわけではない。協同組合リーダーへの聞き取り調
査（13）を行ったところ、不参加住民の中でも経済的に余裕がある者は、BMP以前に個
人で住宅をリフォームしている．，写真5－9と5－loに不参加住民の住宅の様子（例）と
BMP住宅の様子を示す。図5－2には、路地（ソイ）の美化活動とガラス材を埋め込ま
れた様r’である。路地にガラス材を埋め込む舗装計画が住民により採用され、この作
業には不参加住民も一緒に参加している。実施段階では、住民らが建設廃材となった
ガラス材を砕くなどして建設作業員と共に路地に埋めこんだ。
　また、表5－9に示すように、BMPの住宅改善に参加した住民に対し、その参加理由
について聞いたところ（有効回答数：99人、複数回答可）、「政府支援がある」と回答
した参加住民が最も多く45人（45．5％）、次いで「住民登録」は33人（33．3％）、「住
宅取得」は32人（32．3％）、「借地権」は21人（212％）であった。ヒ位の参加理由の
いずれも、ハード面における整備や行政における住民登録、借地権などの権利ではあ
ったが、これに次いで近隣住民との連携・協働や住環境整備への計画プロセスへの参
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加に回答しており、ソフト面の関心もあるrt
表5－9BMPへの参加理由
順位 理由 回答数（％）
　1舗　一　一　一　一　一　一　一
@2
政府支援がある一■　一一一　一一　一　一　一　一　一　一　●　一　一　一　■　一　一　■　■　一一一　一　一一一
Z民登録
　45（45．5）一　一　一　一　口　．．　一　一　一　一　一　一　一　一
@33（33．3）
　　　■　■　■　■　■　■　一　一　●．　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
Z宅取得■　一　一　■　■　一　■　■　ロ　ー　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
ﾘ地権
一　■　■　■　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
@32（32．3）　3⇔　一　一　一　一　一　一　一
@4・　一　一　一　1．　一　一　一
@5芦　一　一　一　一　一　一　一
@6－　■　一　一　■　一　一　一
@7
■　一　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　一　■　■　一　一　一　一　一　←　一　一　一　一　一　一　一　一
　21（21．2）一　一　一　一　一　■　一　一　一　一　一　一　一　万．
@16（16．2）
計画プロセスへの参加一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
　■■　一　一　一　一　一　一
黶@ロ　ロ　ー　一　巧　一　一　“・　－
P5（15．2）■■■■■■■■■一
@一一■■■一一
@一　一　一　■　■　一　一
建設費用の安さ 12（12．1）
一　一　一　一　一　一　一　一@8 一一一一■一Q加条件が容易であった一一一一一■ 10（10．1）
．　一　≡　一　一　■　一　錫@9 子どもへ権利が残せる 　6（6，1）一一一一一■■■■■■■一一
　10右　一　一　一　一　一　一　一
@11．　一　一　已　一　一　一　一
@12
　　■　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　“　■．　古　w　－　一　一　一　一　一　一　一
F人・親戚に勧められた一一ロ　ー一　一　鍋　一　一　工■・　一　一一一　一　一　一　一　一　一一一　■　一　一　■　ロ　ー
秤ｮのリフォームー　一　ロ　ー　■　一　一　一　一　一　一　一　一　A　－　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
ｻの他
　6（6．1）斑　一　一　’　牟　一　一　一　一　一　一　一　一　一
@4（4．0）一　一　一　一　■　■　一　一　一　一　一　一　一　一
@4（4．0）
合計 99（100）
注：有効回答率：79．8％（複数回答可）。
表5－10住宅建設（計画）に求めるもの
順位 理由 回答数（％）
1 住民登録 55（53．4）
・　一　一　一　一　一　一　議 一　工　一鍋　“　一　一　一　一　一一　一1［　一　一一　一　一　一　一　一　一　一一　一　■　一一　一 1－一　一一　垣　一　一　一一　＝　一　一　一2 月々の返済が安い 47（45．6）
一　一　一一一　一　一　拍■一　一　一　一一　一　一　一　一　一　■　■　一　■　一一　一　一　一一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
3 建設費用 29（28．2）
・　一　一　一　一　垣　一　一 一頭一“一一一一一一一一一一一一一一一一一■一一一工一一一 一　一　噛　一一　一古一一一　一　一　一4 住宅のデザイン 25（24．3）
一　一　一　一　一　一　一　一 頃一　’　領一　垣　一　一鰺　一　一　一一一　一　一　一　一　一　一　一　一　一一　一　一　一　一　■ 一　一　一一一　輪　括　一一　一　一　一　一5 近隣関係 20（19．4）
・　一　一　一　一　一　一　一 一“　一　一■　一　■　一一　一　■　一　⇒　垣　一一　■　一　一　一　一　一　一一　一　一　一一　一 ■　一　一　一一　一　一　一一　一　一　一　一6 立地環境 18（17．5）
・　一　一　一　一　一　一　一 一一　一　一　一　一　■　一一　一　工　一一　一　一一　一　一　■　一　一　一　一一　一　一　一一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
7 計画実現性 17（16．5）
一　■　一　一　■　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　工　一　’　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
8 価格、賃料 15（14．6）
一　一　一　一　一　一　一　一 一一　一　一■　一　一　一■　一　一　一一　一　一　一　一　一　一■　■　一　■一　一　■　■一　一 一　一　・■　一　一　．．　「・　一　一　一　一　一　●9 建設期間 13（12．6）
垣　一　一　一　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
10 その他 10（9．7）
．　肩　一　一　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一■　一　一　一　一一　一　一　一一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一 一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
11 部屋の大きさ 8（7．8）
・　一　一　一　一　一　一　一
@12 盲荏酉簡万字ザフ…㌻…’一i一プンスペースたど
一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一
@3（2．9）
合計 103（100）
注：有効回答率：83．0％（3つまで回答可）。
　参加住民が計画した住宅建設（計画）に求めたものとして（表5－10参照、有効回答
数：103）、「住民登録」が最も多く55人（53．4％）、次いで「月々の返済：の安さ」が47
人（45．6％）、「建設費用」が29人（282％）であった。この結果から、参加住民は、
自らの経済状況からみた住戸計画がされている。．方で、「住宅のデザイン」に関して
24．3％の住民が指摘しており、「その他」に回答した住民のほとんどが住宅の装飾、デ
ザインなどを考慮したうえで計画を策定している。
116
×zo嘱†
顯事業（BMP）実施：127世帯
　セットバックした家屋：6家屋
図5－1ガオセン地区におけるBMPの参加状況とセットバックした家屋㈹
　注：①コミュニティセンター（チャイルド・ケア・センター）、②モスク
写真5－9不参加住民の住宅の様子（例）　　　　　写真　5・・10BMP住宅の様子
出典：左右とも筆者撮影（2007年10月）、写真5－10は筆者作成。
注：写真5－9は、経済的な理由により参加できなかった住民の住宅の様子である。
ll7
図5－2　路地計画と実施後の様子
出典：写真：筆者撮影（2008年9月）、絵：佐々木康彦氏提供
　上記のBMPの参加条件に定められているように、セービング活動に関しては、CODI
が都市貧困層コミュニティの諸活動を支援する際の必須条件となっているが、当地区
でもマイクロクレジットを導入しつつ事業を実施している。図5－3に、当地区におけ
る貯蓄組合の運営システムを示す。1990年にコミュニティ内に貯蓄組合を設置し、翌
年には貯蓄組合メンバーへ融資が開始されている。2008年9月現在、貯蓄組合のメン
バー（加入者）は、900～1，000名で個人差はあるが毎月50～300バーツをセービング
していかなければならない。協同組合リーダーによれば、貯蓄組合のメンバーになっ
ている住民は毎月最低でも50バーツはセービングしなければならないが、3ヶ，月間滞
納してしまったメンバーには原則としてコミュニティからの冠婚葬祭費用、例えば、
死亡3，000バーツ、入院一日につき300バーツなどが1年間支払われないといったペ
ナルティが科せられる。
　現在における住民のセービング状況を見ると（表5－ll）、全体で36．6％の住民がセー
ビング活動に参加しており、63．4％の住民はセービングをしていないことが分った。
セービング目的にっいて、セービングがあると回答した75人のうち「住宅建設」と回
答した住民が31人と最も多く、次いで「将来への蓄え」と回答した住民が27人であ
った。
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表5－11参加住民と不参加住民の貯蓄状況　単位：人（％）
参加住民 不参加住民 全体有
42（37．5） 33（35．5） 75（36．6）
無 70（62．5） 60（64．5） 130（63．4）
平均（バーツ） 30，455 25，538 29，208
最小（バーツ） 1，000 3，000 1，000
最高（バーツ） 200，000 100，000 200，000
貯蓄目的（複数回答）　　　　　　　　　　　　　単位：人
住宅建設 26 5 31
住宅修復費 6 2 8
借地権取得 3 2 5
日常経費 21 5 26
子どもの教育費 16 3 19
医療・福祉費 10 5 15
起業（ビジネス） 5 1 6
将来への蓄え 19 8 27
災害時の備え 17 4 21
その他（福祉など） 1 2 3
（特別）保証金 回転資金 金利
損害賠償金 寄付 その他、基金
図5－3ガオセン貯蓄組合の運営システム（2001年6月）
出典：現地調査（2007年10月、2008年9月）をもとに筆者作成
119
5．3．2　住環境に対する満足度
（1）インフラ整備及び公共サv－一‘ビスの満足度
　当地区のインフラ整備と公共サービスにつ
いてどの程度満足しているか調べたところ、
表5－12のような結果が得られた。図5－4にイ
ンフラ整備と公共サービスに対する満足度の
平均値（6）に示した通り、インフラ整備と公
共サービスの満足度は、不満足を示す住民よ
りも満足している住民の方が多い。また、参
加住民と不参加住民との間で比較したところ、
下水整備と公共サービスは不参加住民よりも
参加住民の方が低かった。その理由として、
ド水整備に関しては、環境整備が行われた後
も依然として水のたまりやすい場所やコンク
リートで舗装されていない箇所があることが
あげられる。質問紙に回答してくれた住民全
体においても、最も満足度が低かったのは下
水整備の0．550であった。2008年9月、協同
’覧
写真5－11共用している電気メーター
出典：筆者撮影（2007年10月）
組合リーダーに対し下水整備の状況について聞き取り調査をしたところ、以前は下水
整備が不十分で洪水の問題があったが、BMPにおいて下水整備されたことで現在、洪
水問題は解消され満足しているとのことであった。一方、満足度が最も高かったのは
水道整備の0．837であった。また、公共サービスについては0．701で満足度は高いが、
不満足・大変不満足と回答した住民に対し、その理由について聞いたところ、主に電
気代、水道代、教育費が高いなどの公共料金について指摘する住民が多かった。この
中で電気料金については、16人中14人が指摘しており、この理由として、近所同士
で電気メーターを共用しているため、一つのメーターに対して世帯数で頭割しており、
戸ごとの料金で徴収が行われていないことが考えられる（写真5－11）。
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表5－12参加住民と不参加住民のインフラ整備と公共サービスに対する満足度
対象者 大変満足 満足 普通 不満足 大変不満足 合計
参加住民 4（3，3） 101（82．1） 10（8．1） 8（65） 0（0） 123（100）電気設備
不参加住民 0（0） 65（69．9） 27（29．0） 1（11） 0（0） 93（100）
水道設備 参加住民
7（5．7） 96（787） 12（98） 7（5．7） 0（0） 122（100）
不参加住民 4（43） 70（753） 18（19．4） 1（11） 0（0） 93（100）
参加住民 3（25） 70（593） 25（2t2） 16（13．6） 4（34） 伺8（100）下水設備
不参加住民 1（11） 67（73．6） 18（198） 4（4．4） 1（11） 91（100）
公共サービス 参加住民
2（1．7） 86（72．9） 18（15、3） 11（93） 1（0．8） 118（100）
不参加住民 3（32） 70（75．2） 16（172） 3（3．2） 1（1」） 93（100）
単位：人数（％）
注：有効回答率については、1）電気整備：参加住民99．2％、不参加住民97．9％、2）水道整備：
参加住民98．4％、不参加住民97．9％、3）下水整備：参加住民95．2％、不参加住民95．8％、4）
公共サービス：参加住民95．2％、不参加住民97．9％、であった。
‘　」
　　　ー　ー　　　L
平均値
987654321000000000
0
‘＋参加住民一◎一不参加住民一一・一全体1
0，837
一　　邸ゴ64
齢
0，550
電気設備 水道設備 下水設備 公共サービス
図5－4インフラ整備と公共サービスに対する満足度の平均値⑥
（2）現在の住環境に対する評価
　’｝9業前後にみる住環境の満足度（表5－13）について平均値を算出したところ、参加
住民は、事業前の0460に対し事業後は0644と満足度が一ヒがっている。　一方、不参加
住民においても、事業前の0644に対し事業後は0895と、事業後における住環境に対
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する満足度はト昇した力
　以ヒのことから、インフラ整備に対する満足度で示したド水整備や電気・水道料金
問題を除いては、住民は現在の住環境に対して満足していることが明らかとなった。
加えて、‘i｝：業前後における暮らしについて参加住民に聞いたところ（有効回答数：114）、
「良くなった／と回答した住民は82人（71．9％）、「以前と変わらない」と回答した住
民は31人（27，2％）、「悪くなった1と回答した住民は1人（09％）だった。
表5－13事業前後にみる参加住民と不参加住民の住環境に対する満足度
対象者 大変満足 満足 普通 不満足 大変不満足 平均値
参加住民 6（5．3） 64（56．6） 20（17．7） 22（19，5） 1（0、9） 0，460
事業前
不参加住民 0（0） 41（77，4） 7（13．2） 5（9．4） 0（0） 0，679
参加住民 0（0） 85（72，0） 25（21，2） 7（59） 1（0．8） 0，644
現在
不参加住民 7（7，4） 75（79．8） 8（85） 4（4．3） 0（0） 0，895
単位：人数（％）
　家庭環境について、参加住民の78人（65．5％）と不参加住民の79人（86．8％）が家
庭内に問題は「ない」と回答している’12／、一方、「ある」と回答した住民に対し（有
効回答数：53）、どのような問題を抱えているのかを質問したところ（2っまで回答可）、
「経済的な問題」と回答した人が40人と最も多く、「子どもの教育問題」が22人、「家
族関係」が12人、「住宅問題」が4人、「不安定な収入などその他」が2人であった。
加えて、家族生活に対する満足度の平均値は、参加住民の0．800と不参加住民の0．944
であり、満足度は高いことが明らかになった。
　また、事業後のコミュニティへの愛着心（帰属意識）をみるために、参加住民に対
し次のような質問をした。①コミュニティにおける人間関係に満足をしているか、②
コミュニティ内の必要な施設は何か、③将来的に希望する居住地はどこか、④仮に移
転する場合、コミュニティの人たちと緒に移転したいか、⑤将来的に希望する住居
形態は何か、である。
　コミュニティにおける人間関係の満足度は（有効回答：118）、大変満足と答えた住
民が6人（5．1％）、満足と答えた住民が82人（695％）、普通と答えた住民が23人（19．5％）、
不満足と答えた住：民が6人（5．1％）、大変不満足と答えた住民が1人（0．8％）、で満足
を示している住民の方が多い．コミュニティ内に必要な施設については（有効回答数：
109、複数［ii｜答）、「オーブンスベース」と答えた住民が49人（45．0％）、「スポーツ施
設」と答えた住民が39人（35．8％）、「コミュニティセンター」と答えた人が29人（26．6％）、
「図，1：館」と答えた人が20人（18．3％）、「その他」と答えた人が2人（1．8％）であっ
た，、当地区でもオーブンスベースの確保は課題であり、コミュニティの居住空間にオ
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v－一 vンスペースがあれば、多様なコミュニティ活動の展開が［∫能であり、また住民生
活も充実することが考えられるCt
　将来的に希望する居住地については（イ1’効回答数：117）、96人（82．1％）の住民が
現在いる場所と答え、仮に移転する場合、コミュニティの人たちと移転するかと聞い
たところ（有効回答数：115）、96人（83．5％）の住民がコミュニティの人たちとの移
転を希望するとの答えであった。
　以ヒのことより、2007年10月時点ではあるが、コミュニティへ対する愛着心は高
いことが分か／）た，、将来的に希望する居住形態については（有効回答数：115）、　ソーi
建て住宅と川答する住民が108人（93．9％）と最も多く、次いでタウンハウスと回答
する住民の5人（4、3％）であったt．
（3）住環境問題と住民が望む住環境
　調査対象者に住環境の問題は何かと質問（有効回答数：114、複数回答）したところ、
表5－14に示すように、「麻薬問題」を指摘した人が最も多く104人（91．2％）、次いで
「盗難」、［公共スヘース」がないであった。また、参加住民のみでみても、指摘され
た住環境問題の川Yl位は同じであった．：麻薬問題はとりわけ都市部のコミュニティで深
刻な問題となっているが、当地区でも大きな社会問題となっている。ヒ位に指摘され
た問題のいずれもソフト面の住環境に対するものであった。この目に見えにくい住環
境問題の指摘については、BMPでハード面の環境整備が実施され、今後の展開として、
ソフト面で活動を継続していくといった、事業前にはなかった意識の変化であり、BMP
の’っの成果であると考えられる。
　住民が望む住環境について質問したところ（有効回答数：188、複数回答）、良いコ
ミュニティリーダーと答えた人が最も多く71人（37．8％）で、次いで清潔な環境と答
えた人が65人（34．6％））、職のある環境と答えた人が64人（34．0％）であった（表5－15）、
リーダーシップのあるコミュニティリーダーの確保については、当地区でも重要な課
題として認識されている。
123
表5－14事業後における住環境問題 人数（％）
参加住民 不参加住民 全体有
71（623） 43（37．7） 114（55．6）
無 42（46．2） 49（538） 91（44．4）
住環境問題の順位（「有」と回答した人のみ、複数回答）　　　　単位：人
1．麻薬 64 40 104
2．盗難 29 34 63
3．公共スペースがない 26 29 55
4，騒音 26 15 41
5．ごみ 24 11 35
6．賭博 19 13 32
7．大気汚染 21 10 31
8．下水道 17 13 30
9．汚臭 15 11 26
10．立ち退き（土地の保障） 8 12 20
11．電気 12 7 19
12．住宅登録証 15 3 18
13．交通 8 7 15
13．水道 5 10 15
15．人間関係（隣人関係） 6 7 13
16．住宅 10 2 12
17．その也＊ 1 1 2
表5－15住民が望む住環境 人数（％）
参加住民 不参加住民 全体
1．良いコミュニティリーダー 35 36 71
2．清潔な環境 40 25 65
3、職がある環境 24 40 64
4．良い友人関係 29 29 58
5．土地の保障 27 29 56
6、犯罪のないコミュニティ 27 28 55
7．麻薬問題の解決 37 17 54
8．利便性 28 25 53
9．連帯の強いコミュニティ 29 21 50
10．良い隣人関係 32 5 37
11．温かい家庭環境 18 13 31
12．良い住宅 4 5 9
12．　の他＊ 9 0 9
有効回答数（率） 93（75．0） 95（100） 188（85B）
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5．4　小規模住民組織を単位とした住環境整備の計画プロセス
5．4．1　小規模住民組織の組織化の目的と方法
　コミュニティはもともと5つのブロックに分かれていたが、BMPの実施に際して
2003年7月、4人の若い建築専門家がファシリテーターとなり、図5－5のように、合
計33の小規模な住民組織（一つのグループあたり6～20世帯）の組織化を実施した。
写真5－12は、建築専門家と住民が路地の拡大と舗装に向けた計画のために、コミュニ
ティを歩いて住環境に関する調査をしている様子である。幅実際の組織化段階では、
住民会議で建築専門家が当地区の航空写真の上に透明なプラスチック置き（写真5－13、
5－14）、各グループを異なった色で塗り、区画を分けて住民に示した（当地区ではカラ
ーグループとも呼ばれている）。また、写真5－15で示すように、各小規模住民組織で
は、上記の路地舗装、下水整備、街路樹、ごみの集積場や街灯の設置などを計画して
いる16＞。加えて、当地区では、段階的にひろがりを設定して小規模住民組織→ブロッ
クグループ→協同組合といったそれぞれの運営体制となっており、小規模住民組織の
上層グループであるゾーングループでは、ブロックグループリーダーがおり、ブロッ
クごとに小規模住民組織を取り纏めている。
図5－5ガオセン地区における小規模住民組織の形成
出典：CODIパワーポイント（2006）14）
注：建築専門家がファシリテーターとなって、住民が地図を用いてブロックごとに色分けを行った
（カラー区域）。そのカラー区域の中で更に小規模住民組織を形成しており、この作業においても
住民自身が地図を用いてグループごとに色分けしている。
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　組織化は事業前の近隣居住形態を基本としている。質問紙調査で小規模住民組織の
メンバー間の間柄について聞いたところ（有効回答率：79．0％）、「あまり親しくない：
5」％」、「知り合い程度：163％」、「親しい：42．9％」、「とても親しい35．7％」、と親しい
間柄であることが分かった。当地区における社会構造は宗教や民族が様々であるが、
ガオセン地区でもボンガイ地区と同様、組織化段階で以前からの地縁性を活かした相
隣関係を重視し、小規模住民組織を最小組織単位とすることで事業を円滑に進められ
た。
　当地区のBMPの特徴として、既述のように不参加住民は住宅建設及びリフォームに
は参加していないが、彼らも小規模住民組織のメンバーであり、共的なスペースの問
題では一一緒に話し合いをし、計画策定に関与している。セットバックした家屋（図5－2）
は、いずれも住宅改善には不参加の住民であった。
写真5－12住環境に関する翻査の様子　　　　　写真5－13　色塗りの様子
出典：ACHR職員、Thomas　A．　Kerr氏より提供（2007年5月入手）
写真　5－14　色塗りされた地図　　　　　　　写真　5－15　ワークショップの様子
出典：ACHR職員、Thomas　A．　Kerr氏より提供（2007年5月）
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5．4．2　相隣関係と小規模住民組織の関係
　近隣関係の親密度（あまり親しくない＝1、知り合い程度＝2、親しい＝3、とても親
しい＝4）と、コミュニティの住民会議への参加度（参加しない＝1、たまに参加＝2、
時々参加＝3、頻繁に参加＝4、毎回参加＝5）について2変量の相関分析を行ったとこ
ろ、表5－16のような結果になった。Pearsonの相関係数は．264であり、近隣関係の親
密度とコミュニティのイ1民会議への参加度の関係はIEの相関関係があることがわかっ
た
表5－16近隣関係とコミュニティ住民会議への参加度の相関係数
近隣関係の親密度　　Pearsonの相関係数
　　　　　　　　　　有意確率（両側）
　　　　　　　　　　サンプル数
＊＊相関係数は1％水準で有意（両側）
　コミュニティの
住民会議への参加度
　　　　　　．264＊＊
　　　　　　0．008
　　　　　　　100
　次に、コミュニティへの住民会議への参加度と小規模住民組織の住民会議への参加
度（参加しない＝1、たまに参加＝2、時々参加＝3、頻繁に参加＝4、毎回参加＝5）に
ついて2変量の相関分析を行ったところ、表5－17のような結果になった。Pearsonの
相関係数は．612であり、正の相関関係があることがわかった、
表5－17コミュニティと小規模住民組織の住民会議への参加度の相関係数
小規模住民組織の
住民会議への参加度
コミュニティの住民会　Pearsonの相関係数
議への参加度
　　　　　　　　　　有意確率（両側）
　　　　　　　　　　サンプル数
＊＊相関係数は1％水準で有意（両側）
．612＊＊
0．000
　91
　コミュニティの人間関係の満足度（大変不満足＝1、不満足＝2、普通＝3、満足＝4、
大変満足＝5）と小規模住民組織を単位としたBMPの満足度（大変不満足＝1、不満足
＝2、普通＝3、満足＝4、大変満足・＝5）、またコミュニティの人間関係の満足度と現在
の住環境の満足度（大変不満足＝1、不満足＝2、普通＝3、満足＝4、大変満足＝5）の
それぞれについて2変量の相関分析を行ったところ、表5－18のような結果になった。
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PearsOnの相関係数は、小規模住民組織を単位としたBMPの満足度が357、現在の住
環境の満足度が．458であり、ともに［rlの相関関係があることがわかった。
表5－18　人間関係と満足度の相関係数
小規模住民組織を単位と現在の住環境の
　したBMPの満足度　　　　満足度
係の満足度
コミュニティの人間関　Pearsonの相関係数
有意確率（両側）
サンプル数
．357＊＊
O．OOI
　91
．458＊＊
O．OOO
　117
＊＊相関係数は1％水準で有意（両側）
5．4．3　ガオセン地区における小規模住民組織と開発プロセス
　Jeffrey（2004）1～1によると、2003年6月30日、当地区においてコミュニティリー
ダーとCODI職員との間で初めてBMPに関するミーティングが行われた。　CODI職員
と建築専門家、ラジャマンガラ11科大学（Rajamanggala　lnstitute　of　Technology）の学生
らは、E述したようにコミュニティの居住空間について住民の理解を促すために航空
写真を利用し、小規模な相隣住民組織を最小単位とする段階的な計画空間を設定する
ことになるが、その具体的なプロセスは下記のとおりである。
　2003年7月7目、CODI職員と建築専門家が、コミュニティの詳細に至るまでハー
ド面の環境整備をする基本の地図を作成するために、住環境に関する調査を住民らと
一緒に実施した（写真5－12参照）。主な調査内容は、①ガオセン地区の基本地図の作
成、②住民の近隣関係マップの作成、③社会文化マップの作成、④コミュニティの資
源マップの作成、⑤住民の宗教や活動への参加内容マップの作成、⑥既存のインフラ
に関するマップの作成、などである。この調査をもとに住民は得られたコミュニティ
や住民に関する情報を地図上に記入した。
　2003年7月10日、E記調査において、発見したことは、このコミュニティはとて
も大きく480世帯から構成されており、住民全員と同時に協働することは不可能であ
るということだった。すでに当地区は、5つのゾーングルーブに分割しているものの、
まだ大きすぎるために1司時に協働することができない。そこで、建築専門家は33の小
規模住民組織にコミュニティを分割する案を提案した。また、この小規模住民組織の
構成として、各グループにカラー一区域リーダーの指名により、小規模住民組織リーダ
ーを擁泣した。この案に対して住民から賛同を得た後、建築専門家は地図上に異なっ
た色で塗り、33の小さな区画に分割し夫々を小規模住民組織として単位化した。
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　2003年7月17日、建築馴lll家とCODI職員は、組織化された小規模住民組織を最小
のグループ単位として、ハード面、ソフト面における問題に取り組む開発アクターと
して設定した、，初めての小規模住民組織のワークショソプでは、ド水整備、街灯の設
置、などの問題について話し合われた。
　2003年7H24日一9月19日、コミュニティにおける問題に対し解決策を模索する
なか、小規模住民組織の会議において各世帯で意見交換を行った，、政府から9百万バ
ーツのr・算がドりたので住民は、その資金を下水整備や街灯の設置をするためのイン
フラ整備にあてることを1司意した。
　住宅建設のための計画策定段階では、まず地図上で自分の住宅の場所を確認し、現
在の住宅の大きさに対する理解を促した、そして、建築専門家は、紙で住宅を作り立
体的に参加住民に示し、生活空間をイメージさせた。これにより、住民はどんな種類
のスへ一スが家に必要かを建築専門家に伝えることができたf，その後、建築専門家が
それぞれの住民のニーズに合わせた住戸計画を策定した．加えて、建築専門家はそれ
ぞれの住宅建設のコストを算出し、r・算を超える場合、世帯主との間でコストを削減
するための提案を行った，
　2004年2A14日、ガオセン地区の住民数名と協同組合リーダーは、パタルン
（Patalung）に行き、CODIが南部の他のコミュニティにBMPを紹介する会合に出席
した．この会合では参加者はタイ南部の4県から集まっており、ガオセン地区の協同
組合リーダーは、事業の経緯や成果について参加者に説明をした。このような取り組
みは、第3章で示したソーショーの事例でも見られたように、他の地域との経験の共
有を目的としたネットワークの形成につながる。
　ガオセン地区の小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業に対する満足
度は（有効回答数：94）、「大変満足」と回答した住民は8人、「満足」と回答した住民
は60人、「普通」と回答した住民は16人、「不満足」と回答した住民は7人、「大変不
満足」と回答した住民は3人で、平均値はO．670であった。当地区でも参加した住民
は、小規模住民組織をlll　f、71とした事業の実施に対して、一’定の満足度を得ていること
が分かる。
　・方、事：業後の課題として、2008年9月現在、住宅ローン返済が家計を圧迫し返済
が滞っている世帯が多く見受けられることである。このことは質問紙調査の結果から
も現れており、月々の住宅ローンの返済は・∫能か聞いたところ（有効回答数：iOl）、
返済できない住民は42人（412％）であった．一方、返済できる住民は59人（58．8％）
の約6割が返済できるとの回答であったが、この中にも毎月払えない住民もいる。ま
た、BMPの住宅改善へ参加した住／亡の事業前後にみるコミュニティ活動への参加度は
（表5－｜9）、全体的に「たまに参加」から「時々参加」と回答する住民が最も多く、定
期的にコミュニティで開催されている「住民会議」には、事業前と変わらず時々参加
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しているものの、その他の活動への参加については、減少傾向であった，，この理由と
して、参加住民に聞いたところ、仕事で時間がないため参加できないとのことだった。
表5－19参加住民の事業前後におけるコミュニティ活動への参加度
活動内容 実施前後 参加しない たまに参加 時々参加 頻繁に参加 毎回参加 合計 参加度＊＊
文化活動
事業前 18 18 42 10 4 92 2，607
事業後 25 15 37 10 4 91 2，484
青年活動
事業前 28 17 39 8 4 96 2，406
事業後 32 17 34 9 3 95 2305
環境改善活動 事業前
29 19 34 7 4 93 2333
事業後 37 14 32 8 2 93 2」83
住民会議
事業前 11 15 43 21 7 97 2，979
事業後 13 13 39 27 6 98 3，000
注：参加度は、参加しない＝1、たまに参加＝2、時々参加＝3、頻繁に参加＝4、毎回参加＝5を
それぞれ配し算出した。
5．f　小規模住民組織を単位としたコミュニティ開発の有効性
（1）住環境整備における小規模住民組織の特性
　本研究の対象事例の比較を表5－20、事例からみた住環境整備における小規模住民組
織の特性を表5－21にそれぞれ示す。2つの対象地域からみる小規模住民組織の共通の
特性は、①相隣関係をもとに組織化されていること、②マイクロクレジットを基調と
した事業参加であること、③事業参加の満足度が高い、④事業以前よりも事業実施後
の方が住環境に対する満足度が高くなっている、⑤小規模住民組織を通した事業実施
の満足度が高い、⑥事業実施以前はインフラ整備などのハード面の環境整備問題につ
いて指摘する住民が多かったが、事業実施後は麻薬問題、環境問題などの社会問題へ
の指摘が多くなっており、住環境問題へ対する意識が高くなっている、⑦小規模住民
組織をコミュニティの中で組織化するといった重層的な開発アクターの設定がみられ
ること、などである、t
　ソノ、相違点にっいては、基本的に開発形態によるところが大きいが次の通りであ
る，、
　第・に、小規模住民組織の形成について、ボンガイ地区は路地単位に形成されてい
るが、ガオセン地区は既存のブロックごとに形成されたため小規模住民組織の組織化
が複雑になっている。
　第：に、小規模住民組織による事業計画とこれを単位とした開発プロセスについて、
ボンガイ地区では火災からの復興という軒吉や経済的制約から画一的な住棟配置が選
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択され、準備できた住民から‘1煤iをフェーズに分けて部分的に開発が進められた。．．一
方、ガオセン地区では、改善型の場合に見られるケースであるが、事業実施以前にす
でに個人でリフォームしていた世帯もあり、こうしたBMPのセービングによる住宅改
善に参加しない住民も小規模住民糸R織のメンバーに組み込むことで、インフラ整備に
関しての共同作業をrl∫能にするとともに、住戸建設でも、各世帯が経済事情に合わせ
個別にマイクロクレジットによるローンを組み込むことで対応しているf，プロソクご
とでも、インフラ整備に関してそれぞれ違う特徴が指摘できる。
　第・1に、‘1喋への住民の参加形態について、ボンガイ地区では事業に参加しない住
民や合意しない住民は、他の地域に移転するといった排他されるという課題があった
が、参加した住民は組織的にまとまっており、事：業後も小規模住民組織が機能してい
る、ボンガイ地区ではすべての小規模住民組織で／i三宅建設やインフラ整備に参加して
いるが・　Ji、ガオセン地区は、①インフラ整備／住宅改善、②インフラ整備のみ、③
全く参ノ川していない、のづの類型に住民を分けることができる．このことは、小規
模住民組織導入の動機の一つとして挙げられるマイクロクレジットへの参加が、修復
型の開発ではメンバー個々の事二情による開発の選択に委ねられることを示している、
　第四に、事業後における小規模住民組織の活動展開であるが、ボンガイ地区では、
①・日5バーツのセービング活動が住宅ローン返済と並行して開始、②路地の安全に
っいて2つのグルーフでそれぞれ街灯を設置、③住宅ローンの返済に際して、それぞ
れの小規模住民組織内に集金係りを設けて、グループごとに協同組合へ返済、など新
たな活動の展開が見られた．一方、ガオセン地区では、個別の返済システムを切り替
えて小規模住民組織に組み込もうとする動きはみられるが、2008年9月現在、小規模
住民組織の活動はないc
　第i，1に、合意形成について、ボンガイ地区は小規模住民組織リーダーを中心に井戸
端会議で情報を共有した。決定・事項や議題に不満を持っている住民に対しては、まず
小規模住民組織リーダーが対応するが、ここでも話しがまとまらない場合は、協同組
合リーダーやコミュニティリーダーが対応し全体の合意をしている。ガオセン地区は、
コミュニティの定例会議で合意形成をしているが、まず小規模住民組織リーダーやメ
ンバーで話し合いや情報を共有している点は共通である。
　第六に、開発方式の相異であるが、ボンガイ地区は再開発であり、ガオセン地区は
改善型開発であった。どちらの事：例もコミュニティの中で小規模住民組織を形成し、
住宅改善やインフラ整備が実施できた。再開発は全体で行っていくため小規模住民組
織のまとまりが維持され、事：業後においても新たな展開が見られた。　・方、改善型開
発は既存のコミュニティの社会構造を基盤として開発を進めていくため個別に対応し
なければならず、事業参加への形態も様々であったが、こうした選択を住民がそれぞ
れに行うためにも相隣でのフェイスツーフェイスでの話し合いが担保された小規模住
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民組織が有効であった。
表5－20対象事例の比較
開発手法
BMP参加世帯数
人ロ／面積
平均家族員数
グループ数
人数／組織
開発アクターの設定
ボンガイ（BMP第1フェーズ）
再居住計画（re－construction）
　Befbre
　　　　／／
　　、イィ
＜一一＿」
ピs
After
．！ ／
｛i
蘂雍
．鞍
ンゴ之、／
ノ’
、
潔，　　”1
江．’
．二 O㍉
73世帯
0．8ha
4．59人
8組織
9～10人
協同組合、小規模住民組織、住民
ガオセン
再区画整備（re－blocking）
％綴
㊦・・1
服
醒
－f
127世帯
4．1ha
4．27人
33組織
6～20人
協同組合、ブロックグループ、小規模住民組織、住民
表5－21事例からみた住環境整備における小規模住民組織の特性
No． 項目 ボンガイ（BMP第1フェーズ） ガオセン
【共通の特性】
① 相隣関係をもとに組織化されていること O ○
一　■　一　“　⇒ 一一．一‘一■一一■．・一一一一一＝一．・≡一ρ≡一一’A・一一一≡．．・・一≡’一．〉丙＝一一 ．一←←一．一一●一・・一一≡一一’匂一一≡一巳≡■・’一■一一●”≡一一≡一～，一 一一≡一一’－’≡一一一．，一一．一一一⇒一一■■一一“一一一一一ρ一←一一一≡一一一
②
マイクロクレジットを基隅とした事業参加であること O ○
ひ一■ら舗 一一■一．．一．一一■・づ・一噛一一一．・尋一’■一一．．A－一一≡≡一一・・一’一一．一一≡一 ．一．⇔一一≡一一一s．一一一一一’∋．A・一■．一，⇔一一≡一■一’・一一一一一一■ 一一≡一A．・’一一≡一一・・一．一一．．亀一一■一一一・一一≡一’．．A’一・一一一
③
事業参加の満足度が高い O O
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④
事業¶後で住環境に対する満足度が高くなっている O O
≡－w一 一一一・一一一一．’．一■一一一一．■一一≡一ρ一一←・一一一一一一．一．←一≡ら一．．一司一一 一一．一一≡一一一・←＝一一≡－s’一一一一一一一一←一≡一一■s－’一≡一一一■一一 一≡一・・一≡一一≡一一←一一一一一一一一一≡一一一一一一一■一一ρ・一一一一一一一．
⑤
小規模住民組織を通した事業の満足度が高い ○ ○
■一■・ ≡一“・一一．－s．．．一一≡一百一・・一一テ’一・・一一一一一一A“・一・一一ワー・一一一■一 吟S．一一一一一一．．一一一一一，’・一一一一一一←・一一一一一■一●一一≡一一－一一 一一．・一＝一’一一一ウー⇔一．．．一．・一■≡一’・一一一一≡一’・一’・一≡一■・
⑥
住環境に対する問題意識が高くなっている ○ ○
【相違点がみられる特性】
① 小規模住民組織の形成 路地ごと 戸ごと
■一．一 ．・一一一一殆’一一一一一●←・一．一一≡■一’一≡一一≡一“も・一一一■≡一■∀・一一．一一一 ρ・一一■一百一→＝一一■一一A■《一一一≡一●■一一一一一●■一一’一’←一一一一一 一・一≡一一一■・・一一一一，■捧・一■一一一●■一一一≡一，’●’一一一一一皐■●・
② 街区単位 路地ごとに一つのまとまりとして対応 既存のブロックの戸ごとに対応→小規模住民g織の組織化が複雑になっている
．句一一肯 一・一一一■声’・一一一一■●・．一一一一．一’≡一≡≡一■一●・’一一一一一一一●←一・一一一 一一’，一一≡一一一．．一一≡一一’・一一一■一●一一■一一≡●A－●皐一■■■一一≡ ．・．一一’≡づ一．・・一一一一・・●・・一一■●．．≡一一≡一●■吟・’一一一≡一●「
③
小規模住民組織による事業計画
①インフラ整備（下水道、路地）
A住戸計画
①地区図作成
Aインフラ整備（路地、花壇計画）
B住戸計画
一A－■一 一．・．一一．・一一一一一■●・・一一≡■●■“一ロー一≡一一一・’一一≡一一一■．∋・．．一一 ’一．．・・一一一一・．・一≡一一≠・・一一一●●←・一一一≡A●一’一一■■●一一≡ 一一…≡一一≡．e・一≡一一．．・．一一一＝■．・．■一一一■’・一一・一一一■．①事業以前に個人でリフォームしていた世帯
④ 小規模住民組織を単位とした開発プロセス 準備できた住民からフェーズに分けて部分的ﾉ開発が進められた
を小規模住民組織のメンバーにすることでイン
tラ整備に関して共局作業が可能となった
A住戸建設各世帯が経済事情に合わせた住
宅デザインの計画がされた
■・●’■ 一一百一一一’一一一一一■一≡．一．．一桓一一ザー．一’・←一一一一一一一一●一一－≡一■一一． ρ　　．　一　一　　．　一　一　　一　一　一　　一　一　■　　・　e　桓　一　・　　一　一　’　一　＝　　一　一　　一　一　“　　・　一　　■　一　　■　皐　嘉　　・　一　一　≡　一　＝　’　一 一一一≡■一■■’一一≡一●●■《一一≡一一●’－・一一一一■一一’一一一一’一●一一
⑤
事業への住民の参加形態 インフラ整備／住宅改善のどちらにも参加して｢る
①インフラ整備／住宅改善
Aインフラ整備のみ
B全く参加していない
■一’一 ≒一●⇒一一’一≡’●一●．一■一■●●一≡一ザー一●錫■●一一一一一≡一■←←←．・一．一■≡ ．，一一一一“．・一一一≡一・一一’一一．・一一≡●．・一一・一■●〆一一一≡一一●● ■一一≡一■■■一一一≡■’■●φ一一一一一●一一一一≡一一一■●》一一一■●「●●一⑥
住宅ローン返済の運営システム 小規模住民組織→協同組合 世帯一→協同組合
・s－一一 ≡一A－≡一←一．．一一≡一．一←一一■一一■’．．←一一一．一一一．．A－一一一一．一一≡・一 ’　一　■　　一　一　・　一　一　　一　一　雫［　．　一　一　一　一　一　’　．　・　一　≡　一　■　　．　一　　㎡　一　■　　一　≡　．　．　　一　一　一　　一　一　．　　．　・　一　一 ≡一一舗⇔一一一一≡一一．．一一’■一一．・■一一一一．A・一一一・≡一…一’一一⑦
事集後の活動展開
セービング活動、住宅ローン返済における徴
禔Eグループ内での信用貸し、路地の安全管
揩ﾈどを行っている
戸べつ対応なので組織的な対応が難しく、
Q008年9月現在、活動はない
吟一一＝一 一．一一一一’▼一一一一≡一←s－一一■一一■←・一一一≡一一一パー←’一一一一≡一一一司’←一 ’一一．・⇒一■≡一．・一≡一一■・←・一一一“●一一一一一一一●一ピー一一一●一一≡ 一一一←・一・≡一一一←←一一・’一一・尋・一一一一一一・←一一一’一一一．・・■一一
井戸端会議、定例会議による コミュニティの定例会頗による⑧
事業計画の決定までの合意形成 （住民→小規模住民組織→小規模住民組織 （住民→小規模住民組織→プロックグループ
リーダー→協同組合／コミュニティリーダー） リーダー→協同組合）
可～．1 ・　≡　一　・　一　　一　今　＝　一　’　　・　一　■　　一　一　　．　．　＠　　一　一　≡　一　■　“　一　．　　・　一　一　一　一　一　’　一　　一　一　⇒　　一　一　←　　一　一　■　　．　一　　・　’　一 ’一一．．・一一一一≡一．一一一一’一一・一一≡一一←・■一一一一A与・一一一≡一一● 一一一一一．，・一≡一一≡一，一’一一一一西…一一一一．．・・’一一一≡．．．←＝
装飾など独自のデザインをしている世帯もある メンバー個々の事情による開発の選択に委ね⑨
柔軟な開発プロセス が、復興計画として画一的な計画がされた られており、戸ごとの計画がされた
（再関発、re－deve｝opment） （改善型開発、re－btocking）
132
（2）小規模住民組織の位置づけ
　上記に示した通り、それぞれの事例で異なる小規模住民組織の特性が見られた（図
5－6）。小規模住民組織は、小さな単位で話し合いが行われ最終的に協同組合に提案し
ていくことで住民の意向がコミュニティの形成においても反映しやすいシステムであ
る。特に、ガオセン地区のような改善型開発は、メンバー個々の事情による開発の選
択に委ねられるため、小規模住民組織を形成し柔軟な開発プロセスで住環境整備を実
施していく必要があった。また、図5－7に小規模住民組織を単位とした住環境整備計
画及び事業の流れと得られた効果を示す。小規模住民組織を組織化する際は、まず事
業を通した外部関係者と話し合いがされる。組織化する際は、図に示すような条件で
組織化されるのが望ましい。本研究では、タイのCODIが実施する住環境整備事業を
研究対象として、コミュニティの開発プロセスにおいて小規模住民組織が主体的な役
割を担うことで、計画の確実な実践と連続的な活動を実施していくことが可能である
ことを示した。
事業を通した
利害関係者 ぐ→ 協同組合
　　　　　　　一承認
　　　　　　　一協力・支援
　　　　　　　一建設
　　iポンガイBMP第1フェーズ地区　　　　　　　　i
z　　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　●一幌模住民縦・8㈱…
　　、．・・．・…　　“・．・・…　　．・・．・・．・●t．…　　tt・．・・t－…　　．．・・…　　．・・・…　　．i・也．・．．…
一
ネットワーク
　　　　　　一計画、承認
　　　　　　一協力・支援
　　　　　　一情報共有
iガオセン地区　　　　　　　　　　　　　　　　i
i　　⑤一小規擬酬都3組織）　i
i　　sc、－vpツクグループ（5＄織）　i
、…　　t・・・…　　．●・・．．・．…　　．・．．．…　　碍．・■t．，・．．・…　　．．・・．…　　波t・・t…　　s．■・．．・・
i　i＝コミュニティ
図5－6　開発単位としての小規模住民組織の位置づけ
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　ワーク組織　 彩・
繕灘墾一一
住　ト　　　組織化、①。一，．ググループ　　開発プ・セスに埋め込まi
　　　　　　　　　⇒．㌶竺二。．　⇒ζξ罐蒜饗にi
　・エンバワーメント（地域力、｛固人）
　・相隣関係の槽築（コミュニケーションの強化、
　信頼関係の構築）
…越当
得られる効果
　　　　　　計画決定　　　　　i
仁 社会に正式な居住地として認知される 仁
⇒・まちづくりのプ・セス
事業の状況に応じて変更可能な
　　柔軟な計画の実施
：借地契約・土地買収、住宅建設
→事業後、住民の満足度が高い
図5－7　小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業の流れと得られた効果
5．6　本章のまとめ
　開発フロセスにおいて小規模住民組織を通して住民が主体的な役割を担うことで、
都市貧困者の生活向上のため確実な計画がなされている。すなわち、5章のボンガイ
地区の事例で示したように、当地区の小規模住民組織についてもセービング活動が基
盤となっており、マイクロクレジットの方法を採用している。CODIの支援するフ「ロジ
ュ・クトに参加する他のコミュニティでもマイクmクレジットへの参加が必要不可欠と
なっている。ガオセン地区における事業実施までの開発プロセスは、①協同組合によ
る住民の特定→②財務省（地主）、ソンクラー県庁・市役所、CODIによるBMP実施
の承認→③ブロックグルーブリーダーを中心とした小規模な区分→④ブロック内の貯
蓄グループ住民や相隣関係の小規模住民組織として組織化→⑤小規模住民組織を単位
としたワークショップ形式により戸べつの住宅建設・改善計画の立案→⑥各ブロック
の住民会議において計画方針が決定一⑦コミュニティ全体の住民会議で計画決定→⑧
住宅建設及びインフラ整備の実施、となる、、ガオセン地区の事例から、小規模住民組
織を単位とした住環境整備における計lllli及び事業についてド記の四点が明らかになっ
た，
　第・に、小規模住民組織が開発の単位となるに際して、そこには次のような様々な
要因が関係している。①CODIの支援するセービング活動に参加している住民であるこ
と。このセービング活動の日的は多様であるが、この場合は住宅改善・インフラ整備
に参加する目的でセービング活動を行っている住民が対象となる。②日常的な相隣関
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係が成、」／1している集団である、t当地区は、移住等の歴史的な過程や宗教的（ムスリム：
仏教＝6：4）にもまとまっていることが多い。③計画の単位として、あるいは実施の
容易さから意見のまとまりゃすい小規模住民組織が求められたこと。
　第：に、改善型の開発は既存のストックや住民の意向が反映されることから、①大
規模な集落をブロック（街区）に分割してそれぞれに住環境整備の方針を設定し、さ
らにそのブロック内に小規模な住民組織を形成していること、②小規模住民組織はセ
ービング活動の基本i｝∫位であるが、この場合は改酋…型であるので、基本的にイ本とし
ての強制力はないこと、などが特色となっている。
　第：に、小規模住民組織がコミュニティ開発の単位として機能することで、コミュ
ニティ全体の合意を取り付けなくとも、事業の実施が容易になり、街路などの共的空
間の整備においては住民にとっても小規模単位でまとまることで住民の意向を反映さ
せやすくなる、　ソ∫で、この場合、個別の意見の反映はコミュニティとしての全体的
なEとまりを損なうことになる可能性もある。
　第四に、この開発方式は住宅改善へ参加しない住民も開発区域の中に包含する方式
であり、そのフロセスにより地域全体の底kげに繋がる可能性がある。
　ξた、事例にみる小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業の特性につ
いて麦とめると、①コミュニティ全体の計画と整合性があること、②相隣関係による
組織化と川常において関係性が構築されていること、③マイクロクレジットを基調と
した事業参加であること、④準備できた住民から段階的に開発を推進するといった部
分的な開発から始められること、⑤開発プロセスにおける重層的な開発アクターの設
定につながる単位であること、⑤柔軟な計画プロセスにより地域全体の底上げを図れ
る可能性がみられることである。
　以ヒのことから、小規模住民組織を単位とした開発手法は、住民の多様な意向を組
み込みこむことで、事業への参加形態を選択することを可能とする柔軟な開発プロセ
スであり、都市貧困層にとって住環境整備の実現性を高める開発手法として有効な示
唆を㌦えているc
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＿＿．．．＿＿．．．＿＿．＿．．＿．．．．．＿．．【第．．§．童．．＿補注．及び参．考コζ．献】．＿＿．．．．．．＿．＿．＿＿．＿．＿．．．
【補注】
cl） ｿ問紙調査は、聞き取り調査で得られた質的なデータを量的に補完するために実施し
　た、、ilな質問内容は、以ドの5点に要約されるt、1）対象者の経済・社会属性、2）住
　環境に対する満足度、3）コミュニティ／舌動と意思決定への参加、4）BMPに対する満
　足度、5）小規模住民組織を単位とした住環境整備計画及び事業に対する満足度、等で
　ある、
’2・ ｲ査協力者は次の通りである、1）Ms．　Paine　Klinusasuwan（パイニー・グリンウッサー
　スワン）、2）Ms．Rattiya　Pongchukieat（ラッティヤー・ポンチューギィァソク）、3）Ms．
　Suwanna　Mounsanit（スアンナー・マンサニソト）、4）Mr．　Tanapon　Jaykhai（タナポン・
　ジャイカイ）、5）Mr．　Nuttaphol　Pongchukieat（ナッタポン・ポンチューギィァック）、6）
　Ms．　Kumalai　Ocharos（クゥマーライ・オーチャーロス）、の以上6名である。2007年6
　JJ、CODI職員と南部のコミュニティ調査に同行し、ガオセン地区の基礎情報の確認を
　行った．，これと同時にゾーンリーダーで元協同組合スタッフであるグリンウッサース
　ワン氏を紹介していただき、彼女に対し本研究目的の説明を行った後、質問紙調査を
　依頼しこの年の10月に調査が実現した，
，「” `辰也（2005）によると、SUPCDPはタイのNGOで、南タイの地方都市のスラムでの
　貯蓄づくりや居住問題、環境問題に対する活動を実施している。
i’4’ ﾘ金の詳細な使途については、「付録（8）住民の基礎データ（単純集計）：ガオセン地
　区」の表を参照にされたい、
パ第4章補注を参照にされたい。
16’ `（2005）、「タイ都市スラムの参加型まちづくり研究：こどもと住民による持続可能
　な居住環境改善策』、を参考に、’大変満足’、°満足’、”Hifr1通〉、】不満足’、』大変不満足’
　までの5段階順序尺度にそれぞれ2、1、O、－1、－2点を配し算出したものである。「0」
　は普通との回答で平均を示しており、「2」が最大値で大変満足との回答である。正の
　数は満足度が高いことを示している、
（7j ﾚ細は、付録資料を参照にされたい．
L81 ^イでは、前期中等教育（中学校）が義務教育化されたのは2002年3月以降のことで
　ある、、
〔り） @教に関する質問紙調査で得た有効回答数は、参加住民123人（992％）、不参加住民
　92人（96．8％）であ・）た．，
‘10｝ o身に関する質問紙調査で得た有効【・1答数は、参加住民114人（91．9％）、不参加住民
　92人（96．8％）であった、、
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Cl］） 奄撃奄戟D縁関係に関する質問紙調査で得た有効回答数は、参加fll民94人（75．8　（X、）、不参加
　住民90人（947％）であった。
〔｜2） e戚関係に関する質問紙調査で得た有効回答数は、参加住民88人（7LO％）、不参加
　住民84人（88．4％）であf）たt、
ar，） ｦhfl組合リー一ダーのジャイディ・サワンアーロム氏への聞き取り調査は、2007年10
　Jj　22日、2008年9J］7日、9日に実施している。
c）4） n図に関しては、CODI（2004）パワーポイントデータから引用し筆者が加Ilしたttま
　た、’1｝：業が実施された127世帯の把握については、2007年10月に実施した調査に同行
　してくれた吉日川助さん（東洋人学大学院［1・：Jl際地域学研究科博t：前期．課程）、惣洞典明
　さんC名古屋大学大’』i叩完国際開発研究科博｝：前期課程）の両氏からの調査協力により
　得たデータである．セットバックした家屋の把握については、筆者が2008年9月9日
　に実施した協同組合リーダーへの聞き取り調査から明らかにした．、
，］5 ﾆ庭内の問題のイ］’無に関する質問紙調査で得た有効回答数は、参加住民119人（96．0％）、
　不参加住民91人（95．8％）であった
16 ｦ同組合リーダーによると、33の小規模住民組織すべての開発計画をまとめるのに約
　3ク・月を要している一
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